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第１節 計画の方針 

（総務課） 

第１ 計画の目的 

この計画は、防災基本計画（中央防災会議が作成する防災に関する基本的な計画）に基づ

き、宇治田原町防災会議が定める震災対策に係る総合的かつ基本的な計画であり、住民の生

命財産等を地震災害から保護し、被害の軽減を図ることを目的とする。 

また、併せて、応援協定や府からの要請により、被災市町村に対して人的・物的応援を行

い、被害の軽減を図ることも目的として位置づける。 

 

第２ 計画の理念 

１ 防災ビジョンの位置づけ 

災害は単なる自然現象ではない。自然現象自体を発生させないようにすることは困難

であるが、災害を防止し、被害をできるだけ少なくすることは可能である。 

災害対策の目的は、災害時の住民自身の「自分の生命・財産は自分で守る。」という心

構えと行動を基本にしつつ、住民の生命、身体を守り、財産を保護し、社会生活を維持す

ることにある。本町の総合的・長期的な地域づくり施策を基本として、どのような理念で

町の防災対策を進めるかを示したのが防災ビジョンである。 

 

２ 防災ビジョン 

(1) 防災の基本理念 

宇治田原町第 5 次まちづくり総合計画の将来イメージ「人がつながる未来につなが

る お茶のふるさと 宇治田原」を実現するため、防災のまちづくりの基本理念（防災

ビジョン）を次のとおり設定する。 

(2) 防災の基本方針 

防災の基本理念を踏まえ、次に掲げる項目を本町の防災の基本方針とする。 

ア 災害時において住民の人命を守る。 

(ｱ) 風水害時における警戒避難体制を整備し、迅速で安全な避難を確保する。 

(ｲ) 震災対策として住宅の耐震化を推進する。 

(ｳ) ハザードマップを普及し、地区ごとに警戒避難体制を整備する。 

(ｴ) 災害時における避難行動要支援者の避難支援システムを整備する。 

イ 自助、共助、公助の役割分担を踏まえ防災力の整備を図る。 

(ｱ) 自助・共助・公助の役割分担を踏まえ、町が担う防災対策を推進する。 

(ｲ) 災害時の避難誘導・救助等を担う地域防災力として自主防災組織を整備する。 

 

３ 防災対策の柱 

住民の命と暮らしを守るため、以下の施策を防災対策の柱として推進する。 

防災ビジョン “地域コミュニティーを通じた安心・安全のまちづくり” 
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(1) 大地震から人命を守る住宅等の整備 

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、建築基準法の新耐震基準（1981 年）以前に建築

された大地震時において倒壊するおそれの高い住宅の耐震診断と耐震補強を推進する

ことにより、住宅の倒壊から人命の安全を守る。 

(2) 集中豪雨時における警戒避難体制の構築 

地球温暖化が進展し、時間雨量 100ｍｍを超えるような集中豪雨が全国的に多発し、

予想もしなかった災害（水害及び土砂災害）が発生している。よって、河川の決壊等に

よる水害及び土砂災害に対する警戒避難体制を整備し、住民を災害から守る。 

(3) 避難行動要支援者の避難支援システムの構築 

高齢化の進展により高齢者世帯が増加し、災害時に支援を必要とする高齢者、障がい

者等の避難行動要支援者が増加している。避難行動要支援者は災害時において迅速な

避難が困難であり、避難を支援する人々が不可欠となっている。よって、「避難行動要

支援者避難支援計画」を整備し、災害時における避難行動要支援者の安全確保を図る。 

(4) 地域における防災力の強化 

大災害時における避難、人命救助等の活動については、自主防災組織の強化など地域

における防災力を高めることが、極めて重要になっている。よって、地域における防災

力を、ハード、ソフトの両面で強化する。 

(5) 安全な避難所等の整備 

大地震災害等による長期の避難生活で、ストレスからくる死亡等が増加している。と

りわけ、高齢者や障がい者など避難行動要支援者の場合、特に深刻な状況にある。よっ

て、災害発生時に安全な避難環境を確保し、避難者の健康維持を図る。 

(6) 防災拠点の整備 

大規模な災害が発生した場合に、迅速で円滑な応急対策活動の実施を確保するため、

防災拠点の整備を図る。 

(7) 防災階層による安全なまちづくり 

市街地や集落が散在しているという特徴を踏まえて、階層的な防災まちづくり（防災

階層）を推進し安全性の向上を図る。 

(8) 自助、共助、公助の役割分担による防災力の整備 

防災は、住民自身による自助、住民の共同組織による共助及び行政による公助が、そ

れぞれの役割を分担することにより有効な力を発揮するものである。よって、自助、共

助、公助の役割分担を適切に設定し、地域における防災力の整備、強化を図る。 

(9) 原発事故が発生した場合における警戒体制の整備 

福井県の原発で事故が発生した場合、災害警戒体制を速やかに確立し、情報の収集、

適切な退避及び避難の実施等により放射能汚染から住民の安全を守る。 

(10) 町行政における業務継続性の確保 

町は、災害時の応急対策等の実施、優先度の高い通常業務の継続等のため、災害時に

必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事

後の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画を策定することにより、業

務継続性の確保を図る。また、実効性ある業務継続体制を確保するため、必要な資源の

継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況
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の変化等に応じた体制の見直し、計画の改訂などを行う。 

(11) 町内事業所における事業継続計画（ＢＣＰ）策定の推進 

災害に強い町を作るため、町内の事業所は災害時に果たす役割（生命の安全確保、二

次災害の防止、事業の継続、地域貢献、地域との共生）を十分に認識し、京都ＢＣＰ行

動指針を踏まえ事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、運用するよう努めるものとする。 

 

第３ 他の計画及び他法令に基づく計画との関係 

１ 京都府地域防災計画との関係 

市町村地域防災計画は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 42条の規定によ

り、京都府地域防災計画に抵触してはならないとされている。本計画の策定にあたっては、

京都府地域防災計画と整合を図り、策定後において京都府知事に報告する。 

 

２ 宇治田原町総合計画との関係 

本計画は、令和 7 年度を目標年次として策定されている宇治田原町第 5 次まちづくり

総合計画（後期基本計画）を基本として、防災施策を長期的・総合的なまちづくり計画や

事業と関連させる。 

 

３ 地震防災緊急五箇年計画との関係 

地震防災対策特別措置法第 2 条の規定による地震防災緊急事業五箇年計画に基づき、

施設等の整備を順次推進する。 

 

第４ 計画の修正 

宇治田原町防災会議は、災害対策基本法第 42条の規定により、本計画に毎年検討を加え、

必要があると認められるときは修正を行う。 

また、修正の内容については、速やかに町の広報紙等により住民や関係機関に周知する。 

 

第５ 計画の習熟 

宇治田原町防災会議を中心として、各部局及び関連機関は平素から訓練や学習等の方法

により本計画の習熟に努める。また、本計画を住民の防災活動の指針として、住民への周知

徹底に努める。 
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第２節 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

（総務課） 

災害対策基本法は、防災に関し責務を負うべき機関として、町をはじめ府、国（指定地方

行政機関）、指定公共機関、指定地方公共機関及び公共的団体その他防災上重要な施設の管

理者を掲げている。 

本町の防災に関し、責務を担うべき機関の処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおり

とする。 

 

第１ 宇治田原町 

(1) 宇治田原町防災会議及び宇治田原町災害対策本部に関する事務 

(2) 地震対策計画の作成 

(3) 地震防災に関する組織の整備 

(4) 地震防災のための施設の整備 

(5) 交通、情報通信等の都市機能の集積に対する防災対策 

(6) 地震情報の収集と伝達 

(7) 災害による被害の調査報告と情報の収集及び広報 

(8) 防災思想の普及及び防災訓練の実施 

(9) 自主防災組織の育成指導及びＮＰＯ・ボランティアによる防災活動の環境整備その

他住民の自発的な防災活動の促進 

(10) 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

(11) 避難指示の発令 

(12) 災害の防除と拡大の防止 

(13) 救助、防疫等被災者の救助保護及び高齢者、障がい者、乳幼児等特に配慮を要す

る者に対する防災上必要な措置 

(14) 避難所における良好な生活環境の確保 

(15) 災害応急対策及び復旧資材等の確保 

(16) 消防、水防、その他の応急措置 

(17) 被災企業等に対する融資等の対策 

(18) 被災町営施設の応急対策 

(19) 食料品、飲料水、医薬品等の生活必需品の確保 

(20) 災害時における文教対策 

(21) 災害対策要員等の動員 

(22) 災害時における交通、輸送の確保 

(23) 被災施設の復旧 

(24) 管内関係団体が実施する災害応急対策等の調整 

(25) 被災者の援護を図るための措置 

(26) 前各号の目的を達成するための他の地方公共団体との相互協力及び地方公共団体

の相互応援に関する協定の締結  
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第２ 京都府 

(1) 京都府防災会議及び京都府災害対策本部に関する事務 

(2) 地震対策計画の作成 

(3) 地震防災に関する組織の整備 

(4) 地震防災のための施設の整備 

(5) 交通、情報通信等の都市機能の集積に対する防災対策 

(6) 地震情報の収集と伝達 

(7) 災害による被害の調査報告とその他の情報の収集及び広報並びに被災者に対する的

確な情報提供 

(8) 防災思想の普及及び防災訓練の実施 

(9) 自主防災組織の育成指導及びＮＰＯ・ボランティアによる防災活動の環境整備その

他府民の自発的な防災活動の促進 

(10) 避難指示等の対象地域、判断時期等に係る助言 

(11) 災害の防除と拡大の防止 

(12) 救助、防疫等被災者の救助保護及び高齢者、障がい者、乳幼児等特に配慮を要す

る者に対する防災上必要な措置 

(13) 災害応急対策及び復旧資材等の確保 

(14) 水防、その他の応急措置 

(15) 被災企業等に対する融資等の対策  

(16) 被災府営施設の応急対策 

(17) 食料品、飲料水、医薬品等の生活必需品の確保 

(18) 災害時における文教対策 

(19) 災害時における公安の維持 

(20) 災害対策要員の動員 

(21) 災害時における交通、輸送の確保 

(22) 被災施設の復旧 

(23) 市町村、その他の防災機関等の連絡調整、指示、あっせん等 

(24) 前各号の目的を達するための他の地方公共団体との相互協力及び地方公共団体の

相互応援に関する協定の締結 

 

第３ 京都府田辺警察署 

(1) 被災者の救出救助 

(2) 避難誘導、立入禁止区域の設定 

(3) 被害情報の収集及び被害実態の把握 

(4) 犯罪の予防、その他公共の安全と秩序の維持 

(5) 遺体の検視及び身元の確認 

(6) 行方不明者の相談・捜索 

(7) 交通規制及び緊急交通路の確保 

(8) 危険箇所の警戒・警備 
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(9) その他事故災害に必要な警察活動 

 

第４ 京田辺市消防署・京田辺市消防署宇治田原分署 

(1) 消防施設・消防体制の整備 

(2) 救助及び救助施設・体制の整備 

(3) 危険物等施設の実態把握と防護の指導監督 

(4) 消防知識の啓発 

(5) 火災発生時の消火活動 

(6) 水防活動の協力・援助 

(7) 被災者の援助・救援 

(8) 被害に関する通信連絡及び調査 

 

第５ 指定地方行政機関 

１ 近畿財務局 

(1) 公共土木等被災施設の査定の立会い 

(2) 地方公共団体に対する災害融資 

(3) 国有財産の無償貸付等 

(4) 災害時における金融機関の緊急措置の指示 

 

２ 近畿厚生局 

(1) 救護等に係る情報の収集及び提供 

 

３ 近畿農政局 

(1) 農地及び農業用施設等に関する災害復旧事業及び災害防止事業の指導並びに助成 

(2) 農業関係被害状況の収集報告 

(3) 農作物、蚕、家畜等の防災管理指導及び病害虫の防除指導 

(4) 被害農林漁業者等に対する災害融資のあっせん指導 

(5) 管理又は建設中の農業用施設の防災管理及び災害復旧 

(6) 土地改良機械の緊急貸付け 

(7) 食料品、飼料、種もみ等の安全供給対策 

(8) 災害時における主要食糧の応急供給 

 

４ 近畿中国森林管理局 

(1) 治山施設、地すべり防止等の整備 

(2) 災害対策用資材の供給 

 

５ 近畿経済産業局 

(1) 災害時における所管事業に関する情報の収集及び伝達 

(2) 被災中小企業の事業再開に関する相談、支援 
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(3) 電力・ガスの供給の確保及び電力・ガス・工業用水道の復旧支援 

(4) 生活必需品、復旧資材等の供給に関する情報の収集及び伝達 

 

６ 中部近畿産業保安監督部（近畿支部） 

(1) 電気、火薬類、都市ガス、高圧ガス、液化石油ガス施設等の保安の確保 

(2) 鉱山における危害の防止、施設の保全及び鉱害の防止についての保安の確保 

 

７ 近畿運輸局 

(1) 所管する交通施設及び設備の整備についての指導 

(2) 災害時における所管事業に関する情報の収集及び伝達 

(3) 災害時における旅客輸送確保にかかる代替輸送・迂回輸送等実施のための調整 

(4) 災害時における貨物輸送確保にかかる貨物運送事業者及び倉庫事業者に対する協力

要請 

(5) 特に必要があると認める場合の輸送命令 

(6) 災害時における交通機関利用者への情報の提供 

 

８ 近畿地方整備局 

(1) 国土交通省管理の公共土木施設の整備と防災管理 

(2) 応急復旧資機材の整備及び備蓄 

(3) 国土交通省管理の公共土木施設の応急点検体制の整備 

(4) 指定河川の洪水予報及び水防警報の発表及び伝達 

(5) 災害時の道路通行禁止と制限及び道路交通の確保 

(6) 国土交通省管理の公共土木施設の二次災害の防止 

(7) 国土交通省管理の公共土木施設の復旧 

(8) 災害時における技術者、防災ヘリ、各災害対策車両等による支援 

 

９ 大阪航空局大阪空港事務所 

(1) 空港（航空通信、無線施設を含む。）及び航空機の保安 

(2) 遭難航空機の捜索及び救助 

 

10 国土地理院近畿地方測量部 

(1) 災害時における被災状況に関する地理空間情報(地図・写真等)の把握及び提供 

(2) 地殻変動等の把握のための測量等の実施及び測量結果の提供 

 

11 大阪管区気象台（京都地方気象台） 

(1) 気象、地象、地動及び水象の予報並びにその成果の収集、発表 

(2) 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）及び水象の予

報並びに警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説 

(3) 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備 

(4）地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言 
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(5）防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発 

 

12 近畿総合通信局 

(1) 電波及び有線電気通信の監理 

(2) 非常時における重要通信の確保 

(3) 非常通信協議会の育成指導 

(4) 非常通信訓練の計画及びその実施訓練 

(5) 防災及び災害対策に係る無線局の開設等、整備の指導 

(6) 災害対策用移動通信機器等の貸出し 

(7) 情報伝達手段の多様化・多重化の促進 

 

13 京都労働局 

(1) 産業災害予防対策 

(2) 業務上災害及び通勤途上災害による被災労働者等に対する労働者災害補償保険法に

基づく迅速な給付の実施 

(3) 災害応急対策に必要な労働力の確保 

 

14 近畿地方環境事務所 

(1) 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量の情報収集及び災害査定 

(2) 特に必要があると認める場合の有害物質等の発生状況等の情報収集及び関係機関と

の連絡・調整 

 

15 近畿中部防衛局 

(1) 在日米軍が災害対策措置を行う場合の連絡調整の支援 

(2) 自衛隊の災害派遣の実施において、部隊等の長が実施する府その他必要な関係機関

との連絡調整の協力 

 

第６ 自衛隊 

(1) 災害の予防及び災害応急対策の支援 

 

第７ 指定公共機関 

１ 日本赤十字社（京都府支部） 

(1) 災害時における救護班の編成並びに医療及び助産等の救護 

(2) 災害時における被災者の救護保護 

(3) 災害救助等の防災ボランティアの連絡調整 

(4) 義援金の募集及び義援品の募集・配分 

 

２ 西日本電信電話株式会社（京都支店） 

(1) 災害に強く信頼性の高い通信設備の構築 
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(2) 電気通信システムの一部の被災が他に重大な影響を及ぼさないよう信頼性の向上を

図る。 

(3) 災害時に重要通信を疎通させるための通信手段の確保 

(4) 災害を受けた通信設備の早期復旧 

(5) 災害復旧及び被災地における情報流通について、住民、町、府、国、ライフライン

事業者及び報道機関等との連携 

 

３ ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ関西支社、ソフトバンク株式会社、エヌ・テ

ィ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、楽天モバイル株式会社 

(1) ～(5)（同上） 

 

４ 日本放送協会（京都放送局） 

(1) 住民に対する防災知識の普及と予警報の周知徹底 

(2) 住民に対する災害応急対策等の周知徹底 

(3) 社会事業団等による義援金品の募集配分 

 

５ 関西電力送配電株式会社 

(1) 電力供給施設等の整備と防災管理 

(2) 災害時における電力供給 

(3) 被災施設の応急対策及び復旧 

 

６ 日本銀行（京都支店） 

(1) 通貨の円滑な供給の確保 

(2) 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

 

７ 日本通運株式会社（京都支店）、福山通運株式会社、佐川急便株式会社、ヤマト運輸株

式会社、西濃運輸株式会社 

(1) 災害時における貨物自動車による救助物資の輸送及び避難の協力 

 

８ 大阪ガス株式会社（京滋導管部） 

(1) ガス施設等の整備と防災管理 

(2) 災害時におけるガス供給 

(3) 被害施設の応急対策及び復旧 

 

９ 日本郵便株式会社（京都中央郵便局、郷ノ口郵便局、宇治田原郵便局） 

(1) 災害時における郵便物の送達の確保 

(2) 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

(3) 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

(4) 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

(5) 郵便局の窓口業務の維持 
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10 出光興産株式会社 

(1) 石油製品の被災地域への緊急輸送 

 

11 株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン 

(1) 支援物資の調達及び被災地への迅速な供給等 

(2) 帰宅困難者への水道水、トイレ等の提供及び道路等に関する災害情報の提供 

 

12 一般社団法人全国建設業協会 

(1) 応急復旧活動等に必要な人員及び資機材等の状況についての情報提供 

 

13 一般社団法人日本建設業連合会 

(1) 公共建築物への応急危険度判定士の派遣 

(2) 応急復旧工事の実施 

(3) 資機材等の調達・運搬 

(4) その他の役務・情報提供 

 

14 一般社団法人全国中小建設業協会 

(1) 応急復旧活動等に必要な人員及び資機材等の状況についての情報提供 

 

第８ 指定地方公共機関 

１ 株式会社京都放送 

(1) 住民に対する防災知識の普及と予警報等の周知徹底 

(2) 住民に対する災害応急対策等の周知徹底 

(3) 社会事業団等による義援金品等の募集配分 

 

２ 一般社団法人京都府医師会、綴喜医師会 

(1) 災害時における医療救護の実施 

 

３ 株式会社エフエム京都 

(1) 住民に対する防災知識の普及と予警報等の周知徹底 

(2) 住民に対する災害応急対策等の周知徹底 

(3) 社会事業団等による義援金品等の募集配分 

 

４ 一般社団法人京都府バス協会 

(1) 協会所属各社との連絡調整 

 

５ 一般社団法人京都府トラック協会 

(1) 協会所属各社との連絡調整 
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６ 一般社団法人京都府ＬＰガス協会 

(1) 液化石油ガスによる災害の防止及び保安の確保 

(2) 災害時における液化石油ガスの供給確保 

(3) 協会所属の液化石油ガス取扱機関との連絡調整 

 

７ 公益社団法人京都府看護協会 

(1) 災害時における医療救護の実施 

(2) 避難所における避難者の健康対策 

 

８ 一般社団法人京都府薬剤師会 

(1) 災害時における医療救護に必要な医薬品の提供 

(2) 調剤業務及び医薬品の管理 

 

９ 一般社団法人京都府歯科医師会 

(1) 避難所における避難者の健康対策 

(2) 遺体の検視、身元確認及び処理に関する協力 

 

第９ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者等 

１ 土地改良区 

(1) 水門、水路、ため池等の施設の整備及び防災管理 

(2) 農地及び農業用施設の被害調査と災害復旧 

(3) たん水の防排除施設の整備と運用 

 

２ ガス会社 

(1) ガス施設等の整備と防災管理 

(2) 災害時におけるガス供給 

(3) 被害施設の応急対策及び復旧 

 

３ 自動車運送機関 

(1) 安全輸送の確保 

(2) 災害時における救助物資及び避難者等の輸送の協力 

 

４ 報道機関 

(1) 住民に対する防災知識の普及と予警報等の周知徹底 

(2) 住民に対する災害応急対策等の周知徹底 

(3) 社会事業団等による義援金品等の募集配分 

 

５ 京都やましろ農業協同組合宇治田原町支店、宇治田原町森林組合 
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(1) 共同利用施設の災害応急対策及び復旧 

(2) 被災組合員に対する融資又はあっせん 

(3) 生産資材等の確保又はあっせん 

 

６ 宇治田原町商工会 

(1) 災害時における物価安定についての協力 

(2) 災害救助用及び復旧用物資の確保についての協力 

 

７ 病院等経営者 

(1) 避難施設の整備と避難の訓練 

(2) 災害時における医療の確保及び負傷者の医療、助産、救護 

 

８ 金融機関 

(1) 被災事業者等に対する資金の融資、その他の緊急措置 

 

９ 学校法人 

(1) 避難施設の整備と避難の訓練 

(2) 災害時における応急教育対策 

(3) 被災施設の復旧 

 

10 液化石油ガス取扱機関 

(1) 液化石油ガスの防災管理 

(2) 災害時における液化石油ガスの供給 

 

11 京都府石油商業組合組合員給油所（出光・宇治田原ＳＳ） 

(1) 緊急輸送車両等への優先的な給油 

(2) 帰宅困難者への水道水、トイレ等の提供及び道路等に関する災害情報の提供 

 

12 宇治田原町建設業協会 

(1) 災害時における公共施設等の応急対策に対する協力 
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第３節 町の概況 

（総務課） 

第１ 自然条件 

１ 位置 

本町は京都府東南部、東経 135°52′、北緯 34°50′に位置し、海抜は 146ｍ（数値は

町役場）である。北東部は滋賀県大津市、東部は同県甲賀市、南部は相楽郡和束町、西部

は綴喜郡井手町及び城陽市、北西部は宇治市に接している。町域は東西 10.9 ㎞、南北 8.8

㎞、面積は 58.16km2である。 

 

２ 地形 

本町の地形は大きく、山地、丘陵地、段丘、低地（谷底平野、扇状地）及び人工改変地

から構成されている。 

(1) 山地 

山地は町内の北西部、東部、南部に広い部分を占めている。北西部には標高 506ｍの

大峰山、南東部には標高 681ｍの南山城第一の高さの鷲峰山をそれぞれ主峰とする山地

が広がっている。 

主として秩父古生層や丹波層群が山地を形成しているが、東部山地の一部に綴喜層

群をのせている。 

大部分は、山林として利用され、一部山頂の平坦地や裾野部は茶畑等に利用されてお

り、高尾集落などを除いて人家はほとんどない。 

(2) 丘陵地 

丘陵地は、高度 300ｍ以下の平坦又は緩斜面の地形で山地と台地の中間の性格を有し

ている。本町では、北の大峰山地と南の鷲峰山・御林山地との間に広く広がっている。

この丘陵地は第四紀大阪層群に被われ、平坦又は緩斜面で地質上も土地の改変が容易

なため、茶畑や宅地として利用されている。 

(3) 段丘 

段丘は河川などの水中で形成された平坦面が気候変化、地殻変動などにより、離水し

てできた階段状の地形である。一般に低地より形成時期が古く、主として第四紀更新世

の堆積物からなっている。本町では犬打川及び田原川の一部に段丘が見られる。 

宅地や水田、茶畑等に利用されている。 

(4) 谷底平野 

山地内の谷や台地を刻む谷の底にある比較的幅の狭い平坦地を谷底平野という。谷

底平野は浸食性の平野と河川堆積物で埋められて平坦地ができた堆積性の平野とがあ

る。 

田原川流域と奥山田川流域の低地であり、いずれも幅が狭く岩山、郷之口でやっと

500ｍ近くとなる。水系が樹枝状に広がるにつれ、低地も複雑な樹枝状の地形となって

いる。いずれも平坦地の少ない本町では貴重な水田が広がり、また、商店や公共施設が

集中している地域である。 
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(5) 扇状地 

扇状地は川が山地内から平野部に出てきたところにできる半円錐状の地形をいい、

同心円状の等高線で特徴づけられる。本町では大峰山や南西部の山裾に点在している。

谷底低地と同じく第四紀完新統（沖積層）堆積物により被われている。 

(6) 人工改変地 

丘陵部や山地の宅地化等による大規模な人工改変地としては、住宅団地、ゴルフ場、

工業団地等があげられる。 

 

第２ 社会条件 

１ 人口 

本町の人口・世帯数は昭和 45年国勢調査の 6,991人を底に増加傾向で推移し、平成 17

年国勢調査の 10,060 人をピークに減少に転じている。 

令和 2年国勢調査では 8,911人（男性 4,501人、女性 4,410人）、3,421 世帯（1世帯あ

たり 2.60人）となっている。年齢階層別構成は、15歳未満が 1,017人（11.4％）、15歳

～64歳が 5,187人（58.2％）、65歳以上が 2,683 人（30.1％）、年齢不詳が 24人（0.3％）

である。65歳以上の人口は、昭和 60年 1,080 人（町人口の 13.6％）、平成 2年 1,219人

（同 14.7％）、平成 7年 1,467人（同 16.1％）、平成 12年 1,787人（同 16.1％）、平成 17

年 1,939人（同 19.3％）、平成 22年 2,145人（同 22.0％）、平成 27年 2,488 人（同 26.7％）

と実数及び率とも増加しており、人口の高齢化が進んでいる。 

本町の令和 2年の昼間人口は 9,217人で、夜間人口の 103.4％となっており、流入通勤

者が流出通勤者を上回っている。 

 

２ 産業 

(1) 産業別就業者比率 

産業別就業者比率の推移をみると、本町の第 1次産業就業者比率は昭和 55年以降低

下を続けているが、令和 2 年は 5.3％（平成 27 年 8.0％）と、急速な減少を示してい

る。第 2次産業就業者比率も平成 7年以降低下しており、令和 2年は 31.9％（平成 27

年 32.4％）となっている。第 3次産業就業者比率は平成 17年以降低下しており、令和

2年は 55.9％（平成 27年 57.5％）となっている。 

(2) 農業 

本町の農家数は徐々に減少しており、令和 2 年は 357 戸となっている。基幹産業で

ある茶の生産は、令和 3年の茶園面積は 247.5haで府内第 2位、荒茶生産量は 286tで

府内第 3位となっている。 

(3) 工業 

本町では、昭和 62年に宇治田原工業団地が分譲を開始した。この影響で、製造品出

荷額は昭和 63年から平成 3年にかけて急増し、平成 9年では約 574億円となり、その

後増減を続け、令和 2年では約 853億円（従業者 4人以上）となっている。 

(4) 商業 

本町の卸売・小売業について、平成 28年から令和 3年の推移を見ると、事業所数は
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94事業所から 95 事業所で横ばい状態である。従業者数は 743人から 686人に、年間商

品販売額は 274億円から 166億円に減少している。 

 

３ 土地利用 

令和 4年の地目別土地面積比率は、山林が最も高く 76.0％、次いで田・畑が 8.7％、宅

地は 4.2％となっている。 

 

＊1～3 のデータ出典：国勢調査、経済センサス、令和 3 年京都府統計書及び令和 4 年版町統計書 
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第４節 地震による災害危険性と被害想定 

（総務課） 

第１ 地震による災害危険性 

１ 地震発生の可能性 

過去約 1,400 年の間に発生した、歴史資料に残っている被害地震のデータ分析の結果

からだけを見ても、宇治田原町域に震度 6以上の強い地震が 10回程度起きていることが

想定される。 

本町の位置する近畿三角地域は活断層の密度が高く、大規模な地震が発生する可能性

の高い地域である。また、本町のすぐ近くに活断層があり、活動すれば影響は大変大きい

ものがあると考えられる。 

また、中央防災会議の南海トラフの巨大地震モデル検討会において、南海トラフ巨大地

震に対する調査検討が進められており、将来において巨大地震の発生が予測されており、

本町を含む広範な地域に大規模地震発生の危険性が指摘されている。 

下表は府が実施した地震被害想定調査及び「南海トラフの巨大地震による震度分布・津

波高等について（第一次報告）」（平成 24 年 3 月 31 日）に基づく活断層（22 断層）によ

る地震及び南海トラフ巨大地震が発生した場合の本町における想定震度を整理したもの

であるが、この結果からも震度 5 強ないし 6 弱の地震が発生する可能性があることが想

定できる。 

表 22活断層地震及び南海トラフ巨大地震による本町の想定震度 

 
長さ 
km 

幅 
km 

傾斜角度 
マグニチュード 

Ｍ 
町の最大予測 

震度 

花折 46.5(30+16.5) 16,14 85E 7.5 6 弱 

桃山－鹿ヶ谷 11 17 70E 6.6 5 強 

黄檗 10 17 70E 6.5 6 弱 

奈良盆地 35 21 45E 7.5 6 強 

亀岡 13 16 60E 6.7 5 弱 

樫原－水尾 15(9+6) 15,14 70W，90 6.6 5 強 

殿田－神吉－越畑 31.5 14,15 90,70E 7.2 5 強 

光明寺－金ヶ原 15 15 70W 6.8 6 強 

三峠 26 15 90 7.2 4 

上林川 26 15 90 7.2 4 

若狭湾内 18 15 90 6.9 5 弱 

山田 33 17 60N 7.4 4 

郷村 34 15 90 7.4 5 弱 

上町 42 18 65E 7.5 5 強 

生駒 38 21 45E，60E 7.5 6 強 

琵琶湖西岸 59 17 70W 7.7 6 弱 

有馬－高槻 34 14 85N 7.2 6 弱 

宇治川 10 17 70N 6.5 5 強 

木津川 31 15 80N 7.3 6 強 

埴生 17 15 90 6.9 5 強 

養父 35 15 90 7.4 5 弱 

和束谷 14 17 60N 6.7 6 強 

南海トラフ    9.0 6 弱 
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２ 地形・地質による地震の危険性 

(1) 地震動の検討 

地震動は震央からの距離だけでなく、その地形・地盤の条件に大きく左右される。軟

弱な地盤低地や埋立地、盛土と地山の境界部分などでは地震被害が大きくなる。 

表 宇治田原町の地盤区分 

地盤区分 地形 地質 備考 

第 1種地盤 山地 

丘陵地 

丹波層群 

綴喜層群 

本町の基盤をなす中・古世層の地盤で

あり、地盤条件は良い。 

第 2種地盤 段丘 

扇状地 

大阪層群、洪積層

砂礫の沖積層 

地盤条件はやや良い。町内の丘陵部や

段丘が該当する。 

第 3種地盤 谷底平野 沖積層 地盤条件としては普通区分である。本

町では砂礫が主体の沖積層であり、第

2種地盤に近いといえる。 

第 4種地盤 人工改変地 埋立地 

盛土 

本町内には、該当するような人工改変

地は少ない。 

出典：宇治田原町防災アセスメント 

この結果から、宇治田原町内は、地盤条件の良い・やや良い地区が多くを占めている

こと、また、家屋が多く立地している田原川水系及び奥山田川水系沿いの谷底平地部が

他地区に比較して地震動が増幅され、被害が大きくなることが予測される。 

(2) 液状化の検討 

液状化の危険性の検討対象となるのは、沖積層の谷底平野及び扇状地及び盛土を行

った人工改変地である。 

谷底平野は液状化の可能性は「小」となっており、田原川沿いのボーリングデータと

も一致している。また、扇状地も液状化の可能性は急勾配の扇状地で「小」と考えられ

る。いずれも、山地から供給された礫質を含む地盤であり、液状化の可能性は小さいと

考えられる。 

しかし、低地の沖積層にライフラインや公共施設が集中しており、液状化の発生は大

きな影響をもたらす。施設建設にあたっては、地盤調査により個々の地点の液状化の検

討を行うこと及び詳細なデータを蓄積することが今後必要である。 

 

第２ 被害想定 

１ 京都府地震被害想定結果による被害想定 

府が公表した地震被害想定調査に基づき本町の想定被害（人的被害及び建物被害）を以

下に整理する。 
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表 京都府地震被害想定調査による 22断層の概要 

 対象震源断層 
長さ 

km 

幅 

km 

傾斜 

角度 

マグニチ

ュードＭ 

断層の位置 

（市町村） 

断層タイプ 

(変位) 

1 
花折 

断層帯 

花折断層帯 46.5(30+16.5) 16,14 85E 7.5 
京都市左京区～

滋賀県高島市 
右横ずれ 

2 桃山-鹿ケ谷断層 11 17 70E 6.6 
京都市伏見区～

京都市左京区 
東側隆起 

3 黄檗断層 10 17 70E 6.5 
京都府宇治市～

京都市山科区 
東側隆起 

4 奈良盆地東縁断層帯 35 21 45E 7.5 
奈良県桜井市～

京都府城陽市 
東側隆起 

5 

西山 

断層帯 

亀岡断層 13 16 60E 6.7 
京都府亀岡市～

京都府南丹市 
東側隆起 

6 樫原-水尾断層 15(9+6) 15,14 70W，90 6.6 
京都府長岡京市

～京都市右京区 

西側隆起- 

左横ずれ 

7 殿田-神吉-越畑断層 31.5 14,15 90,70E 7.2 

京都府船井郡京

丹波町～京都府

亀岡市～京都市

右京区 

左横ずれ 

8 光明寺-金ヶ原断層 15 15 70W 6.8 
京都府八幡市～

京都市西京区 
西側隆起 

9 三峠断層 26 15 90 7.2 

京都府福知山市

～京都府船井郡

京丹波町 

左横ずれ 

10 上林川断層 26 15 90 7.2 

京都府綾部市

（西南部～東北

部） 

右横ずれ 

11 若狭湾内断層 18 15 90 6.9 
日本海（小浜湾

～若狭湾） 
左横ずれ 

12 山田断層帯 33 17 60N 7.4 
兵庫県豊岡市～

京都府宮津市 
右横ずれ 

13 郷村断層帯 34 15 90 7.4 
京都府京丹後市

～丹後半島沖合 
左横ずれ 

14 上町断層帯 42 18 65E 7.5 
大阪府岸和田市

～大阪府豊中市 
東側隆起 

15 生駒断層帯 38 21 45E，60E 7.5 
大阪府羽曳野市

～京都府八幡市 
東側隆起 

16 琵琶湖西岸断層帯 59 17 70W 7.7 
滋賀県大津市～

滋賀県高島市 
西側隆起 

17 有馬－ 

高槻 

断層帯 

有馬－高槻断層 34 14 85N 7.2 

兵庫県宝塚市～

京都府乙訓郡大

山崎町 

右横ずれ 

18 宇治川断層 10 17 70N 6.5 
京都府八幡市～

京都市伏見区 
（横ずれ） 

19 木津川断層帯 31 15 80N 7.3 

京都府相楽郡笠

置町～三重県伊

賀市 

右横ずれ 

20 埴生断層 17 15 90 6.9 
兵庫県篠山市～

京都府亀岡市 
左横ずれ 

21 養父断層 35 15 90 7.4 
兵庫県養父市～

京都府福知山市 
左横ずれ 

22 和束谷断層 14 17 60N 6.7 

京都府木津川市

～京都府相楽郡

和束町 

北西側隆起 
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図 断層位置図（出典：京都府ホームページ） 

 

(1) 人的被害 

本町の人的被害は、死者数が、奈良盆地東縁断層帯地震の場合が最も多く約 70 人、

次いで木津川断層帯地震が約 50人、和束谷断層地震約 40人、生駒断層帯地震約 30人、

負傷者数が、奈良盆地東縁断層帯地震の場合が最も多く約 410人、次いで木津川断層帯

地震が約 340 人、和束谷断層地震約 290 人、生駒断層帯地震約 220 人と想定されてい

る。 

なお、南海トラフ巨大地震では、負傷者数が約 30人と想定されている。これは、内

閣府のデータを基にした京都府被害想定（2014）による。 

(2) 建物被害 

本町の建物被害は、全壊数が、奈良盆地東縁断層帯地震の場合が最も多く約 1,400棟、

次いで木津川断層帯地震が約 1,100 棟、和束谷断層地震約 900 棟、生駒断層帯地震約

700棟、半壊数が、奈良盆地東縁断層帯地震の場合が最も多く約 1,800棟、次いで木津

川断層帯地震が約 1,600 棟、和束谷断層地震約 1,500 棟、生駒断層帯地震約 1,400 棟

と想定されている。 

なお、南海トラフ巨大地震では、全壊が約 30棟と想定されている。これは、内閣府

のデータを基にした京都府被害想定（2014）による。 

  

宇治田原町 
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表 本町の地震被害想定の概要 

断層名 

最大 

予測 
震度 

人的被害 建物被害 

死者数 

 
（人） 

負傷者数 要救助者

数 
（人） 

短期 

避難者数 
（人） 

全壊 

 
（棟） 

半壊 

一部半壊 
（棟） 

焼失建物 

 
（棟） 

 
（人） 

重傷者数
（人） 

花折 
断層帯 

花折断層帯 6 弱 20 150 20 70 2,260 400 1,070 30 

桃山-鹿ヶ谷 

断層 
5 強  20   460 60 230  

黄檗断層 6 弱  60  20 1,090 150 560  

奈良盆地東縁断層帯 6 強 70 410 70 290 5,020 1,430 1,790 300 

西山 

断層帯 

亀岡断層 5 弱     20  10  

樫原-水尾断層 5 強  10   240 30 130  

殿田－神吉－
越畑断層 

5 強  30  10 700 90 370  

光明寺-金ヶ原

断層 
6 強  20  10 460 60 240  

三峠断層 4         

上林川断層 4         

若狭湾内断層 5 弱         

山田断層帯 4         

郷村断層帯 5 弱     40 10 20  

上町断層帯 5 強  20   400 50 210  

生駒断層帯 6 強 30 220 30 130 3,190 670 1,360 140 

琵琶湖西岸断層帯 6 弱 10 70 10 20 1,200 170 620  

有馬－
高槻 

断層帯 

有馬－ 
高槻断層 

6 弱 10 130 10 60 2,040 340 970 30 

宇治川断層 5 強  30  10 670 90 350  

木津川断層帯 6 強 50 340 50 210 4,170 1,090 1,640 260 

埴生断層 5 強  20   480 60 250  

養父断層 5 弱     80 10 40  

和束谷断層 6 強 40 290 40 170 3,750 880 1,540 260 

東南海・南海地震 5 強  20  10 640 90 350  

京都府地震被害想定調査結果（2008） 

断層名 
最大 
予測 
震度 

人的被害 建物被害 

死者数 
 

（人） 

負傷者数 要救助者
数 

（人） 

短期 
避難者数 
（人） 

全壊 
 

（棟） 

半壊 
一部半壊 
（棟） 

焼失建物 
 

（棟） 
 

（人） 
重傷者数
（人） 

南海トラフ地震 6 弱  30    30   

内閣府のデータを基にした京都府被害想定（2014） 
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２ 本町における地震被害想定 

京都府地震被害想定調査結果に基づき本町における被害想定を以下の通り設定する。 

(1) 想定地震 

被害想定で大きな値となっている以下の地震及び南海トラフ地震を想定地震とする。 

ア 奈良盆地東縁断層帯地震 

イ 木津川断層帯地震 

ウ 和束谷断層地震 

エ 生駒断層帯地震 

オ 南海トラフ地震 

(2) 想定震度 

震度 6強 

＊想定地震震度分布図は、参考資料編 51 頁～55 頁参照 

(3) 人的被害 

ア 死者 60～70人 

イ 負傷者 400人 

(4) 建物被害 

ア 全壊 1,400棟 

イ 半壊 1,800棟 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 災害予防計画 
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第１節 防災型まちづくりの推進 

（総務課、建設環境課、産業観光課、上下水道課） 

第１ 防災まちづくりの推進 

１ 基本方針 

大規模な災害が発生した場合に、迅速で円滑な応急対策活動の実施により被害を最小限

に抑えることを目標とした、防災まちづくりを推進する。 

 

２ 防災階層による安全なまちづくり 

市街地や集落が散在しているという特徴を踏まえて、以下のようなバランスのとれた

階層的な防災まちづくりを推進し安全性の向上を図る。 

(1) 防災の基本単位  区・自治会、集落 

ア 災害時において、安全な一時避難場所の設置 

イ 災害時において、避難誘導や救助活動を担う自主防災組織の結成・育成 

ウ 災害時の生活に必要な水、食料等の最低限の物資の備蓄 

エ 災害時における住民の救助に必要な防災資機材の整備 

オ 災害時に孤立の危険がある場合、ヘリポートの設置 

(2) 防災地区     複数の集落等（小学校区程度） 

ア 災害時において、安全な指定緊急避難場所の設置 

イ 災害時において、安全で快適な指定避難所の設置 

ウ 要配慮者の福祉避難所（室）の設置 

エ 災害時の生活に必要な水、食料、生活必需品等の必要量を備蓄 

オ 災害時における地区医療救護所の設置 

カ 災害時における地区の物資集積場所の設置 

キ 地区ヘリポートの設置 

ク 災害時における地区のボランティア拠点の設置 

(3) 町        防災対策の推進司令部 

ア 災害対策本部の設置 

イ 医療救護拠点の設置 

ウ 物資集積拠点の設置 

エ ヘリポートの設置 

オ ボランティアセンターの設置 

 

３ 防災拠点の整備 

災害から住民の生命及び身体の安全を守るため、災害時に必要な避難場所等の防災拠

点を計画的に整備し、災害に強いまちづくりを推進する。 

(1) 防災拠点の整備 

災害時に町が実施する防災活動の拠点となる施設等を防災拠点と位置づけ、防災機

能の充実を図る。また、防災拠点を道路や情報通信網で結び、災害に強いまちづくりを
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推進する。 

ア 情報通信拠点の整備 

災害発生時に、住民への情報伝達、避難所との連絡調整、府等への報告・応援要請

など、災害に関する情報を統括する施設を情報通信拠点とする。町役場（災害対策本

部）を情報通信中心拠点と位置づけ、情報通信機器の整備を推進する。 

イ 医療救護拠点の整備 

保健センターを医療救護中心拠点と位置づけ、災害時の医療機関相互の連絡調整、

医療救護班の編成など、町の医療救護活動を統括する施設として整備する。 

ウ 集積拠点の整備 

総合文化センター及び宇治田原中央公園を援助物資の集出荷を担う集積中心拠点

と位置づけ、物資の集積拠点としての必要な整備を図る。 

エ 食料供給拠点の整備 

学校給食共同調理場及び保育所調理室を災害時において炊き出し等を行い、各避

難所に食料を供給する拠点と位置づけ、整備を図る。 

オ ボランティア拠点の整備 

社会福祉協議会をボランティア中心拠点として位置づけ、必要な整備を図る。 

カ 救援活動拠点の整備 

災害時に、広域応援活動を円滑に受入れるための施設を救援活動拠点とする。町は、

宇治田原中央公園を、救援活動拠点と位置付け整備する。 

(2) 地域防災拠点等の整備 

ア 地区情報通信拠点の整備 

災害発生時に、住民への情報伝達、避難所との連絡調整など、災害に関する情報を

地区において集約する施設として小学校・旧小学校・中学校（以下「小中学校等」と

いう。）を地区情報通信拠点と位置づけ、必要な整備を図る。 

イ 地区医療救護拠点の整備 

小中学校等の保健室等を地区医療救護拠点と位置づけ、災害時の地区における医

療救護活動を実施する施設として整備する。 

ウ 地区集積拠点の整備 

各防災地区の小中学校等グラウンドを地区集積拠点と位置づけ必要な整備を図る。 

エ 地区ボランティア拠点の整備 

各防災地区の小中学校等を地区ボランティア拠点として位置づけ、必要な整備を

図る。 

オ 指定緊急避難場所及び指定避難所の整備 

災害時における住民の安全を確保するため、公共施設及び防災地区の小中学校等

を指定緊急避難場所として指定する。また、災害時における住民の安全で快適な生活

を確保するため、公共施設及び防災地区の小中学校等を指定避難所として指定する。

なお、指定避難所については、安全で快適な避難生活を確保するために必要な設備等

の整備を図る。 

カ 備蓄倉庫の整備 

防災地区ごとに備蓄倉庫を整備する。また、各区・自治会の公民館、集会所等に最
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低限の防災資機材、食料等の備蓄を支援する。 

(3) ヘリポートの確保 

防災地区に 1か所以上のヘリポートを整備し、傷病者の緊急搬送等への対応を図る。 

 

４ 自助、共助、公助の役割分担による防災力の整備 

防災は、住民自身による自助、住民の共同組織による共助及び行政による公助が、それ

ぞれの役割を分担することにより有効な力を発揮するものである。そのような観点に立

って、自助、共助、公助の役割分担を次のように設定し、地域における防災力の整備、強

化を図る。 

(1) 住民による自助 

住民は、災害による被害を防止し、又は軽減するため以下の事項を積極的に実施する。 

ア 防災知識の習得、防災意識の高揚 

イ 災害時に備えた水、食料の備蓄 

ウ 防災訓練､避難訓練への積極的参加 

エ 自主防災組織やボランティアへの積極的参加 

オ 自らの住宅の安全性の確保（耐震化） 

カ 災害時における自分自身の安全の確保 

(2) 自主防災組織による共助 

住民は共同して自主防災組織を結成し、災害による被害を防止・軽減するため以下の

事項を積極的に実施する。 

ア 防災訓練、避難訓練への積極的参加 

イ 防災資機材の使用方法の習得 

ウ 避難行動要支援者の避難支援 

エ 災害時における住民の救助 

オ 災害時における初期消火 

カ 災害時における被災者の搬送 

キ 災害時における避難所の自主的運営 

ク 災害時におけるボランティアとの協力 

(3) 行政による公助 

行政は、災害による被害を防止・軽減するため以下の事項を積極的に実行する。 

ア 住民に対する防災知識の普及、防災意識の啓発 

イ 自主防災組織の育成と防災資機材の整備 

ウ 防災訓練、避難訓練の実施 

エ 防災活動体制、通信体制の整備 

オ 消防力、消防水利等の整備 

カ 救急・救助体制の整備 

キ 公共施設の強化（耐震化） 

ク 災害に強いまちづくりの実施 

ケ 上水道の確保体制の整備 

コ 避難計画の作成、指定緊急避難場所及び指定避難所の整備 
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サ ボランティア活動支援の環境整備 

シ 避難行動要支援者の安全確保体制の整備 

ス 食料、飲料水、生活必需品の備蓄 

セ 防疫予防体制の整備 

ソ 廃棄物処理体制、火葬場等の確保体制の整備 

タ 被災建築物・宅地に係る危険度判定の実施体制の整備 

 

第２ 市街地の整備 

１ 整備方針 

市街地の骨格を形成する道路、災害時には避難地・救護活動等の拠点となる公園やオー

プンスペースの整備や情報・通信施設等の基盤整備、その他の生活環境施設の整備等によ

り、震災に強いまちづくりを計画的に推進する。 

 

２ 現況 

土地利用に関する法規制としては都市計画区域、自然公園普通地域、保安林、農業振興

地域等が指定されている。また、宇治田原工業団地や銘城台、緑苑坂等の大規模な面的開

発が完了又は進行中である。 

表 本町の防災に関する土地利用規制 

関係法 地域区分等 面積・箇所 指定年月日等 

森林法（昭和 26 年法律第

249 号） 

保安林 1,795ha 

R4.3.31 

現在  

水源涵養保安林 534ha 

土砂流出防備保安林 777ha 

土砂崩壊防備保安林 35ha 

保健保安林 449ha 

地域森林計画対象民有林 4,357ha 
R4.4.1 

現在 

自然公園法（昭和 32 年法

律第 161 号） 

特別地域（琵琶湖国定公園） 312ha 

S25.7.24 
 

二種 37.0ha 

三種 275.0ha 

農業振興地域の整備に関

する法律（昭和 44 年法律

第 58 号） 

農業振興地域 3,107.4ha 
S47.2.25 

（H24.3.30 変更） 

農用地区域 349.1ha 
H11.10.7 

（R5.4.21変更） 

都市計画法（昭和 43 年法

律第 100 号） 

都市計画区域 2,995.0ha S63.9.27 

用途地域 約 331ha H24.3.30 

準防火地域 約 13ha H16.6.23 

高度地区 約 271ha H24.3.30 

特別用途地区 約 19ha H16.6.23 

都市計画公園 約 5.4ha H16.6.23 

風致地区（宇治田原風致地区） 約 145ha S63.9.27 
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関係法 地域区分等 面積・箇所 指定年月日等 

砂防法（明治 30 年法律第

29 号） 
砂防指定地 33 か所 

R5.10.31 

現在 

急傾斜地の崩壊による災

害の防止に関する法律

（昭和 44年法律第 57号） 

急傾斜地崩壊危険区域 8 か所 
R5.10.31 

現在 

地すべり等防止法（昭和

33 年法律第 30 号） 

地すべり防止区域 

（林野庁所管） 
1 か所 S50.5.23 

土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の

推進に関する法律（平成

12 年法律第 57 号） 

土砂災害警戒区域、 

土砂災害特別警戒区域 

10 地区 

193 か所 

R4.9.30 

現在 

宅地造成及び特定盛土等

規制法（昭和 36 年法律第

191 号） 

宅地造成等工事規制区域 
R7.4.1 区域指定予定 

特定盛土等規制区域 

 

３ 計画 

(1) 公園等の整備 

災害時には避難地・救護活動等の拠点となる公園等の空間を確保するとともに、耐

震・耐火性の高い安全性に配慮した居住環境づくりを推進する。 

公園は、震災時の緩衝帯や避難場所として有効に機能できるよう、｢緑の基本計画｣を

策定し、計画に基づいて緑地とネットワークさせながら市街地を中心に分散配置し、整

備を進める。 

 

第３ 道路を中心とした交通網の整備 

１ 整備方針 

各種道路の役割分担を明確にした道路網の整備と防災機能の確保を体系的に進める。 

また、避難場所、防災拠点となる町役場、防災関係機関、その他公共施設等との連絡を

総合的・計画的に検討し、道路網の整備を促進する。 

なお、道路の整備や橋りょうの架替えにあたっては、交通安全施設の拡充や沿道緑化等、

避難に配慮した道路環境を整備する。 

 

２ 現況 

本町内の道路の現況は下表のとおりである。 
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表 道路現況 

区 分 
実延長 
ｍ 

舗装実延長 
ｍ 

舗装率 
％ 

路線数 

国 道 ３０７号 11,832 11,832 100.0 1 

主要地方道 

宇治木屋線 8,508 8,508 100.0  

大津南郷宇治線 4,975 4,975 100.0  

小計 13,483 13,483 100.0 2 

府 道 

宇治田原大石東線 3,237 3,237 100.0  

奥山田射場線 1,105 1,105 100.0  

小計 4,342 4,342 100.0 2 

府 道 計 17,825 17,825 100.0 4 

町 道 176,910 120,307 68.0 331 

合 計 206,567 149,964 72.6 336 

（令和 4 年 4 月 1 日現在） 

３ 計画 

(1) 道路の整備 

ア 広域的な防災の観点から、新名神高速道路及び緊急輸送道路である国道 307 号や

都市計画道路（中央線・山手線・郷之口下町線）の整備を関係機関とも調整して推進

する。 

イ 幹線道路の整備については、町の道路網の骨格形成を図るため、それぞれ幹線道路、

市街地幹線道路の役割を明確にし、体系的に秩序ある整備を促進する。特に避難場所

への安全なアクセスを確保するため、国道 307 号と都市計画道路宇治田原山手線と

を南北に結ぶ道路整備を進める。 

ウ 既存集落の生活道路の整備については、障がい者対策、防災対策等安全性に配慮し

て、拡幅、構造上の整備・改良を推進する。 

エ 土砂崩壊の危険性の高い道路の法面整備を進める。 

(2) 橋りょうの点検、補修 

防災対策上、十分な安全を確保するため、主要幹線道路から避難場所へ通ずる経路上

の橋りょう等について、点検を実施し、計画的な補修を推進する。 

 

第４ 河川・ため池の整備 

１ 整備方針 

平常時には身近な水辺空間として住民に憩いの場を提供している河川は、震災時には

貴重なオープンスペースや火災延焼防止のための延焼遮断帯として、河川管理道路は非

常用道路として、また、消防用水や生活用水として活用が期待できる。こういった多様な

河川の機能の向上を目指した整備を進める。 

また、ため池については、緊急用水としての活用が期待できるが、一方地震時に周辺の

人家に被害をもたらすおそれもある。そのため、施設の管理者に保守管理の徹底を図るよ

う指導啓発を行うとともに、耐震性の向上のため計画的な改修を検討する。 

 

２ 現況 
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(1) 河川 

町内を流れる河川は一級河川 12 河川、準用河川 11 河川であり、鷲峰山山地から北

ないし北西に流れるものが大部分である。水系は大峰山山地の北斜面を直接宇治川本

流に注ぐ宇治川水系と田原川水系、奥山田川水系に分かれる。町内の主要な河川は昭和

28年の南山城水害を契機に整備が進められている。 

(2) ため池 

現在町内には 53か所の農業用ため池があり、このうち、特に決壊した場合の浸水区

域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのある防災重点農業用ため

池として 11か所が指定されている。 

＊ため池一覧は、参考資料編 33 頁～34 頁参照 

 

３ 計画 

(1) 河川 

ア しゅんせつの実施 

イ 丘陵部等の開発進展に伴う河川改修の指導 

ウ 危険箇所の周知と警戒避難体制の整備 

(2) ため池 

ア 施設管理者への啓発（梅雨時期に自己点検を依頼） 

イ 危険性の高いため池の改修整備の検討 

ウ ため池防災パトロールの実施（町及び府等の関係機関が防災点検を実施） 

 

第５ 土砂災害の予防 

１ 計画方針 

地震の際には山腹崩壊や地盤の緩みが発生し、降雨による崖くずれなど二次的な土砂

災害の発生する危険性が増大する。土砂災害から住民の人命を守るため、警戒避難体制の

整備及び危険度の高い箇所の砂防工事を推進する。 

 

２ 現況 

本町の土砂災害に関する区域指定等の状況は下表のとおりである。 

表 土砂災害に関する区域指定箇所数 

種 別 箇所数 

土砂災害警戒区域（土石流） 94か所 

土砂災害特別警戒区域（土石流） 59か所 

土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊） 98か所 

土砂災害特別警戒区域（急傾斜地の崩壊） 98か所 

土砂災害警戒区域（地すべり） 1か所 

土砂災害特別警戒区域（地すべり） 0か所 

砂防指定地 33か所 
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種 別 箇所数 

急傾斜地崩壊危険区域 8か所 

地すべり防止区域（林野庁所管） 1か所 

崩壊土砂流出危険地区 45か所 

山腹崩壊危険地区 56か所 

＊箇所一覧表は、参考資料編 37 頁～42 頁、45 頁～49 頁参照 

 

３ 計画 

(1) 危険箇所の周知と警戒避難体制の整備 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12年法律

第 57号）第 7条及び第 9条の規定に基づき、京都府知事により土砂災害警戒区域等の

指定を受けた区域については、警戒避難体制を確立し、地域住民の安全を確保するとと

もに、土砂災害ハザードマップ等の作成・配布により、住民に対し危険区域、土砂災害

に関する情報、避難に関する情報の発令基準及び伝達方法、避難場所等を周知する。 

(2) 人家周辺の危険性の高い箇所について、重点的な砂防工事や治山事業の実施を推進

する。 

 

第６ 建築物の耐震不燃化 

１ 整備方針 

地震による建物の倒壊及び出火・延焼等の被害から住民の生命・財産を保護するため、

建築物の耐震性・耐火性の向上を図る。 

 

２ 現況 

本町内の公共施設及び公民館等については、小中学校は耐震化されているものの、建設

年次が新耐震基準以前（1981 年以前）の公共施設及び公民館等が多く存在し、耐震対策

についての検討が必要である。 

また、町内の建物の大部分を占める住宅は、80％近くが木造であり、築年数が経過した

ものが多く見られ、震災時の倒壊や延焼の危険性が高い状況となっている。 

＊施設等の構造等一覧表は、参考資料編 63 頁～64 頁参照 

 

３ 計画 

公共施設等は、来訪者・施設利用者等の安全及び防災活動体制確保の観点から、宇治田

原町建築物耐震改修促進計画に基づき耐震性の強化を図る。 

また、多数の者が利用する建築物のうち、現行の耐震基準に適合しない既存建築物につ

いては、その所有者等に対して、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7年法律第

123号）に基づき、府と連携して、耐震診断・耐震改修を促進する。 

(1) 防災上重要な施設の耐震性の確保 

防災拠点として活用する施設については、施設の耐震性確保の重要性を踏まえ、必要

な整備を図る。 
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(2) 耐震診断及び耐震改修の促進 

防災上重要な施設等について、耐震診断を実施し、必要と認めたものについては、当

該建築物の重要度を考慮して、耐震改修を実施する。 

(3) 住宅その他の建築物の耐震化 

住宅その他の建築物については、その倒壊により人命を損なうことがあるため、建築

関係団体の協力を得て、耐震相談窓口を設置し、耐震診断、耐震改修について、普及・

啓発を行い、耐震化の促進を図る。 

(4) 一般建築物の不燃化 

震災時に予想される火災の延焼を阻止し、最小限の被害にとどめるために、一般建築

物の不燃化を推進する。 

(5) ブロック塀の安全確保 

ブロック塀の実態を調査し、生け垣・フェンス等への改修・指導を行うとともに、危

険回避のための広報を徹底する。 

早急に調査・改修の望ましい場所として、公園、学校、公共施設、通学路に面する塀、

道路幅員以上の高さを有する塀、歩道幅員以上の高さを有する塀等があげられる。 

(6) 転倒物・落下物対策  

防災関係機関と連携し、住民や建築物管理者に対して、転倒物及び落下物防止のため

の指導・取締り・広報を強化徹底する。 

(7) 家具、ロッカー等転倒防止対策  

地震発生時に家具等の転倒による被害を防止するため、住民に対しパンフレット類

を配布すること等により、家具類の安全対策に関する知識の普及を図る。 

 

第７ 被災建築物・宅地に係る危険度判定制度の整備 

大規模な地震災害により被災した建築物・宅地（擁壁・法面等を含む。）が、引き続き安

全に居住できるか否か、また余震等による二次災害に対して安全が確保できるか否かの判

定を行うことは、住民の安全を確保するため重要であり、京都府地震被災建築物応急危険度

判定協議会、京都府被災宅地危険度判定連絡協議会の協力を得て地震発生後直ちに判定活

動を実施できる体制の整備を図る。 

 

第８ 応急仮設住宅建設適地の確保等 

町は、平常においてあらかじめ二次的な災害に対する安全性に配慮しつつ、応急仮設住宅

建設適地を選定し、早期着工ができるよう準備する。また、平常においてあらかじめ一時居

住施設として利用可能な既存公的施設を選定する。 

 

第９ 水道施設防災計画 

１ 整備方針 

震災による水道の断水を最小限にとどめ、ライフラインとしての水道機能を確保する

ため、また、二次災害を防止するため、水道施設のより一層の耐震化を図るなど、施設の
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防災性の強化に努める。 

 

２ 現況 

本町の給水施設は以下のとおりである。 

表 給水施設整備状況 

名 称 給水区域 
給水 

人口 
給水量 

水源種別 

取水方法 
浄水方法 

創設 

年度 

宇治田原町 

上水道 

【宇治田原町】 

高尾、郷之口、贄田、

南、荒木、岩山、禅定

寺、立川、湯屋谷及び

奥山田区域内のそれ

ぞれ一部、銘城台及び

緑苑坂の区域内 

【城陽市】 

寺田奥山、富野長谷

山、奈島池ノ首のそれ

ぞれ一部 

【久御山町】 

佐古梶石の一部 

 

 

 

 

 

人 

 

8,727 

 

 

 

 

 

㎥/日 

 

3,472 

(398 ㍑/人) 

浅層地下水 

深層地下水 

表流水 

急速濾過 
昭和 

47 年 

（令和 5年 3月現在） 

 

３ 計画 

現在実施中の上水道第 4 次拡張事業（計画給水人口 8,930 人､計画給水量（日最大）

6,110㎥／日）において、災害時の給水体制の整備を推進する。 

(1) 災害時給水量の確保 

災害時の給水量を次のように定め、その確保と円滑な給水活動体制を確立する。最低

限の生活用水とは、手洗い、食器洗浄、洗面程度の用途に必要な水とする。 

表 災害時の給水量 

飲料水の確保 1人 1日 3㍑ 

最低限の生活用水の確保 1人 1日 17㍑ 

計 1人 1日 20㍑ 

(2) 災害時応急体制の整備 

災害時における職員の役割分担、関係機関との連絡体制、水道事業者相互間の協力体

制を整備する。 

(3) 災害時給水拠点の整備 

配水池容量として計画 1日最大給水量 12 時間分を確保し、耐震化を行う。 

(4) 耐震性の強化 

浄水場・配水池・主要な管路などの基幹施設の耐震化を図る。 

(5) 給水用資機材の整備 

被災者への円滑な給水活動が行えるよう、必要な資機材の備蓄や給水用資機材取扱

業者等への要請により、緊急時に資機材が調達できるように努める。 
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第 10 下水道施設防災計画 

１ 整備方針 

震災による下水道施設の被害を最小限にとどめ、下水の排水・処理機能を保持するため、

重要施設の耐震・耐水性の強化、被災を想定して被害の最小化を図る減災に努める。 

また、被災時における応急復旧措置を円滑に行うため、災害等に備えた非常時防災体制

の確立に努める。 

 

２ 現況 

本町の下水道施設は以下のとおりである。 

表 公共下水道普及状況 

 現 況 全 体 計 画 

処理区域 
郷之口、贄田、南、荒木、岩山、 
立川、銘城台、禅定寺 

郷之口、贄田、南、荒木、 
岩山、立川、銘城台、禅定寺、 
湯屋谷、緑苑坂 

処理区域面積 298 ha 497.9 ha 

処理区域人口 7,826人 9,500人 

日最大汚水量 2,002㎥ 4,900㎥ 

排除方式 分流式下水道 分流式下水道 

（令和 5年 3月現在） 

表 公共下水道施設整備状況 

 現 況 備 考 

管渠 67,122ｍ 
自然流下管 65,561ｍ 

圧送管 1,561ｍ 

マンホールポンプ場 35基場 うち 5基場 宅内ポンプ 

郷之口中継ポンプ場 150㎥/時（ポンプ能力） 150㎥/時（全体計画） 

宇治田原浄化センター 4,900㎥/日（日最大汚水量） 7,100㎥/日（全体計画） 

（令和 5年 3月現在） 

 

３ 計画 

(1) 施設の災害対策 

下水道施設の建設にあたっては、管渠、ポンプ場、終末処理場ごとに十分な耐震・耐

水性を確保する。 

(2) 下水道台帳等の整備 

応急復旧活動に支障のないように、下水道台帳、施設図面、維持管理記録等を整備し、

常時適正に管理する。 

(3) 非常配備体制等の整備 

下水道施設の機能停止を起こさないように、地震発生後には、パトロールによる点検

を実施するなど災害警戒体制を強化する。また、非常時の配備体制表、緊急連絡体制表、
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災害対応組織表をあらかじめ作成しておく。 

(4) 応急対策及び復旧工事用資機材等の確保 

被害状況調査用資機材及び応急復旧用資機材等について、あらかじめ調達方法及び

保管場所等を定める。 
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第２節 火災予防、被害の軽減 

（総務課、社会教育課） 

第１ 火災予防対策 

１ 基本方針 

大地震による被害は、建築物や構造物の破壊だけでなく、多くの場合、地震に起因して

発生する火災によるところが大である。したがって震災被害を最小限に軽減するために、

「消防力の整備指針」（平成 12 年消防庁告示第 1 号）に基づく消防力の充実強化ととも

に、地震時における出火の未然防止、初期消火の徹底、危険物等の保安の徹底等多面的な

対策を実施する。 

 

２ 計画 

地震時の二次災害で最も危険性が高いのは延焼火災であり、したがってこの点に重点

を置いた火災予防計画とする。 

(1) 出火防止・初期消火対策 

地震発生時には、特に市街地における火災の同時多発が予想され、状況によっては、

大火災に進展する可能性がある。日頃から、火気その他の出火危険のある物を取り扱う

施設では、危険物を安全に管理し、火災予防を徹底する。 

特に出火防止・初期消火体制を整備するため、消防署と連携のもと以下の指導等を行

うことにより、震災時に予想される大火災の発生を未然に防止する。 

ア 一般家庭に対し、地震発生時の火気器具の取扱い及び初期消火の方法等について

指導する。 

イ 学校、医療・福祉施設等の防火管理者に対し、震災時における消防計画の作成、防

火訓練の実施等について指導する。 

ウ 消防法（昭和 23年法律第 186号）に規定する予防査察を計画的に実施し、火災予

防上の不備欠陥の発見及び出火要因の排除に努め、予防対策の指導を強化する。 

エ 危険物施設等の設置又は変更許可にあたっては、危険物の転倒・落下・流出等によ

る火災、爆発等の危険を防ぐため、地震動による慣性力等によって生ずる影響を十分

考慮するとともに、立入検査等を通じて行政指導を行う。 

オ 震災時において、消防水利や飲料水用に有効な耐震性貯水槽の設置を推進する。 

カ 火災発生の未然防止と既発火災の早期鎮火の対策として、事業所等の自主防災組

織の育成強化及び地震時の対応に関する教育訓練を推進する。 

(2) 消防力の強化 

ア 消防活動困難地域の対策 

消防水利の不足、道路事情等により、消防活動が困難な地域に対しては、消防水利

の増設、可搬動力ポンプ等の整備を推進し、地域の災害活動体制を強化する。 

イ 消防団の体制整備 

消防団間の緊密な連絡を確保するための組織の整備、消防団の施設・装備・活動資

機材を充実し、強化する。また、若手消防団員の確保対策や大学生消防団員の採用等
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により、消防団の活性化を図る。 

ウ 消防水利の整備 

消火栓、貯水槽等の消防水利の設置を推進するとともに、河川、ため池等の状況を

把握し、自然水利の確保を強化する。現在、耐震性貯水槽は中央西地区・中央東地区・

西部地区・東部地区にそれぞれ容量 100ｔのものが各 1 基、南部地区に容量 40ｔの

ものが 1基設置されている。 

表 耐震性貯水槽設置状況 

地 区 設置場所 設置年度 備 考 

中央西地区 住民体育館駐車場 平成 8年度 

容量 100t 

1基 

中央東地区 宇治田原小学校 平成 9年度 

西部地区 田原小学校 平成 10年度 

東部地区 奥山田ふれあい広場 平成 11年度 

南部地区 宇治田原中央公園 令和元年度 容量 40t 1基 

 

第２ 文化財災害予防計画 

１ 基本方針 

文化財は貴重な国民的財産であり、その保護・保全には十分な配慮が必要である。文化

財に関する防災業務の実施にあたっては、災害予防対策に重点を置き、防災施設の整備、

現地視察と指導の実施及び所有者・管理者等への保護思想の啓発等を行う。 

 

２ 現況 

本町には、参考資料 30のように指定・登録文化財が多く存在し、文化、学術、観光資

源として貴重な財産となっている。 

＊町内の国・府・町指定文化財の一覧表は、参考資料編 61頁～62 頁参照 

 

３ 計画 

(1) 施設の整備と指導 

指定・登録文化財保護のために、その所有者・管理者等に次の事項について、指導を

行う。 

ア 避雷対策 

(ｱ) 避雷設備等の整備 

イ 火災対策 

(ｱ) 自動火災報知設備の備付け 

(ｲ) 消火設備の設置 

(ｳ) 消防水利の整備 

(ｴ) 非常通報装置の設置 

(2) 現地指導 

現地では、指定・登録文化財の保存状況の適否の検討、災害時における建築物の防護、
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文化財の搬出体制の整備を確立するよう指導する。 

(3) 保護思想の普及及び訓練 

指定・登録文化財の保護には所有者だけでなく、一般住民の協力も必要となる。その

ために、一般住民に対して、広報紙等を利用して文化財に対する保護思想の普及を行う。 

また、防災訓練を実施することにより、災害時においても円滑な対応ができるように

指導する。 

(4) 防災関係機関との連絡、協力 

指定・登録文化財の所有者に対して、常に消防署及び防災関係機関との連絡体制を確

立し、災害時における対応が円滑に行えるよう指導する。 
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第３節 情報連絡体制の整備 

（総務課） 

第１ 基本方針 

町及び防災関係機関は、有線通信手段が途絶した事態においても、町域の被害状況を的確

に把握するための災害情報の収集・伝達体制を確立する。 

特に地域防災無線等の整備強化を図る。 

 

第２ 施設・設備の整備 

１ 整備方針 

災害時に電気・電話等が一時的に途絶しても、情報連絡体制が確保できるよう、地域防

災無線通信の整備を促進する。 

また、過去の災害事例から見て、電話の果たす役割は大きいので、電話による緊急通信

手段の整備・増強を行う。 

 

２ 現況 

現在、一般加入有線電話以外に、次の通信施設の利用が可能である。 

ア 京都府衛星通信系防災情報システム 

イ 町内防災行政無線通信網 

町役場及び各消防団に配備されている。 

＊宇治田原町防災行政無線通信網は、本編 38 頁～39 頁参照 

 

３ 計画 

災害現場の情報を迅速かつ的確に収集して、即時性があり、場所、対象（人）にとらわ

れない公平性のある情報伝達を実現するために、複数の情報伝達システムを有効に活用

した複合的なシステムの整備を検討する。 

また、非常用電源設備を整備するとともに、その保守点検の実施、的確な操作の徹底、

専門的な知見・技術を基に耐震性のある堅固な場所へ設置等を図る。 

 

第３ 担い手の確保 

１ 整備方針 

災害時に無線等の情報通信機器を活用できるように担い手の育成・確保を図る。 

 

２ 計画  

(1) 町防災行政無線従事者の育成 

緊急時に対応できるよう、防災行政無線を操作できる職員を災害対策本部各班に配

置する。 

(2) アマチュア無線の活用 
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災害情報等の収集を目的として、アマチュア無線を所持する住民に対して、災害時の

協力を依頼する。 

表 宇治田原町防災行政無線通信網 

呼出名称 設置場所 
グループ 1 グループ 2 グループ 3 グループ 4 

消防団本部 第 1 分団 第 2 分団 役場関係 

ぼうさいうじたわらちょう 役場本庁舎 ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわらとうせい 役場本庁舎 ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 1 役場本庁舎（総務課公用車） ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 2 役場本庁舎（産業観光課公用車） ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 3 役場本庁舎（建設環境課公用車） ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 31 消防団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 32 役場本庁舎（消防主任） ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 33 京田辺市消防署宇治田原分署 ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 34 消防団副団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 35 消防団副団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 36 消防団分団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 37 消防団分団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 38 消防団副分団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 39 消防団副分団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 40 消防団副分団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 41 消防団副分団長 ■ ■ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 42 役場本庁舎（避難所用） ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 43 役場本庁舎（避難所用） ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 44 役場本庁舎（避難所用） ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 45 役場本庁舎（避難所用） ■ ■ ■ ■ 

ぼうさいうじたわら 212 高尾区 □ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 11 
消防団第 1 分団第 1 部 

□ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 101 □ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 12 
消防団第 1 分団第 2 部 

□ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 102 □ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 13 
消防団第 1 分団第 3 部 

□ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 103 □ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 14 
消防団第 1 分団第 4 部 

□ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 104 □ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 15 
消防団第 1 分団第 5 部 

□ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 105 □ ■ □ □ 

ぼうさいうじたわら 21 
消防団第 2 分団第 1 部 

□ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 201 □ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 22 
消防団第 2 分団第 2 部 

□ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 202 □ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 23 
消防団第 2 分団第 3 部 

□ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 203 □ □ ■ □ 



震災対策編 

- 震 39 - 

呼出名称 設置場所 
グループ 1 グループ 2 グループ 3 グループ 4 

消防団本部 第 1 分団 第 2 分団 役場関係 

ぼうさいうじたわら 24 
消防団第 2 分団第 4 部 

□ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 204 □ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 25 
消防団第 2 分団第 5 部 

□ □ ■ □ 

ぼうさいうじたわら 205 □ □ ■ □ 

※ 通話を始める前には、他局が通話していないことを確認して、必ず指定する自局の呼び出し

名称・相手局の呼び出し名称を述べ、用件を簡潔・明瞭に話すこと。 

※ 各グループにおいて、■が付いている無線機とグループ通話ができる。 
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第４節 避難に関する計画 

（総務課） 

第１ 基本方針 

大地震が発生した場合に、建築物・構造物の倒壊や火災、崖くずれ等の発生が予想される。

地震に伴って発生する大火災等の災害時に、住民が安全かつ速やかに避難できるよう避難

計画を策定する。 

 

第２ 避難及び避難施設の定義 

１ 避難の定義 

本計画では、「避難」を「避難行動」と「避難生活」に区分する。「避難行動」は「災害

から生命、身体を守る危険回避行動」と定義し、「避難生活」は「自宅を離れて一定期間

安全な場所で生活する行動」と定義する。 

(1) 避難行動 

ア 立ち退き避難 

指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅等へ避難することをいう。土砂災害の危険

がある場合は原則として立ち退き避難とする。 

イ 屋内安全確保 

住宅の2階等の場所で安全を確保することをいう。水害の危険がある場合で、浸水

深が比較的小さい場合や避難が夜間に及ぶ場合に屋内安全確保措置を活用する。 

ウ 緊急安全確保 

立ち退き避難することがかえって危険である場合、命の危険から身の安全を可能

な限り確保するため、その時点でいる場所よりも相対的に安全である場所へ直ちに

移動等することをいう。 

(2) 避難生活 

被災後に被災者が安全な指定避難所で生活することをいう。 

 

２ 避難場所及び避難所の定義 

災害時の避難場所及び避難所について、以下のとおり定義する。 

(1) 避難場所 

災害が発生するおそれのある場合又は災害が発生した場合（緊急時）に安全を確保す

るために住民が避難する場所を避難場所と定義する。 

また、災害の危険が切迫した場合に住民の安全を確保するものとして、町が災害対策

基本法施行令（以下、政令という。）で定める基準に適合する避難場所として指定した

施設を、指定緊急避難場所とする。 

(2) 避難所 

災害により被災した住民が自宅等で生活できない場合に自宅等が復旧するまでの間

生活する場所を避難所と定義する。 

また、災害が発生した場合に住民の安全な避難生活を確保するものとして、町が政令
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で定める基準に適合する避難所として指定した施設を、指定避難所とする。 

 

第３ 避難行動計画 

災害が発生するおそれのある場合又は災害が発生した場合（緊急時）に、住民が安全を確

保するために避難する行動を「避難行動」とする。 

 

１ 避難場所の整備計画 

(1) 整備方針 

震災時の避難場所は下記の基準に沿って選定する。 

ア 一時避難場所 

一時避難場所は、広域避難場所へ避難する前の中継地点で、避難者が一時的に集合

して様子を見る場所又は集団を形成する場所とする。 

イ 広域避難場所 

広域避難場所は、大規模地震時において、家屋の倒壊や地震後に発生する火災から

避難者の生命の安全を守るオープンスペースとする。 

(2) 計画 

避難場所は原則的に町の公共施設を使用する。また、これらを地区の防災拠点として

位置づけ、各種防災施設等の整備を行う。 

ア 避難場所の管理者との事前協議 

災害時に避難場所として適切な対応がとれるよう、管理者等と十分な事前協議を

行う。町が管理する施設以外の場合、管理者等と所要の協定を締結しておく。 

イ 避難場所の整備内容 

避難場所として、避難者のスムーズな収容とその安全確保等のための整備を行う。 

(ｱ) 迅速な収容の促進 

・避難場所案内図の整備 

・誘導標識等の整備 

・避難場所表示板の整備 

(ｲ) 安全確保 

・避難場所及び周辺の不燃化 

・消火栓、防火水槽等の消防水利の整備 

・盛土、高床、防水壁等の耐水施設の整備 

ウ 避難場所の設置基準 

避難場所の設置基準は災害危険性、構造、立地場所及び規模の観点から、以下のよ

うに定める。 

(ｱ) 原則として徒歩圏内（半径2㎞）に設置 

(ｲ) 耐震性・耐火性を有する公共施設 

(ｳ) 収容面積はおおむね3.3㎡／2人とする 

(ｴ) 火災の延焼によって生じる輻射熱、熱気流等に対し、避難者の安全を確保できる

こと 
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(ｵ) 土石流の危険等土砂災害を受けるおそれがない 

(ｶ) 避難者が安全に到達できる避難路と連絡していること 

(3) 震災時の避難場所 

地震時に建物の倒壊や火災の危険がない場所に立地する小中学校グラウンドや宇治

田原中央公園等を広域避難場所、自治会・区の施設等を一時避難場所として整備する。 

種類 概要 指定施設 

広域 

避難場所 

広域避難場所は、災害時に身を守るために住民が緊急に立

ち退き避難する場所 

地震時における小中学校グラウンド・大規模公園等の公共

施設のうち、指定基準に適合したものについて指定する。 

小中学校グラウ

ンドや宇治田原

中央公園等の公

共施設 

一時 

避難場所 

一時避難場所は、災害時に身を守るために住民が一時的に

避難する場所 

地震時における自治会の集会施設等の場所で、指定基準に

適合したものについて指定する。 

自治会の集会施

設等 

 

２ 指定緊急避難場所の指定 

災害の危険が切迫した場合に住民の安全を確保するため、町は、災害対策基本法施行令

（以下、政令という。）で定める基準に適合する災害の危険が及ばない場所に立地する施

設を、管理者の同意を得た上で地震時の指定緊急避難場所として指定し、住民及び自治会

に対して周知徹底を図るとともに、京都府知事に報告する。 

(1) 地震時の指定緊急避難場所指定方針 

大規模地震発生時において、地震に伴う火災に対して安全で周辺等に災害が発生し

た場合に人の生命及び身体に危険を及ぼすおそれのある危険物等がない場所に立地す

る広域避難場所を指定緊急避難場所に指定する。 

(2) 指定緊急避難場所の種類 

指定緊急避難場所は広域避難場所とする。 

(3) 地震時の指定緊急避難場所を参考資料編に掲載する。 

＊避難場所及び避難所は、参考資料編 56 頁～58 頁参照 

 

３ 地震災害に関する避難基準 

地震災害が発生した場合に、人命の安全を確保するため、迅速に避難を行うための基準

を定める。 

(1) 避難についての基本的な考え方 

地震災害を抑えることはできないため、災害の状況により、より早期に避難を開始す

ることにより、人命の安全を守る。 

(2) 避難指示発令の考え方 

避難指示等発令の基準や手順を整備し、震度や火災の発生状況等をもとに、時期を失

することなく避難指示等を発令することにより、迅速な避難を確保し住民の安全を守

る。 

町は、避難指示等の解除にあたっては、十分に安全性の確認に努める。 
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(3)避難指示等の種類 

避難指示等は、次表の 2つとし、的確な避難を確保する。 

区分 発令時の状況 住民の避難に対する行動 

避難指示 
・地震災害が発生し、又は発生する

おそれがある状況 

・危険な場所から全員避難 

（立ち退き避難） 

緊急安全確保 ・既に災害が発生している状況 
・命を守るための最善の行動

を取る 

 

(4) 避難指示等の発令基準 

ア 地震発生時における避難指示等の基準 

大地震が発生し、余震による被害の発生のおそれがある場合、地震により発生した

火災の延焼が拡大するおそれがある場合、地震により崖崩れ等の土砂災害が発生す

るおそれがある場合等、二次災害の危険がある場合に、災害危険区域に居住する住民

に対し、以下の基準で避難指示等を発令する。 

［地震発生時における避難指示等の基準］ 

区 分 基 準 

避難指示 

・余震の発生により、建物が倒壊する危険が高い場合、又は建物が

倒壊した場合 

・地震により火災が発生し、延焼が拡大する危険が高い場合、又は

延焼が拡大している場合 

・地震の発生により、崖崩れ、地すべり等大規模な土砂災害の発生

する危険が高い場合、又は土砂災害が発生した場合 

緊急安全確保 
・既に災害が発生している状況であり、指定緊急避難場所等に立ち

退き避難することがかえって危険なおそれがある場合 

(5) 避難指示等の発令対象区域の明確化 

町は、避難指示等の発令にあたっては、発令対象区域を明確にする。 

 

４ 避難路の整備計画 

(1) 整備方針 

災害が発生した場合、住民が少しでも迅速に指定された安全な指定緊急避難場所に

避難できるように、避難路の指定・整備を推進する。 

(2) 計画 

ア 避難路の条件 

危険区域及び危険箇所を通過する経路はできるだけ避けて、安全に指定緊急避難

場所へ誘導できる避難路を検討する。 

(ｱ) 避難路は、緊急車両の通行や延焼の危険のない幅員を確保する 

(ｲ) 避難路は相互に交差しないこと 

(ｳ) 危険物施設等による火災・爆発等の危険性が少ないこと 
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(ｴ) 浸水等により通行不能になるおそれがないこと 

イ 避難路の整備 

(ｱ) 最寄り指定緊急避難場所への誘導標識、誘導灯の設置 

(ｲ) 避難路上の障害物の除去 

ウ 避難路の指定 

国道 307号、府道宇治木屋線、府道宇治田原大石東線並びにそれらと住宅地及び指

定緊急避難場所をつなぐ町道を避難路として指定する。また、危険区域及び危険箇所

を通過する経路をできるだけ避けることとし、安全に住民を指定緊急避難場所へ誘

導できる避難路の整備を検討する。 

エ 避難場所への誘導方法 

指定緊急避難場所への誘導は、避難対象地区の自主防災組織、区・自治会、消防団

員、町職員、警察官が連携して行うものとし、あらかじめ避難誘導体制の整備を推進

する。 

 

５ 避難に関する情報の周知 

(1) 基本方針 

指定緊急避難場所・避難方法等について､平素から地域及び職場・学校での周知徹底

を図る。 

(2) 避難に関する情報の周知方法 

避難に関する情報（避難方法等）について、広報紙やハザードマップ等を通じて、住

民に対する周知を図るとともに、地区ごとに震災を想定した避難訓練を実施する。 

また、地区ごとに、次のような事項からなる避難方法をあらかじめ定め、住民に周知

徹底を行うとともに、必要に応じて見直しを行う。 

ア 情報連絡体制 

イ 避難場所 

ウ 避難経路 

 

６ 孤立するおそれのある地区の避難対策 

(1) 孤立するおそれのある地区の把握 

本町の中心部と幹線道路で接続している地区で、震災等の災害発生時に土砂災害等

により交通が分断されるおそれのある地区を「孤立するおそれのある地区」と位置づけ、

特別の避難対策を実施する。 

また、幹線道路に係る土砂災害等の危険性を調査・分析し、「孤立するおそれのある

地区」の把握に努める。 

(2) 食料・飲料水の備蓄 

災害時において、「孤立するおそれのある地区」の安全な住民生活を確保するため、

地区内における食料・飲料水の備蓄を推進する。 

(3) 情報連絡方法 

災害時において、「孤立するおそれのある地区」と情報連絡を確保し、住民の安全を

確保するため、情報伝達システムの整備を検討する。 
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７ 避難行動要支援者の避難支援計画 

高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦、外国人等の災害時における避難行動等に困難が生じ

る要配慮者に対して、災害時に、町、福祉関係機関、警察署、地域住民等が実施する避難

支援等に関する計画を定めることにより、災害による要配慮者の被害防止を図る。 

(1) 避難行動要支援者の避難支援体制 

避難行動要支援者（災害発生時に自ら避難することが困難な者であって、その円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの）及び観光客、外国人等の情報支

援要配慮者等を対象とし、それぞれのニーズに対応した支援体制を整備する。 

(2) 避難行動要支援者避難支援計画の見直し 

町は、避難行動要支援者に係る全体的な考え方を整理し、避難行動要支援者避難支援

計画（全体計画）を町地域防災計画の下位計画として必要に応じて、見直しを図る。 

(3) 避難行動要支援者避難支援の実施体制 

避難行動要支援者への避難支援は、以下の機関、組織等が相互に連携して実施する。 

ア 町 

町は、災害時における避難行動要支援者の支援を系統的に進めるため、庁内に避難

行動要支援者避難支援の横断的な組織を設置する。 

庁内の避難行動要支援者避難支援組織は、「避難行動要支援者避難支援計画（全体

計画）」の見直しを図るとともに、関係機関・団体等と連携して「個別避難計画」の

策定を推進し、避難方法の具体化を図る。また、避難行動要支援者避難支援に必要な

施設、資機材等の整備を併せて推進する。 

イ 民生委員・児童委員、介護保険事業者等の福祉関係者 

民生委員・児童委員、介護保険事業者等の福祉関係者は、「避難行動要支援者避難

支援計画（全体計画）」及び「個別避難計画」に基づいて、他の団体等と相互に協力

して災害時における要配慮者支援にあたる。 

ウ 自治会及び自主防災組織 

自治会及び自主防災組織は、「避難行動要支援者避難支援計画（全体計画）」及び「個

別避難計画」に基づいて、住民、福祉関係団体等と相互に協力して、災害時における

地区ごとの避難行動要支援者避難支援にあたる。 

(4) 避難行動要支援者情報の把握と避難行動要支援者名簿の作成 

町は、避難行動要支援者として想定される高齢者、障がい者等の情報について、日頃

より、個人情報保護に配慮しつつ収集し、以下により関係者間で情報の共有を図る。 

ア 避難行動要支援者基礎データの作成 

避難行動要支援者に関する必要な情報を町の内部で共有するものとして、避難行

動要支援者基礎データを作成する。避難行動要支援者基礎データは、町内部のデータ

として保持し、町以外に公開せず大規模災害時における避難行動要支援者の安否確

認等に活用する。 

イ 避難行動要支援者名簿の作成 

町は、避難行動要支援者基礎データを基に、避難行動要支援者の避難支援、安否の

確認その他避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するための資料として、
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以下の者からなる避難行動要支援者名簿を作成する。 

(ｱ) 要介護認定 3～5を受けている者 

(ｲ) 身体障害者手帳 1・2 級（総合等級）の第 1 種を所持する身体障がい者（心臓、

じん臓機能障がいのみで該当するものは除く） 

(ｳ) 療育手帳Ａを所持する知的障がい者 

(ｴ) 精神障害者保健福祉手帳 1・2級を所持する者で単身世帯の者 

(ｵ) 町の障がい福祉サービスを受けている難病患者 

(ｶ) 上記以外で区（自治会）が支援の必要を認めた者 

ウ 避難支援等関係者に対する避難行動要支援者名簿の提供 

町は、平常時から名簿を提供することに同意を得られた避難行動要支援者につい

ては、自治会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会その他の避難支援等関係者に名

簿を提供することで、災害時における在宅避難行動要支援者の安否確認や要配慮者

支援等を円滑に行える体制を構築する。名簿の提供にあたっては、情報漏洩の防止の

ために必要な措置を講ずるものとする。 

エ 避難行動要支援者名簿の更新 

町は、名簿の内容に異動等がないか年に 1回定期的な更新確認を行う他、日常の業

務等の中で情報の変更が必要になったときは随時更新を行い、最新情報を共有でき

るよう努める。 

オ 名簿情報の適正管理 

町は、避難行動要支援者のプライバシーを保護するとともに、避難行動要支援者名

簿を活用した避難支援そのものに対する信頼性を担保するため、避難行動要支援者

名簿を適正に管理する。避難支援等関係者は、災害対策基本法第 49 条の 13 におい

て、提供された名簿情報について、守秘義務が課せられていることに十分に留意し、

必要以上に複製しないなど、名簿情報を適切に管理する。 

町は、名簿情報提供時（更新を含む。）及びその他の機会において、避難支援等関

係者に対し名簿の取扱いについて指導する。 

カ 名簿情報の共有 

町は、避難行動要支援者の避難支援等に必要となる事項に変化が生じた場合、その

情報を町と避難支援等関係者間で共有する。 

キ 避難支援等関係者の安全確保 

町は、避難支援等関係者等の安全確保を図るため、避難行動要支援者の個別避難計

画を作成する段階で、地域住民全体で話し合って、ルールを決め、避難行動要支援者

に対する避難支援については、避難支援等関係者等が全力で助けようとするが、助け

られない可能性もあることを、あらかじめ避難行動要支援者に理解してもらうよう

に努める。 

(5) 避難行動要支援者に対する支援計画 

ア 防災知識の普及 

町は、避難行動要支援者及びその家族に対しては、パンフレット等の配布、地域の

防災訓練等への積極的な参加などにより災害に対する基礎的知識の理解を高めるよ

うに努める。 
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イ 避難支援システムの整備 

(ｱ) 個別避難計画の作成 

「避難行動要支援者避難支援組織」は、避難行動要支援者名簿に基づき、避難行

動要支援者一人ひとりに対応した個別の「個別避難計画」を作成する。 

(ｲ) 緊急通報システム等の整備 

町は、民生委員・児童委員や近隣住民の協力を得て、一人暮らしの高齢者や高齢

者世帯、障がい者等の安全を確保するため、緊急時に通報できるシステムの設置や

拡充に努める。 

また、在宅高齢者等の安全を確保するためには隣近所の助け合い精神が必要で

あることから、各地域における地域住民の協力体制整備を推進する。 

(ｳ) 情報伝達体制の確立 

各地域における情報伝達に加え、次の事項に基づき、連絡体制の整備を図る。 

・要支援の程度に応じた情報伝達手段の検討 

・社会福祉協議会、自主防災組織、区・自治会、民生委員・児童委員等から直接連

絡が届く体制等の整備 

・携帯電話等の通信機器を用いた情報伝達体制の整備 

(ｴ) 安否確認体制の確立 

町は、災害時における在宅時要支援者の安否確認体制を整備する。また、安否確

認体制を強化するため、平常時から次の事項を整備する。 

・プライバシーに配慮した避難行動要支援者名簿の整備 

・町職員、社会福祉協議会、ケアマネジャー等の福祉関係職員、福祉関係者による

災害発生直後の安否確認体制の確立 

・自主防災組織、区・自治会、消防団、ボランティア組織等との連携体制の確保 

・警察、消防署等との連携 

(ｵ) 自主防災組織の体制強化 

・自主防災組織は、民生委員・児童委員等との連携により、援助を必要とする避難

行動要支援者の実態把握に努める。 

・発災後、直ちに在宅の避難行動要支援者の安全確保や避難行動を手助けできるの

は家族や近隣住民であることから、自主防災組織は、迅速に安否確認や避難誘導、

救助活動が行えるよう普段から地域防災訓練を実施するなど、住民自らの活動

力の向上を図る。 

(ｶ) 防災訓練の充実 

町や自主防災組織等を中心に、避難行動要支援者に対するきめ細かい対応を想

定した訓練の実施に努める。 

(ｷ) 要支援程度別の支援 

要介護者、障がい者等、避難行動要支援者一人ひとりの特性、適切な避難行動を

実施するのに必要な支援を個別・具体的に確認及び把握しておくものとする。 

(ｸ) 生活支援体制及び健康管理体制の構築 

避難所での避難行動要支援者の生活を支援する体制を整備する。また、保健師、

看護師等による巡回の実施により避難所における避難行動要支援者の体調管理を
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行う体制を構築する。 

(ｹ) 避難所における避難行動要支援者相談窓口の設置 

避難所に「避難行動要支援者相談窓口」を設置し、避難行動要支援者の避難所に

おけるニーズ（要望）を的確に把握する体制を整備する。 

ウ 避難に必要な施設整備等 

(ｱ) 高齢者、障がい者等に配慮したまちづくりの推進 

・避難路の整備及び確保 

社会福祉施設等や避難所に至るまでの避難経路を点検し、避難する際に障が

いとなる箇所を要改善箇所として位置付け、計画的な改善に努める。 

・指定避難所のバリアフリー化の推進 

指定避難所となる施設については、施設利用や移動、情報伝達等のバリアフリ

ー化に努める。 

(ｲ) 緊急入所施設の整備 

日常的に専門的介助・援助が必要で避難所での対応が難しい者に対し提供する

施設として、町内の社会福祉施設等の中から避難行動要支援者の緊急受入れが可

能な施設をあらかじめ把握し、災害時の利用に関する協定の締結等に努める。 

 

８ 避難指示等の判断・伝達マニュアルの作成 

町は、災害時に安全かつ迅速な避難・誘導を行えるよう、「避難指示等の判断・伝達マ

ニュアル」を作成する。また、社会福祉施設等の防災上重要な施設の管理者は、独自に避

難計画の作成に努める。 

 

第４ 避難生活計画 

災害時において住民の安全で快適な生活を確保することが重要な課題であると位置づけ、

避難所の指定、避難所運営訓練等の実施により、災害発生時の円滑な避難所運営に努める。

また、在宅被災者等についても、必要な情報や物資が確実に届くよう、支援体制の整備に努

める。 

 

１ 指定避難所の指定 

災害が発生した場合に住民の安全な避難生活を確保するために、町は政令で定める基

準に適合する施設を、管理者の同意を得て、指定避難所として指定する。 

指定避難所については、住民及び自治会に対して周知徹底を図るとともに、京都府知事

に報告する。 

(1) 指定避難所の基準（政令で定める基準） 

ア 避難のための立ち退きを行った居住者等又は被災者（「被災者等」という。）を滞在

させるために必要かつ適切な規模のものであること。 

イ 速やかに、被災者等を受入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布することが可能

な構造又は設備を有するものであること。 

ウ 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあるものであること。 
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エ 車両その他の運搬手段による輸送が比較的容易な場所にあるものであること。 

オ 要配慮者を滞在させることが想定されるものにあっては、要配慮者の円滑な利用

の確保、要配慮者が相談し、又は助言その他の支援を受けることができる体制の整備

その他の要配慮者の良好な生活環境の確保に資する事項について、内閣府令で定め

る基準に適合するものであること。 

(2) 指定避難所の指定方針 

町の指定避難所を次のとおり指定する。 

種類 概要 指定施設 

指定避難所 
災害時に立ち退き避難した住民が生活する施設

であり、小中学校体育館やその他の施設とする。 

小中学校や 

その他の施設 

 (3) 指定避難所の配置方針 

指定避難所は、災害時に立ち退き避難した住民が生活する施設であり、以下の事項を

勘案して配置する。 

ア 小学校区、自治会等を基本にバランス良く配置する。 

イ 地域の人口、地形、災害に対する安全性等を考慮して配置する。 

ウ 防災拠点との位置関係を考慮して配置する。 

(4) 指定避難所の必要機能 

指定避難所は、以下の条件を満たすものとする。このため指定避難所のうち、これら

の条件を満たさないものについては、必要な整備を行う。 

ア 鉄筋コンクリート造の建築物で耐震性を有するもの 

イ 各施設における収容人員は、有効面積（延床面積から通路やトイレ等特殊室を除い

た面積）に対し、1人 2㎡以上として算出したものとする。 

ウ 各避難所には給水施設を整備する。 

エ 有線電話、防災行政無線、テレビ、情報通信機器等を具備する。 

オ 食料品・寝具等必要な物資の備蓄 

カ 高齢者、障がい者に対応したスロープ、車椅子対応トイレ等の整備 

キ 負傷者を一時的に収容するための救護設備の整備 

ク 避難行動要支援者に対応可能な福祉避難コーナーの整備 

ケ 救護用資機材の整備 

(5) 指定避難所の指定にあたっての注意事項等 

ア 管理者の同意 

町は、指定避難所を指定しようとするときは、当該指定避難所の管理者（町を除く）

の同意を得るものとする。 

イ 京都府への通知 

町は、指定避難所を指定したときは、その旨を京都府知事に通知するとともに公示

する。 

ウ 指定の取消 

町は、当該指定避難所が廃止され、又は基準に適合しなくなったと認めるときは、
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指定を取り消すものとする。その際、その旨を京都府知事に通知するとともに公示す

る。 

エ 住民への周知 

町は、広報紙、掲示板、パンフレット等により、指定避難所の場所を住民に周知す

る。 

(6) 指定避難所の指定 

町の指定避難所は参考資料編に掲載する。 

＊避難場所及び避難所は、参考資料編 56 頁～58 頁参照 

 

２ 指定避難所の整備 

町は、指定避難所について、管理者（設置者）等と十分調整を図り、次のとおり施設・

設備の整備に努める。 

(1) 指定避難所に指定されている施設等の耐震性の強化 

指定避難所として指定する施設は、耐震性、耐火性の確保に加え、非構造部材（天井

等）についても、耐震対策を図る。 

(2) 設備の充実による避難施設としての機能強化 

ア 非常用電源、自家発電機 

イ 衛星携帯電話等複数の通信手段 

ウ 照明設備 

エ 食料、飲料水、生活用品 

オ マスクや手指消毒液 

カ 暖房器具 

キ マッチ、プロパンガス、固形燃料等の燃料 

ク 簡易トイレ 

ケ パーティション 等 

(3) 要配慮者、女性、乳幼児等を考慮した避難施設・設備の整備 

ア 紙おむつ等の介護用品 

イ 高齢者や食物アレルギーを持つ人に対応した食事 

ウ 生理用品 

エ 粉ミルク、おむつ等の乳幼児用品 

(4) 鍵の分散管理 

町は、鍵の不在によるリスクを回避するため、指定避難所の鍵を近隣居住者複数に管

理させるなど、迅速・確実な避難所開設を目指すよう努める。 

(5) 福祉避難所等の整備 

避難行動要支援者の避難において、一般の避難所が適切でないと判断される場合等、

福祉避難所の確保が必要な場合に備え、老人福祉センター「やすらぎ荘」、保健センタ

ー等を福祉避難所に指定する。 

なお、福祉避難所への収容ができない場合に備えて、避難所（小学校等）に福祉避難

コーナーを整備し、要配慮者のニーズに対応する。なお、福祉避難コーナーについては、

保健室や特別教室等を充てることとする。 
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また、粉ミルクや柔らかい食品等、特別な食事を必要とする者に対する当該食料の提

供に配慮する。 

表 福祉避難所一覧 

名 称 所在地 備考 

老人福祉センター「やすらぎ荘」 大字荒木小字天皇 2 
土砂災害に対し、

安全な場合に使用 

保健センター 大字立川小字坂口 18-1  

サンビレッジ宇治田原 大字禅定寺小字砂川 115-1 
土砂災害に対し、

安全な場合に使用 

グループホーム「くるみの家」 大字郷之口小字中林 13-1  

(6) 新型インフルエンザ等の感染者発生に備えた対策 

新型インフルエンザ等の感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応も

含め、避難所における避難者の過密を抑制するための分散避難等が可能となるよう、災

害発生時における避難所収容人数を考慮した上で、通常の災害発生時よりも可能な限

り多くの避難所等を開設できるよう、あらかじめ指定した指定避難所以外の避難所を

確保する。 

また、平常時から各部署が連携して、避難者の健康状態の確認方法や避難所の衛生環

境の確保方法、発熱、咳等の症状がある者が出た場合の対応方法、自宅療養者が被災し

た場合の対応方法をあらかじめ定めおく。 

(7) 車中泊避難対策 

大規模災害発生時において、余震への不安やプライバシー確保、ペット同伴等の理由

から車中泊避難が発生するおそれがあるため、町は、車中泊避難場所でのエコノミーク

ラス症候群防止をはじめとした環境整備や支援物資の備蓄等を行う。また、一時的に車

で避難する避難者に対応するため、府と協力し、車中避難場所（車により一時的に安全

確保ができる場所）の施設管理者と開設のタイミング等について、事前調整を行う。 

なお、住民の屋外避難にあたっては、指定避難所への避難が基本であって、車中泊避

難を推奨するものではない。 

 

３ 指定避難所の公表 

町は、指定避難所の安全性や整備状況について把握し、毎年住民に公表する。 

 

４ 避難所の運営 

町は、自治会、自主防災組織等と協力して、避難所運営に関する以下の対策を実施する。 

(1) 避難所運営マニュアルの作成 

町は、災害時における迅速かつ円滑な避難所の管理・運営等を図るため、避難所運営

マニュアルを作成する。 

避難所運営マニュアルについては、以下の事項を記述する。 

ア 避難者による自治組織とその運営に係る事項 

イ 避難者に対する情報伝達に係る事項 
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ウ その他避難所の自主的な運営に必要な事項 

エ 女性役員の指定等、女性参画に関する事項 

(2) 住民等による避難所運営体制の整備 

町は、円滑な避難所の運営を確保するため、自主防災組織等の住民による運営を中心

に据える。また、避難所の施設管理者は避難所の管理運営に協力し、運営を支援する。 

(3) 避難所開設・運営訓練の実施 

町は、災害時における迅速かつ円滑な避難所の管理・運営等を図るため、地域の自治

会や自主防災組織等と協力し、避難所運営マニュアルに沿った避難所開設・運営訓練を

実施し、実際の災害に備える。 

 

５ 男女双方の視点やニーズ、性的少数者（ＬＧＢＴＱ）への配慮 

避難所運営責任者は、避難所の運営における女性役員の指定等、女性の参画を推進する

とともに、男女双方の視点等に配慮した運営ができるようにする。特に女性専用の物干し

場、更衣室、授乳室の設置、生理用品や女性用下着等の女性による配布、避難所における

安全の確保など、避難者のニーズに配慮した避難所となるよう努める。 

また、性的少数者（ＬＧＢＴＱ）なども性差に起因する負担が大きくなるため、避難所

の運営には配慮に努める。 

 

６ 避難者、被災者の把握 

避難所運営責任者は、避難者に係る情報を把握し、町本部等へ報告する体制を築く。ま

た、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者等は、要配慮者の居

場所や安否の確認に努め、把握した情報について、町本部等に提供する仕組みづくりに努

める。 

 

７ 避難所に滞在することができない被災者の生活環境確保 

町は、やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要な物

資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情報の

伝達等により、生活環境の確保が図られるよう努める。 

 

８ その他指定避難所の運営に必要な事項 

(1) 避難所の運営担当者割当の作成 

町は、災害時における指定避難所の迅速・円滑な開設・運営を確保するため、毎年、

町職員の避難所運営担当者割当を作成する。 

(2) 避難所運営に関するその他の必要事項 

町は、避難所運営に関するその他の必要事項に関し、避難所運営マニュアルに明記す

る。 

ア 避難者への給水、給食、日用必需品等の支給方法 

イ 避難所等での応急教育、保育施設の開設 

ウ その他必要事項 
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９ 広域避難・広域一時滞在の実施、受入れ 

町は、町域の被災が甚大であり避難者を町内で収容するのが困難である等の場合、町外

への広域避難及び広域一時滞在の実施を検討する。 

また、他市町村若しくは府から避難者の受入れを求められた場合は、これに協力する。 
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第５ 地震時における避難フロー 
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避難指示等の発令 
又は自主避難 
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第５節 救急・救助、医療体制の整備 

（健康対策課） 

１ 基本方針 

災害時に多発する救急・救助要請と応急医療措置に対処するため、消防署や消防団等の

防災関係機関の協力のもと、機動力の増強、資機材の整備及び初動医療体制の充実、医薬

品の確保に努めるとともに、住民に対し、応急手当等の知識、技術の普及促進を図る。 

 

２ 計画 

(1) 救護体制の整備 

救急救助に対処するため、救急救護資機材の備蓄を推進し、医療機関との情報通信機

能の確保と有機的な連携協力のもと、一貫性のある応急救護体制を確立する。 

表 災害時に拠点となる医療施設 

基幹災害拠点病院 京都第一赤十字病院 Tel 075-561-1121 

地域災害拠点病院 

（山城北医療圏） 

京都岡本記念病院 Tel 0774-48-5500 

宇治徳洲会病院 Tel 0774-20-1111 

ア 基幹災害拠点病院は、医療品等資機材の備蓄、関係職員の研修・トリアージ訓練を

行うとともに、災害時に救護班の編成、重傷病患者の受入れを行う。 

イ 地域災害拠点病院は、医療品等資機材の備蓄を行い、基幹災害拠点病院における研

修・トリアージ訓練等に関係職員を派遣するとともに、災害時には救護班の編成、重

傷病患者の受入れを行う。 

(2) 災害派遣医療チーム 

災害派遣医療チームは、災害・事故等の急性期（発生後おおむね 48時間以内）に活

動できる機動性を持った、専門的な訓練を受けたチームであり、被災地に迅速に駆け付

け、現地災害対策本部等の指示に従い、救出・救助部門と合同して、救急治療を行う。 

(3) 自主救護能力の向上 

住民の自主救護能力向上のため、応急救護の知識・技術の普及を行う。 

(4) 初動医療体制の整備 

ア 医療救護救護 

災害時における負傷者等に対する医療救護活動が、迅速かつ適切に実施されるた

めに必要な体制を整備する。そのために、医療機関との密接な連携を図り、災害時の

応急医療に関する協力体制を確立する。 

イ 医薬品の確保 

初動医療活動に必要な医薬品について、綴喜医師会との連携をとりながら、備蓄配

備を行う。 

ウ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の活用 

災害時における医療機関の稼働状況等、災害医療に関わる情報を把握し、迅速かつ

的確な救急・救護・医療活動を行うため、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩ

Ｓ）の入力操作等の研修や訓練を定期的に行う。 
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(5) 医療救護所の設置 

災害時における医療救護を円滑に実施するため、医療救護拠点の保健センターに医

療救護所、小中学校の保健室等に地区医療救護所を設置する体制を整備する。 
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第６節 食料・生活物資等の確保 

（総務課） 

第１ 食料・生活物資供給体制の整備 

１ 整備方針 

災害時の生活物資の確保については、自助・共助により行われる物資の確保を基本とし

つつ、町は、それを補完するために、生命・健康維持の観点での重点備蓄品目を中心とし

た備蓄を計画的に実施する。ただし、災害救助法（昭和 22年法律第 118号）が適用され

た場合を想定し、府と十分な協議・調整の上、整備を図る。 

 

２ 計画 

(1) 備蓄倉庫の整備 

町は、被災者へ支給する食料・生活物資等を備蓄するため、町内に備蓄倉庫を計画的

に整備している。 

備蓄倉庫設置施設 場 所 

住民体育館 大字岩山小字沼尻 37-1 

田原小学校 大字郷之口小字中林 7 

宇治田原小学校 大字岩山小字丸山 36 

宇治田原中央公園 大字立川小字坂口 18-5 

(2) 備蓄品の整備目標 

町は、被災者へ支給する食料・生活物資等の 1人あたりの支給量、品目及び整備目標

を定め、備蓄品を整備している。今後も備蓄水準の維持を図る。 

(3) 民間との協定促進 

災害時に必要なもののすべてを町で備蓄・確保することは困難であり、最小限必要な

物は備蓄を行い、それ以外は民間からの流通備蓄により調達を図る必要がある。そのた

めに、関連する民間関係団体等との協定締結を積極的に活用・推進する。なお、災害時

に備え、協定締結事業者の在庫確認を適宜実施する。 

ア ある程度の在庫の積増し依頼 

イ 在庫の優先的な供給依頼 

(4) 自主備蓄目標 

備蓄は流通備蓄を原則とするが、災害時に緊急に必要となる水容器、主食、毛布につ

いては、「京都府地震被害想定調査による被害予測」を踏まえ、下記数量を自主備蓄目

標として整備を図る。 
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＜水容器の整備目標＞ 

水容器備蓄目標数 避難所避難割合 人 口 世帯数 

1,710個 49.9％ 8,911人 3,421世帯 

＊避難所避難割合は、最も数値の高い奈良盆地東縁断層帯モデルの数値を採用している。 

＊水容器の備蓄目標は、世帯数に避難所避難割合を乗じた数量を目標に備蓄する。（数値は10未満

を切り上げ） 

＊人口・世帯数は、令和2年国勢調査人口による。（食料、毛布についても同様） 

＜食料の備蓄目標＞ 

食料備蓄目標 避難所避難割合 人 口 

2,230食 49.9％ 8,911人 

＊食料の備蓄目標は、人口に避難割合の50％を乗じた人員の食料とし、被災当初に必要な米など

の数量の1食分とする。（数値は10未満を切り上げ） 

＜生活必需品（毛布）の備蓄目標＞ 

毛布備蓄目標 避難所避難割合 人 口 

2,230枚 49.9％ 8,911人 

＊毛布の備蓄枚数は、人口に避難割合の50％を乗じた人員分とする。（数値は10未満を切り上げ） 

(5) 物資の集積場所 

町内又は町外の業者から調達した物資及び近隣市町村から送付された応援物資につ

いては、下記の場所に集積し円滑な配分を進める。 

ただし、総合文化センターについては、車中泊避難場所も兼ねているため、当該駐車

場を車中泊避難場所として開設する場合は、事前に物資の集積場所の確保を行う。 

物資集積場所 場 所 

総合文化センター 大字岩山小字沼尻 46-1 

宇治田原中央公園 大字立川小字坂口 18-5 

(6) 備蓄意識の高揚 

町は、住民に対し、日常生活で使用するものを少し多めに確保し、使用するたびに補

充する取組み（ローリングストック）等を活用するなどして、家庭等において 3日分（7

日以上が望ましい）の食料、飲料水その他必要な生活物資の備蓄に努めるとともに、ア

レルギー対応食や離乳食等の個人や家庭等の実情に応じた工夫を行うよう広報啓発す

る。 

 

第２ 防災資機材等の整備 

１ 整備方針 

災害応急対策に必要な備蓄資機材は、災害時にその機能を適切に発揮できるよう、点検

整備を実施する。 

また、新たな防災用資機材庫の設置や避難施設への防災に関連する資機材等の配備を

検討する。 
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２ 計画 

(1) 資機材の点検・補充 

各保管責任者は、防災用に備蓄した資機材を毎年定期的に点検し、使用に際しその機

能に問題がないよう維持するとともに、不足品については、逐次補充を行う。 

(2) 防災用資機材庫等の設置 

応急対策の円滑化のため、応急用の食料等とともに、避難救助用資機材等の整備を図

る。 

ア 町内における防災用資機材庫の設置 

イ 庁舎付近における緊急資材置場の確保 

ウ 避難施設における医薬品・救護用機器等の整備 

(3) 燃料の確保 

町は、町内の石油販売店と協定等を締結し、災害時における燃料の緊急調達体制の整

備に努める。 

(4) 家庭動物の飼料等の確保 

家庭動物が居る場合、飼い主責任として、人に迷惑をかけない平常時のしつけに加え、

5日分（7日分以上が望ましい）のペットフード、ペットシーツ等の備蓄に努めるよう

広報啓発する。 

 

 

 

  



震災対策編 

- 震 60 - 

第７節 自主防災組織等の育成・強化 

（総務課） 

１ 基本方針 

大地震が発生した場合には、防災関係機関の防災活動が遅れ、活動能力が著しく低下す

ることが予想される。このような事態において、被害の防止又は軽減を図るためには、住

民の自主的な防災活動、すなわち住民自ら出火防止、初期消火、被災者の救出・救護・避

難等を行うことが必要になる。これらの自主的な防災活動を行うに際しては、住民が地域

ごとに団結し、組織的に行動することにより、その効果が期待できる。したがって、地域

あるいは施設ごとに、実状に応じた自主的な防災組織の育成・強化を進める。 

なお、その際、女性をはじめとする多様な意見を反映させるため情報共有できる場を設

けるとともに、各自が多様な視点を育むよう努めるものとする。 

 

２ 計画 

(1) 啓蒙と指導 

広報活動等を通じて自主防災組織の設置の重要性及び防災意識の高揚を図る。 

(2) 自主防災組織の単位 

住民が自主的な防災活動を行う上で、地域の実状に応じた適正な規模を単位として

組織の設置を図る。 

ア 住民が連帯感に基づいて防災活動を行うことが期待される地域 

イ 住民が基礎的な日常生活圏として一体性を有する地域 

(3) 自主防災組織の体制整備 

本町では、区・自治会組織を中心として自主的な防災活動が行われており、このよう

な活動の支援を行いながら、自主防災組織としての体制の整備を進める。また、各地区

には消火活動や被災者の救助等のため消防団が組織されており、自主防災組織の整備

に際しては、消防団と十分協力・連携を図る。 

(4) 支援及び助言 

住民が自主防災組織をつくり、実際に活動していくため、自主防災計画の作成、運営、

防災資機材及び防災訓練等について、町は支援や助言を行う。その際、女性や若者の参

加促進及びリーダー育成に努める。 

(5) 自主防災組織規約等 

自主防災組織は、それぞれの組織において規約及び活動計画を定めておく。 

(6) 自主防災計画の策定 

災害を予防し、災害による被害を軽減するために効率的な活動ができるよう、あらか

じめ防災計画を定める。なお、防災計画には次の事項を記載する。 

ア 地域及びその周辺における災害による危険が予想される場所の点検及び災害対策 

イ 災害時に必要な情報の内容と入手方法 

ウ 避難行動を判断するための目安の設定と地域住民への周知 

エ 自主防災リーダーや避難を呼びかける者等の役割分担 

オ 自主防災訓練の時期及び内容等 
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カ 防災機関、災害対策本部、各班及び各世帯の体系的連絡方法、情報交換等（特に、

消防団員や民生委員等との連携） 

キ 出火防止､消火に関する役割､消火用その他資機材の配置場所等の周知､点検整備 

ク 避難場所、避難経路、避難情報の伝達、誘導方法、避難時の携行物資の検討 

ケ 負傷者の救出、搬送方法、救護所の開設 

コ その他自主的な防災に関すること 

(7) 施設の自主防災計画 

大地震が発生した場合、学校や中高層建築物など多数の者が出入りし、利用する施設、

石油・ガス等の危険物を製造保管する施設、又は多人数が従事する事業所においては、

火災の発生、危険物の流出、爆発等による大規模な災害が発生するおそれがある。した

がって、これらの被害の防止と軽減を図るため、施設の代表者や責任者は自主防災組織

（自衛消防組織）を編成し、あらかじめ消防・防災計画を立てておく。 

ア 対象施設 

(ｱ) 中高層建築物、学校等多数の者が利用又は出入りする施設 

(ｲ) 石油類、高圧ガス、火薬類、毒劇物等を製造、保管及び取り扱う施設 

(ｳ) 多人数が従事する工場、事務所等で、自主防災組織を設け、災害防止にあたるこ

とが効果的であると認められる施設 

(ｴ) 複合用途施設 

イ 自主防災計画の策定 

自主防災計画の内容については、上記(6)に準じる。 

(8) 地区防災計画作成の推進 

町内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、当該地区にお

ける防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、要配慮者の

避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努めるものとする。この場合、必要に

応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計

画の素案として町防災会議に提案することができる。 

町は、町内の一定地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者から提案を受

けた場合において、必要があると認めるときは、町地域防災計画に地区防災計画を定め

るものとする。 
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第８節 防災知識の普及 

（総務課） 

１ 基本方針 

町及び防災関係機関は、関係職員に対して専門的教育による防災知識の普及を推進し、

相互協力のもと、住民に対して防災知識の普及及び防災意識の高揚を図る。 

また、男女共同参画の視点による避難所運営に活用できるガイドライン等を策定し、被

災時の男女双方の視点やニーズの違い、性的少数者（ＬＧＢＴＱ）等に十分配慮するよう

努めるものとする。 

 

２ 計画 

(1) 防災知識の普及 

ア 住民に対する防災知識の普及 

(ｱ) 実施方法 

防災知識の普及は、次の手段等により実施する。 

ａ 広報紙、ハザードマップ及び回覧文書の配布 

ｂ チラシ、ポスター等印刷物の配布 

ｃ 町が主催する研修の場等 

(ｲ) 普及すべき内容 

ａ 宇治田原町地域防災計画の概要 

災害対策基本法第 42条第 5項により、「宇治田原町地域防災計画」の要旨を

公表する。 

ｂ 災害予防の知識 

各世帯に対して、災害防止のために事前に普及を要する防災知識の広報に努

める。 

ｃ 災害時の心得 

各世帯が、災害の発生又は発生するおそれがある際に、承知しておくべき次

の事項について、ハザードマップ等で広報する。 

(a) 地震及び地震予知に関する基礎知識 

(b) 地震災害予防の知識 

(c) 地震発生時の心得 

(d) 地震火災に対する出火予防法（一般家庭及び危険物取扱事業所） 

(e) 正しい情報の受理と伝達 

(f) 災害危険箇所の周知 

イ 園児・児童・生徒に対する防災知識の普及 

園児・児童・生徒の発達段階や学校等の実態に即して、防災教育を計画的に進める。 

ウ 事業所に対する防災知識の普及 

(ｱ) 防火管理者、危険物取扱者に対する講習を実施する。 

(ｲ) 従業員に対する講習会等を実施し、防災知識の普及に努める。 

エ 防災週間の周知徹底 
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8月 30日～9月 5日は、防災週間とされている。防災知識の普及強化のため、特に

この週間には、防災行事を実施する。 

(2) 町職員に対する防災教育 

災害対策の成否は、町職員の防災知識・心構えが重要な要素になる。したがって、あ

らゆる機会を利用して、町職員に対する防災教育の周知徹底を図る。 

ア 研修の実施 

町職員に対する防災意識の高揚及び防災知識の普及を図るため、定期的に防災知

識の普及、役割の分担、責任の明確化等について、研修を行う。 

(ｱ) 防災研修 

次の事項について、防災研修を行う。 

ａ 災害時活動の概要 

ｂ 防災関係職員としての心構え 

ｃ 役割の分担 

ｄ 防災資機材等の取扱方法 

(ｲ) その他の研修、講習会 

その他必要に応じて、研修・講習会を開催するよう努めるとともに、防災関係機

関が行う研修会、講習会、講演会に職員を派遣する。 
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第９節 防災訓練 

（総務課） 

１ 基本方針 

災害時に防災活動を円滑に実施するため、各防災関係機関相互及び住民との協力体制

の確立に重点を置く総合的な防災訓練を実施するとともに、町・消防署及び消防団の連携

のもとに地域単位での各種防災訓練を実施する。その際、被災時の男女双方の視点やニー

ズの違い、性的少数者（ＬＧＢＴＱ）等に十分配慮するよう努めるものとする。 

また、各防災関係機関においても個別訓練を行い、防災活動の円滑化を推進する。 

なお、訓練の実施にあたっては、目的と必要性に応じて、住民主体型の訓練内容、実践

的な訓練内容となるよう配慮するとともに、訓練のシナリオに緊急地震速報を取り入れ

るなど、地震発生時の対応行動の習熟を図るように努める。 

 

２ 計画 

防災訓練の種類は次のとおりとする。 

(1) 総合防災訓練 

広域的な災害を考慮し、町及び防災関係機関が住民と一体となって、総合的な訓練を

実施する。 

ア 実施方法 

防災訓練実施要項を定め実施する。 

イ 参加機関 

町、消防署、消防団、自主防災組織、近隣自治体、防災関係機関、小中学校、保育

所、民間協力団体等 

ウ 訓練内容（例） 

災害対策本部設置訓練、通信訓練、広報訓練、初期消火訓練、水防訓練、避難誘導

訓練、応急救護訓練、救急・救助訓練、道路啓開訓練、救助物資輸送配布訓練、応急

給水訓練、炊出し訓練、避難所開設訓練 

(2) 地域防災訓練 

自主防災組織、区・自治会等を単位とする訓練及び複数の組織の連合による訓練を消

防署、消防団、警察署等の協力のもとに実施する。 

ア 訓練内容 

出火防止訓練、初期消火訓練、水防訓練、避難誘導訓練、応急救護訓練、情報伝達

訓練、応急給水訓練、炊出し訓練、その他の訓練 

(3) 町職員の参集訓練 

庁舎及び各施設の非常配備体制を確保し、各防災関係機関、住民との連携を図るため、

職員の参集訓練を実施する。 

ア 訓練内容 

非常召集訓練、指令伝達訓練、災害対策本部運営訓練 

(4) 保育所、小中学校等の防災訓練 

保育所、小中学校等における防災訓練を年 1回以上行う。 
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ア 園児、児童・生徒の避難訓練 

イ 保育士、教職員の避難誘導訓練 

(5) 防災関係機関の訓練 

各防災関係機関において、個別訓練を行い防災活動の円滑化を図る。実施方法等につ

いては、各防災関係機関で定める訓練計画により実施する。 
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第 10 節 要配慮者に係る対策 

（総務課、福祉課、健康対策課、子育て支援課） 

１ 基本方針 

震災発生時には高齢者、障がい者、乳幼児等特に配慮を要する者（以下「要配慮者」とい

う。）は災害の影響を受けやすく、また、自力避難などが困難な者が多い。 

要配慮者は、避難所等災害後の生活においても生活上の支障を生じることが予想され、災

害時にこれらの者に対して必要な支援策を円滑に実施できるよう、あらかじめ対象者の把

握、設備の点検、指導・啓発等の対策を講じるものである。 

 

２ 計画 

(1) 要配慮者の把握 

ア 対象者の範囲 

防災上把握を必要とする要配慮者は、おおむね在宅で生活を営む次のような高齢

者、障がい者、病弱者、乳幼児とする。 

(ｱ) 乳幼児、妊産婦で日常的に援護が必要な者 

(ｲ) 高齢者で、日常的に援護が必要な者 

(ｳ) 身体障がい者（視覚、聴覚、音声・言語、肢体不自由、内部障がい等）で、日常

的に援護が必要な者 

(ｴ) 知的障がい者（児）で、日常的に援護が必要な者 

(ｵ) 精神障がい者で、本人等からあらかじめ申し出がある者 

(ｶ) 母子世帯・父子世帯の児童 

(ｷ) 疾病等による自宅療養者で、自力避難が困難な者 

(ｸ) その他単身・高齢者世帯で、援護が必要な者 

イ 要配慮者マップの作成 

府等の協力を得ながら、上記の対象者をあらかじめ把握し、地区ごとにマップを作

成しておく。 

(2) 要配慮者の避難体制の構築 

要配慮者の避難支援については、「第 4節 避難に関する計画」による。 

(3) 施設等における対策 

ア 対象となる施設 

対象となる施設は、病院・診療所、老人福祉施設、障がい者福祉施設、保育所・幼

稚園等の要配慮者が利用する施設とする。 

イ 防災計画の策定 

対象施設では、通所者の安全な避難を確保するため、災害発生時の動員体制や地域

住民・消防団との連携等についての防災計画を策定する。 

ウ 施設・設備の充実 

災害発生時に施設の倒壊や火災が発生することのないよう、施設や設備の点検を

常に行うとともに、施設や設備の整備・改善を行う。 

(4) 外国人の安全確保対策 
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本町に居住する言葉が不自由な外国人居住者等の安全確保のため、避難支援対策を

推進する。 

ア 誘導標識 

指定緊急避難場所及び指定避難所への誘導標識には、多言語化やシンボルマーク

の活用など図式化を進める。 

イ 外国語ボランティア 

外国語ボランティア等による外国人の方の避難支援、災害情報の提供に努める。 
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第 11 節 ボランティア活動の環境整備 

（福祉課） 

１ 基本方針 

大規模な災害時には被災住民の多様なニーズに即時に対応でき、柔軟できめの細かい

ボランティア活動は大きな役割を果たしている。災害時にボランティア活動が円滑に効

果的に実施できるように環境整備を図る。 

 

２ 計画 

(1) 災害ボランティアの育成 

宇治田原町社会福祉協議会と連携を図り、応急救護をはじめ、災害情報提供活動等を

行うボランティア組織の育成を図る。また、ボランティア組織等に対する防災教育、訓

練等の充実を図る。 

災害時のボランティアの需給調整、活動調整及び関係機関との連絡調整を行うボラ

ンティアコーディネーターの養成を推進する。 

なお、専門ボランティアについては、宇治田原町社会福祉協議会のもとに登録制度を

整備し、災害時における迅速な対応を図る。 

(2) 災害ボランティアセンター設置による受入れ体制の整備 

災害時には、宇治田原町社会福祉協議会等が「宇治田原町災害ボランティアセンター」

を設置し、府、京都府社会福祉協議会、日本赤十字社京都府支部及びボランティア団体

等が共同で設置する京都府災害ボランティアセンターと連携し、ボランティア活動の

窓口として支援と調整にあたる。 

(3) 災害ボランティアに関する啓発 

町は、宇治田原町社会福祉協議会と連携を図りながら、住民に対し災害ボランティア

活動の意義について、啓発を進める。 

(4) 災害ボランティアの活動環境整備 

宇治田原町災害ボランティアセンターは、災害時におけるボランティア活動が円滑

に進められるようボランティアコーディネーターの養成及び登録、災害ボランティア

のネットワーク化、ボランティア活動に必要な資機材の整備、災害ボランティア活動マ

ニュアルの作成等、必要な施策を実施するものとする。 
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第 12 節 災害時における支援及び受援体制の整備 

（総務課） 

１ 基本方針 

町内に、大規模災害が発生した場合、町の防災体制だけでは、これに対応することは困

難となる。このため、大規模災害に備えて、あらかじめ他市町村との間で、広域に相互応

援協定を締結し、災害対策の円滑な実施を図る。 

また、広域災害や局地的な大災害が発生し、全国的規模による被災自治体支援が必要と

判断される場合に備え、被災自治体支援体制を整備する。 

 

２ 受援体制の整備 

(1) 早期の応援要請 

大規模災害時には、災害対策業務が激増するため、災害対策本部を設置し、全庁あげ

て対策に取り組む必要があるが、施設や職員の被災、災害時にも止められない災害時継

続業務の存在や、土木・建築職員、保健師など専門的な人材の数には限りがあることな

どから、町の能力（保有資源量）を越えてしまう場合がある。迅速・的確に対策を進め

るためには、災害の規模を把握し、町で対応できるかどうか（応援要請が必要かどうか）

を早期に判断したうえ、必要があれば応援を要請することが極めて重要である。 

被害の全容が把握できない場合には、その時点で既に被害が対応能力を超えている

可能性が高いため、府、災害時応援協定先に対して包括的な応援要請を行う。その際に、

決裁手続きや文書、予算など事務的な要因で応援要請を躊躇することのないように留

意する。また、大規模災害時には応援の遅れを招きかねないことから、災害救助法の適

用が決定されていない段階であっても、応援要請を躊躇しないことが重要である。 

(2) 相互応援協定締結の推進 

大規模災害が発生した場合、広域の市町村間で相互に支援する体制は極めて有効で

ある。よって、府内外を問わず、広域に市町村間の相互応援協定の締結を推進する。 

相互応援協定は、災害が発生し独自では十分に応急措置が実施できない場合に、他市

町村に応援要請する応急措置等を円滑に遂行するため、必要な事項について定めたも

のであり、その主な内容は、以下のとおりである。 

ア 受援要請の内容 

受援要請の内容は、以下のとおりである。 

(ｱ) 災害対策業務に従事する人員 

(ｲ) 食料、飲料水、生活必需品、医薬品その他供給に必要な資機材の提供及びあっせ

ん 

(ｳ) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供・

あっせん 

(ｴ) 救援及び救急活動に必要な車両等の提供及びあっせん 

(ｵ) その他特に要請のあった事項 

イ 受援要請等の手続き 

受援を受けようとする場合は、以下の事項を明らかにして要請する。 
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(ｱ) 被害の状況 

(ｲ) 物資、資機材の搬入を要請する場合 

物資等の品目、数量、搬入場所、輸送手段、交通情報等 

(ｳ) 人員の派遣を要請する場合 

職種、人員、派遣場所、活動内容、派遣期間、輸送手段、交通情報等 

(3) 消防相互応援協定締結の推進 

町は、消防本部と連携し、消防相互応援協定の締結を拡大し、相互応援の充実を図る。 

(4) 企業及び団体等との協定締結の推進 

町は、災害時に速やかに応急対策活動を実施するためには、民間の力を最大限活用す

ることが不可欠である。よって、平常時において以下に示す協定を締結し、災害時に必

要な資機材、物資等を円滑に調達する体制を整備する。 

ア 災害時における必要物資の確保 

イ 災害時における防災資機材、車両等の提供 

ウ 災害時における人材の確保 

エ 災害時における情報発信の代行 

 

３ 被災自治体支援体制の整備 

東日本大震災の教訓に基づき、大規模広域災害に対する即応力の強化が求められ、緊急

性の極めて高い応急措置に限定されていた応援の対象業務が、災害応急対策全般に拡大

された。 

この趣旨を踏まえ、広域災害や局地的な大災害が発生し、全国的規模による被災自治体

支援が必要と判断される場合に備え、府と連携して支援体制を整備する。 

(1) 被災自治体支援体制の整備 

町は、広域災害や局地的な大災害が発生した場合、町長の判断により庁内に支援対策

本部を設置し、必要な支援活動を実施する。 

(2) 人材支援体制の整備 

ア 町は、府と連携し、保健師、土木及び農業関係等、災害時に派遣可能な専門職員の

人数を把握しておく。 

イ 町は、友好都市や姉妹都市など個別につながりのある市町村との関係を強化し、災

害時における相互の連携協力を確認しておく。 

(3) 被災者受入れ体制の整備 

町は、大量の被災者を長期間受入れる場合を想定し、宿泊施設の長期借上げや賃貸住

宅のあっせん等について、事業者と協議を行う。 

(4) 支援活動の内容 

主に以下の項目からなる災害支援活動を実施する。 

主な支援項目 備 考 

義援金の募集 個人等からの義援金 

給水活動の支援 給水車の派遣等 

救援物資の募集及び送付  
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主な支援項目 備 考 

広域一時滞在場所の提供 被災者の受入れ 

ボランティアの募集及び派遣  

支援要員の派遣 災害対策活動全般 

備蓄品の提供 食料、生活必需品、資機材等 

医薬品等の提供・保健師の派遣  

避難所運営の支援、その他の支援  
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第 13 節 観光客保護・帰宅困難者対策計画 

（総務課） 

１ 基本方針 

町は、大規模広域災害が発生し、交通機関の運行停止や道路の損壊等が発生した場合、

府や他市町村と連携して、観光客保護及び帰宅困難者の発生を抑制するため、「むやみに

移動を開始しない」という基本原則を企業等に周知徹底していく。 

また、帰宅支援のため、帰宅支援拠点の確保、代替輸送の調整、トイレ、水道水等の提

供や道路情報の提供など徒歩帰宅支援を行う。なお、帰宅支援拠点の確保にあたっては、

男女のニーズの違いや要配慮者等の多様なニーズに配慮した運営に努める。 

 

２ 観光客・帰宅困難者への啓発 

発災直後、町や府等の応急対策活動は、救命救助・消火・避難者の保護に重点を置くた

め、観光客・帰宅困難者に対する公的支援は制限される。このため、以下のことについて、

普及啓発を行う。 

(1) 二次被害の発生防止のため、発災後の混乱が落ち着くまでは「むやみに移動を開始し

ない」 

(2) 災害用伝言ダイヤル(171)、携帯電話による災害用伝言板サービス等、複数の安否確

認手段の活用 

(3) 徒歩帰宅に必要な装備の準備、家族との連絡手段、徒歩帰宅ルートの確認 

(4) 公共機関が提供する正確な情報を入手し冷静に行動する 

(5) 帰宅できるまで、自助・共助による助け合い 

 

３ 鉄道・道路等の情報共有のしくみの確立 

府は、観光客保護・帰宅困難者対策の促進のため、関西広域連合・隣接府県・鉄道機関・

バス協会などとの間で、情報のとりまとめ方法、情報提供のしくみを確立するとしている。 

 

４ 災害時帰宅支援ステーションの確保 

府は、「災害時における帰宅困難者支援に関する協定」（関西広域連合）を促進し、観光

客・帰宅困難者支援体制を充実するとしており、町内において災害時帰宅支援ステーショ

ンを確保する。 

 

５ 事業所等への要請 

(1) 町は、府と連携し、企業等に施設の耐震化・事務所設備等の転倒防止・ガラスの飛散

防止などの安全化、飲料水・食料などの備蓄、一時宿泊場所の確保等について要請する。 

(2) 町は、大規模災害時において、従業員の一斉帰宅行動の抑制を事業者に要請する。 

(3) 重大な災害が発生するおそれがある場合には、事業所に対し、テレワークの実施、時

差出勤、計画的休業等の自主的な措置を要請する。 

(4) 発災直後の一斉帰宅の抑制等の帰宅困難者対策を含む事業所防災計画や事業継続計

画（ＢＣＰ）等の策定を事業所に要請する。 
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６ 観光客への支援の検討 

(1) 町は、府及び他市町村と協力し、観光客等の災害時における的確な行動について、観

光協会、旅行会社等と連携し周知・広報に努めるとともに、的確な情報提供が行えるよ

う情報提供体制の構築に努める。また、協定締結等により、一時退避場所や一時滞在施

設の確保に努める。 

(2) 外国人旅行者等に、多言語による情報の提供等外国人支援体制を検討する。 

(3) ボランティア等の活用について検討する。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害応急対策計画 
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第１節 応急活動体制の整備 

（総務班） 

第１ 計画の方針 

この計画は、京都府南部地域において震災が発生し、又は発生するおそれがある場合にお

いて町が有する全機能を発揮して迅速、的確な防災活動を実施するための体制について定

める。 

 

第２ 地震災害発生時における配備体制 

１ 基本方針 

本町又は隣接市町（宇治市、城陽市、井手町、大津市、甲賀市信楽町）において震度 4

以上の地震が発生した場合、震度区分に応じて必要な体制を確立し、災害応急対策の万全

を期す。 

 

２ 地震災害発生時の体制 

ア 本町又は隣接市町において震度 4 の地震が発生した場合、情報収集体制を確立し

情報収集にあたる。 

イ 本町又は隣接市町において震度 5 弱の地震が発生した場合、初動班体制及び災害

警戒体制を確立し情報収集及び応急対策にあたるとともに、必要がある場合は、災害

対策本部設置の準備を行う。 

ウ 本町又は隣接市町において震度 5 強以上の地震が発生した場合、災害対策本部体

制を確立し、災害応急対策活動にあたる。 

■震度別の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震発生 

情報収集体制 震度４ 

震度５弱 
初動班体制及び 
災害警戒体制 

災害対策本部体制（１号） 

災害対策本部体制（２号） 

災害対策本部体制（３号） 震度６弱以上 

震度５強 
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第３ 災害警戒期の体制 

１ 情報収集体制 

本町又は隣接市町において震度 4の地震が発生した場合、次の基準に基づき、総務担当

理事は情報収集体制を配備する。 

(1) 情報収集体制の配備基準 

ア 本町において震度 4の地震が発生した場合 

イ 隣接市町に震度 4の地震が発表された場合 

ウ 地震の状況からみて、災害の発生のおそれがある場合 

(2) 情報収集体制の解除基準 

ア 災害警戒体制又は災害対策本部が設置された場合 

イ 災害の発生するおそれがなくなった場合 

 

２ 災害警戒体制 

本町又は隣接市町において震度 5弱の地震が発生した場合、次の基準に基づき、町長は

初動班体制及び災害警戒体制を配備する。なお、町長が業務を遂行できないときは、副町

長が代行する。 

(1) 初動班体制及び災害警戒体制の配備基準 

ア 本町において震度 5弱の地震が発生した場合 

イ 隣接市町に震度 5弱の地震が発表された場合 

ウ 地震の状況からみて、災害の発生のおそれがある場合 

(2) 初動班体制及び災害警戒体制の解除基準 

ア 災害対策本部が設置された場合 

イ 災害の発生するおそれがなくなった場合 

(3) 組織 

  災害警戒体制 

  総 務 班 

情報収集班 

医療救助班 

建 設 班 

上下水道班 

教 育 班 

消 防 班 

4名 

2名 

2名 

4名 

2名 

2名 

1名 

  

初動班体制  

災害時指定職員 ＋ 

  

  

  合 計 17名 

(4) 所掌事務 

初動班体制及び災害警戒体制の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

ア 災害情報の収集及び伝達に関すること 

イ 災害危険箇所の巡視に関すること 

ウ その他本部長が必要と認めること 
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第４ 災害対策本部体制 

１ 設置基準 

災害対策本部は次の基準により町長が設置する。 

(1) 地震による災害が発生した場合で、その被害の程度により町長が災害対策本部設置

の必要があると認めた場合 

(2) 本町又は隣接市町において震度 5 強以上の地震が発生した場合は、その時点で自動

的に設置となる。 

 

２ 町長への具申等 

災害対策本部の班長の職責を有する者は、災害の発生が予測される場合、以下により町

長に対しその旨を具申し、災害対策本部の迅速な設置を図るものとする。 

(1) 対策本部の各班長は、対策本部の設置が必要と認めた場合は、副町長と協議の上、町

長に対策本部の設置を具申しなければならない。 

(2) 対策本部の各班長は、非常事態にあって上記の協議を行う時間のない場合は、直ちに

町長に対策本部の設置を具申しなければならない。 

(3) 町長が出張又は病気などにより本部長の業務を遂行できないときは、副町長が代行

する。 

 

３ 組織 

災害対策本部                   本部会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 設置場所 

災害対策本部は、町役場に設置するが、庁舎が被害を受け使用不能となった場合は、総

合文化センターに本部を設置する。 

 

・本部長 

・副本部長 

・各班長 

本 部 長（町長） 

副本部長（副町長） 

情報収集班 

医療救助班 

建設班 

総務班 

上下水道班 
総

務

係 

消

防

係 

教育班 

消防班 
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５ 閉鎖基準 

被害が拡大するおそれが解消し、応急対策活動がおおむね終了したときには町長が閉

鎖を決定する｡ 

 

６ 事務分掌 

班 事 務 分 掌 

総務班 

総 務 課 

企画財政課 

(班長)総務担当理事 

1．災害の予防及び応急対策の総合調整、各班との連絡に関す

ること 

2．災害対策本部の設置及び閉鎖に関すること 

3．防災会議に関すること 

4．本部会議に関すること 

5．自衛隊の派遣要請及び受入れに関すること 

6．災害広報に関すること 

7．自主防災組織との連絡、防災体制及び活動の調整 

8．消防団（水防団）活動の調整及び指示に関すること 

9．危険物の防災対策に関すること 

10.水防資材の点検、整備、確保に関すること 

11.消防活動及び水防活動に関すること 

12.避難場所への誘導及び連絡に関すること 

13.被災宅地危険度判定に関すること 

14.要配慮者支援に関すること 

情報収集班 

税住民課 

会計課 

議会事務局 

(班長)総務担当理事 

1．予報、警報の連絡に関すること 

2．災害情報、被害状況の収集及び報告に関すること 

3．府及び関係機関との連絡に関すること 

4．住民被害の調査に関すること 

5．公共施設災害の概要調査に関すること 

6．罹災証明に関すること 

医療救助班 

福祉課 

健康対策課 

子育て支援課 

(班長)健康福祉担当理事 

1．医療救護、助産に関すること 

2．衛生医療に必要な調査及び連絡に関すること 

3．医療機関の被害状況調査及び応急措置に関すること 

4．感染症の予防に関すること 

5．死亡者の処置及び埋葬に関すること 

6．災害救助法の運用に関すること 

7．救助に必要な情報の収集調査、連絡に関すること 

8．救助物資の確保、配分に関すること 

9．福祉施設の被害状況調査、報告、応急措置に関すること 

10.避難場所の開設、連絡及び炊出しに関すること 

11.義援金（見舞金）の受付、配分に関すること 

12.被災地の防疫に関すること 

13.罹災者の救済に関すること 

14.食料等救助に必要な物資の確保に関すること 

15.ボランティアに関すること 

16.京都府山城北保健所との連絡に関すること 

17.要配慮者支援に関すること 
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班 事 務 分 掌 

建設班 

建設環境課 

まちづくり推進課 

産業観光課 

(班長)建設事業担当理事 

1．商工業関係の被害状況調査及び応急処置に関すること 

2．農林水産関係の被害状況調査及び応急処置に関すること 

3．ため池に係る水防活動及び管理指導に関すること 

4．水防に関すること 

5．河川、道路、橋りょうの被害状況調査及び応急復旧に関す

ること 

6．京都府山城広域振興局、京都府山城北土木事務所との連絡

に関すること 

7．交通規制に関すること 

8．町営住宅の被害状況調査及び応急復旧に関すること 

9．応急仮設住宅の建設に関すること 

10.被災建築物応急危険度判定に関すること 

11.清掃作業に関すること 

上下水道班 

上下水道課 

(班長)建設事業担当理事 

1．飲料水の確保及び供給に関すること 

2．飲料水の水質管理に関すること 

3．水道施設の被害状況調査及び応急対策に関すること 

4．水道施設の応急対策に要する資材の調達に関すること 

5．下水道施設の被害状況調査及び応急対策に関すること 

6．下水道施設の応急対策に要する資材の調達に関すること 

教育班 

学校教育課 

社会教育課 

(班長)教育次長 

1．学校教育施設の被害状況調査及び応急対策に関すること 

2．学校教育施設の応急使用に関すること 

3．児童生徒の応急教育に関すること 

消防班 

京田辺市消防署 

宇治田原分署 

(班長)宇治田原分署長 

1．災害の防御に関すること 

2．救急・救助に関すること 

3．傷病者等の輸送に関すること 

4．避難誘導に関すること 

5．消防業務に必要な情報の収集に関すること 

6．町内の警戒、巡視に関すること 

7．災害予防に関すること 
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第５ 動員配備計画 

地震の規模や予想される被害の程度による配備体制及び職員動員基準は以下のとおりと

する。 

(1) 配備体制及び動員基準 

配備体制 動員 

地震の状況 

本町又は隣接市町での震度 

（計測震度） 

情報収集体制 

5 名 

（総務班・建設班 

・上下水道班） 

震度 4 

（3.5～4.4） 

初動班体制 

＋ 

災害警戒体制 

(災害対策本部体制 

１号配備) 

50 名程度 

（指定職員） 

震度 5 弱 

（4.5～4.9） 

災害対策本部体制 

２号配備 

90 名程度 

（全町職員の約 70％） 

震度 5 強 

（5.0～5.4） 

災害対策本部体制 

３号配備 
全町職員 

震度 6 弱以上 

（5.5 以上） 

(2) 動員方法 

上記の基準に従い、動員基準の地震情報を知り得たときに、自主的に配備につく。ま

た、職員の出勤する場所はあらかじめ指定しておく。 

(3) 所属職員の掌握 

各班の責任者は所属職員の掌握を行い、本部長に報告する。 

 

第６ 職員の証票 

職員が災害対策基本法に基づき施設、家屋に立入り、調査を行う場合における職員の身分

を示す証票については、宇治田原町服務規程（平成 8 年規程第 3 号）第 5 条第 1 項の規定

に基づく身分証明書とする。 
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第２節 応援受援計画 

（総務班） 

第１ 計画の方針 

大規模な震災が発生し、本町のみでは対応が不十分となる場合、災害対策基本法に基づき

府、防災関係機関、自衛隊、他の自治体等に応援要請を行い、災害応急対策や災害復旧のた

め万全を期すものとする。 

また、他都道府県において大規模な災害が発生し、応援を実施する必要がある場合、府及

び他市町村と連携し迅速に応援を実施する。 

 

第２ 京都府に対する応援要請 

１ 要請の手続き 

応援を求める必要が生じた場合には、本部長は直ちに本部会議を召集し、応援要請につ

いて、協議し決定する。ただし、事態が急迫し、本部会議を召集する時間がないときは、

本部長が応援要請を決定する。 

京都府知事に応援要請する場合は、2の要請事項を明らかにし、電話等により行う。な

お、後日速やかに文書を送付する。 

 

２ 要請事項 

要請にあたっては、次の事項について、あらかじめ明らかにして行う。 

ア 災害の状況及び応援を求める理由 

イ 応援を希望する機関名 

ウ 応援を希望する人員、物資等 

エ 応援を必要とする区域、期間 

オ 応援を必要とする活動内容 

カ その他必要な事項 

 

第３ 近隣市町村への応援要請 

大規模な災害時には近隣市町村間で連携して、相互応援体制を敷き対応を図ることとな

る。本町だけでは対応が困難な場合には、近隣市町村へ応援要請を行う。要請の手続きは前

項の府に対する応援要請に準じる。 

 

第４ 相互応援締結市町村への応援要請 

大規模な災害が発生し本町だけでは対応が困難な場合には、災害時相互応援協定締結市

町村に対し応援要請を行う。要請の手続きは協定文書による。 

 

第５ その他団体及び機関への応援要請 
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府に対する応援要請に準じる。また、他府県・指定公共機関・指定地方公共機関に対する

応援要請は原則として文書で京都府知事に要請する。ただし、事態が切迫し緊急を要する場

合は、電話等をもって要請し、後日速やかに文書を送付する。 

 

第６ 自衛隊に対する応援要請、受入れ体制 

１ 自衛隊との事前調整 

(1) 実務担当者間の連絡・調整 

被害の程度が判明し、自衛隊への派遣要請の必要性が高まった段階で、町及び自衛隊

の実務担当者は連絡・調整を開始するものとする。 

(2) 連絡・調整の手順 

ア 町は、災害派遣要請実施の見通し、災害等の種類、判明している被災状況等につい

て、自衛隊の担当者に情報を提供するものとする。 

イ 派遣の可能性が高まった場合、具体的な活動内容・範囲等について、調整を進める

とともに、集結場所を概定する。 

連絡先 

陸上自衛隊 第４施設団 第３科 

所在地 宇治市広野町風呂垣外 1-1 

ＮＴＴ回線(勤務時間内)0774-44-0001（内線 236）FAX 0774(44)0001 

(勤務時間外)0774-44-0001（内線 223）FAX 0774(44)0001 

衛星通信系防災情報システム(勤務時間内)衛星 7-757-8109、FAX 7-757-8100 

(  〃  )地上 8-757-8109、FAX 8-757-8100 

(勤務時間外)衛星 7-757-8101、FAX 7-757-8100 

(  〃  )地上 8-757-8101、FAX 8-757-8100 

 

２ 災害派遣の要請の要求 

ア 本部長は、災害が発生し、又はそのおそれがある場合、町及び府並びに関係機関等

の機能をもってしてもなお、防災の万全を期し難いと認めるときは、京都府山城広域

振興局長を通じて京都府知事に対し、自衛隊の災害派遣を要請するよう求める。 

イ 本部長は、前項の要求ができない場合には、その旨及び災害の状況を自衛隊に報告

する。 

ウ 本部長は、前項の通知をしたときは、速やかにその旨を京都府知事に通知する。 

 

＊特に緊急を要するため止むを得ず、町長から直接自衛隊に要請の連絡を行う場合の

連絡先 

連絡先 

陸上自衛隊 第４施設団 

所在地 宇治市広野町風呂垣外 1-1 

ＮＴＴ回線(勤務時間内)0774-44-0001（内線 236）FAX 0774(44)0001 

(勤務時間外)0774-44-0001（内線 223）FAX 0774(44)0001 
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衛星通信系防災情報システム(勤務時間内)衛星 7-757-8109、FAX 7-757-8100 

(  〃  )地上 8-757-8109、FAX 8-757-8100 

(勤務時間外)衛星 7-757-8101、FAX 7-757-8100 

(  〃  )地上 8-757-8101、FAX 8-757-8100 

なお、要請は、京田辺市消防署並びに田辺警察署と協議の上、迅速に行う。 

 

３ 災害派遣要請の要求の手続き 

災害派遣の要請事項（第 2－2）を明らかにして、文書をもって京都府知事に行う。 

ただし、事態が急迫して文書によることができない場合は、電話等によることができる。

この場合、事後において、速やかに文書を送付するものとする。 

 

４ 災害派遣の受入れ体制 

派遣要請の要求を行った場合は、直ちに関係機関に連絡するとともに、自衛隊の救援活

動が円滑に実施できるように、受入れ体制を準備する。 

ア 町は自衛隊の宿泊所を速やかに確保する。 

イ 町は自衛隊の集結場所を速やかに確保する。 

ウ 町は総務班を受入れ責任者として指名し、派遣部隊の指揮官との連絡調整にあた

る。 

エ 応援を求める作業について、速やかに作業計画を立てるとともに、作業に必要な資

機材の確保に努める。なお、作業計画については、自衛隊到着後派遣部隊と速やかに

協議する。 

オ ヘリコプター利用のためにヘリポートについても準備する。 

カ 自衛隊到着後、京都府知事にその旨報告する。 

 

５ 自衛隊の活動内容 

自衛隊には、次の内容について、災害の様態に応じた活動を要請する。 

ア 被害状況の把握 

イ 避難の援助 

ウ 遭難者・行方不明者の救助・捜索 

エ 水防活動 

オ 消防活動 

カ 道路又は水路の啓開 

キ 診療、防疫、病害虫防除等支援 

ク 通信 

ケ 人員及び物資の緊急輸送 

コ 炊飯又は給水の支援 

サ 交通規制の支援 

シ 危険物の保安及び除去 

ス その他災害応急対策の支援 
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６ 経費の負担 

派遣職員の待遇及び経費の負担については、災害対策基本法第 32条、第 92条、同施行

令に定めるところによる。 

 

７ 派遣部隊の撤収要請 

本部長は、派遣要請の目的を達成したとき又は必要がなくなったときは、派遣部隊とそ

の他の関係機関と協議の上、文書により京都府知事に撤収の要請を依頼する。 

 

第７ 応援計画 

１ 発災時の情報収集 

情報収集及び連絡調整に必要な人員を確保し、府を通じ災害の状況等を把握する。 

 

２ 応援の実施 

被災地のニーズ等を踏まえ、必要な支援を実施する。なお、人的支援の実施においては、

男女双方の視点やニーズの違い、性的少数者（ＬＧＢＴＱ）等に配慮するよう努める。 
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第３節 災害情報収集・伝達計画 

（情報収集班） 

第１ 計画の方針 

この計画は、災害時における災害情報及び被害状況の収集、関係機関との連絡等を迅速か

つ円滑に行うため、その要領を定めるとともに、非常の際の通信連絡の確保について定める。 

 

第２ 通信連絡体制 

１ 通信窓口の指定 

表 京都府、隣接市町、関係公共機関等の窓口一覧 

機関名 通信窓口 
電話 

番号 

昼間 京都府衛星通信系 

防災情報システム 
所在地 

夜間 

京都府 
災害対策課 

保安室 

075-414-4472 8(7)-700-8110 

8(7)-700-8145 

京都市上京区下立売通

新町西入薮ノ内町 075-414-4051 

京都府山城 

広域振興局 
田辺地域総務防災課 

0774-62-0173 
8(7)-760-213 京田辺市田辺明田 1 

〃 

京都府山城北 

土木事務所 
河川砂防課 

0774-62-0059 
8(7)-760-461 京田辺市田辺明田 1 

〃 

京都府山城北 

保健所 
綴喜分室 

0774-63-5745 
8(7)-760-591 京田辺市田辺明田 1 

〃 

京都府 

山城教育局 
総務課 

0774-62-0008 
8(7)-760-511 京田辺市田辺明田 1 

〃 

田辺警察署 警備課 
0774-63-0110 

－ 京田辺市興戸小モ詰 1 
〃 

西日本電信電話

㈱京都支店 
災害対策担当 

075-842-9463 
8-726-8101 

京都市中京区壬生東淵

田町 22 0120-444-113 

関西電力送配電

株式会社 

京都本部 

統括グループ 
0800-777-3081 8-725-8101 

京都市伏見区片原町

293-3（伏見配電営業所） 

京田辺市 安心まちづくり室 
0774-64-1307 

8(7)-762-8101 京田辺市田辺 80 
〃 

井手町 総務課 
0774-82-2001 

8(7)-763-8109 
綴喜郡井手町大字井手

小字東高月 8 〃 

八幡市 危機管理課 
075-983-3200 

8(7)-761-8109 八幡市八幡園内 75 
075-983-1111 

城陽市 危機・防災対策課 
0774-56-4045 

8(7)-752-8109 城陽市寺田東ノ口 16･17 
0774-52-1111 

宇治市 
危機管理室 

警備員室 

0774-39-9421 
8(7)-751-8109 宇治市宇治琵琶 33 

0774-22-3142 

和束町 総務課 
0774-78-3001 

8(7)-775-8109 
相楽郡和束町大字釜塚

小字生水 14-2 〃 
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機関名 通信窓口 
電話 

番号 

昼間 京都府衛星通信系 

防災情報システム 
所在地 

夜間 

大津市 危機・防災対策課 
077-528-2616 

－ 滋賀県大津市御陵町 3-1 
077-523-1234 

甲賀市 危機管理課 
0748-65-0665 

－ 
滋賀県甲賀市水口町 

水口 6053 0748-65-0650 

日本赤十字社 

京都府支部 
支部事務局 075-541-9326 8-720-8101 

京都市東山区三十三間

堂廻り町 644 

 

２ 災害時優先電話 

災害等が発生した場合、被災地等への通話が集中することから通話が制限されること

があるが、被害情報等の重要な通信に使用するため、災害時等に発信する通話を優先的に

取り扱う「災害時優先電話」を確保している。 

災害時においては、災害時優先電話を平常業務に使用することを制限するとともに、災

害時優先電話に連絡責任者を配置し、迅速かつ円滑な通信連絡を確保する。 

 

３ 有線通信が途絶した場合の措置 

有線通信施設の被災等により、規定の通信連絡が困難な場合は、以下のとおり無線設備

又は使者（伝令）等により通信連絡を確保する。 

(1) 京都府との連絡 

府との連絡は、京都府衛星通信系防災情報システムを利用する。 

(2) 町各班との連絡 

災害現場等に出動している各班との連絡は、携帯電話又は町防災行政無線により行

う。また、必要に応じ災害現場等に伝令を派遣する。 

(3) 非常無線通信 

災害等により非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合で、災害対策上、

必要が生じた場合は、電波法（昭和 25年法律第 131号）第 52条の規定により、免許状

に記載された範囲外の通信、すなわち「非常通信」を行える。 

必要に応じて町在住のアマチュア無線局に協力を要請する。 

 

４ 通信連絡系統 

災害時の本部を中心とする非常用通信は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇治田原町役場 京都府（災害対策課） 

国土交通省天ヶ瀬ダム管理支所 京都府（災害対策課） 

宇治市、京田辺市 京都府ルートへ 

宇治田原町交番 田辺警察署 府警察本部 

無線区間 使送区間 衛星通信系防災情報システム 

京都府（災害対策課） 
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第３ 地震に関する情報等の収集・伝達 

１ 京都地方気象台 

(1) 緊急地震速報 

ア 緊急地震速報の発表 

緊急地震速報は、地震の発生直後に、震源に近い地震計でとらえた観測データを解

析して、震源や地震の規模（マグニチュード）を推定し、これに基づいて各地での主

要動の到達時刻や震度、長周期地震動階級を予想し、可能な限り素早く知らせる情報

であり、気象庁により発表される。 

一般向けの情報では、最大震度が 5 弱以上又は最大長周期地震動階級が 3 以上と

予想された場合に、震度 4 以上又は長周期地震動階級 3 以上が予想される地域を対

象に緊急地震速報（警報）を発表し、テレビやラジオ、携帯端末、防災行政無線など

で緊急地震速報が伝達される。 

イ 緊急地震速報を見聞きした場合にとるべき行動 

緊急地震速報が発表されてから強い揺れが来るまではわずかな時間しかないため、

震度又は長周期地震動階級のいずれの基準によるものかに関わらず、緊急地震速報

を見聞きしたときは、まずは自分の身の安全を守る行動をとる必要がある。 

ウ 普及啓発の推進 

町は、住民が緊急地震速報を受けたときの適切な対応行動を含め、緊急地震速報に

ついて、普及啓発に努めるとともに、防災訓練のシナリオに緊急地震速報を取り入れ

るなど、地震発生時の対応行動の習熟を図るよう努める。 

(2) 地震に関する情報の種類 

ア 地震情報の発表 

地震に関する資料や状況を速報するための「地震情報及び津波警報等」は、気象庁

地震火山部及び大阪管区気象台から発表される。このうち、地震情報の種類と内容は

次のとおりである。 

表 地震情報の種類 

情報の種類 内 容 

震度速報 
地震発生約 1 分半後、震度 3 以上の全国約 190 に区分した地域名と地震

の発生時刻を発表 

震源に関する

情報 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）に「津波の心配

なし」又は「若干の海面変動はあるかもしれないが被害の心配はなし」

を付加して発表 

震源・震度 

情報 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、震度 1 以上を

観測した地点と観測した震度を発表。それに加えて、震度 3 以上を観測

した地域名と市町村毎の観測した震度を発表。震度 5 弱以上と考えられ

る地域で、震度を入手していない地点がある場合は、その市町村・地点

名を発表 

その他の情報 地震が多発した場合の震度 1 以上を観測した地震回数情報や顕著な地
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情報の種類 内 容 

震の震源要素更新のお知らせなどを発表 

推計震度 

分布図 

震度 5 弱以上を観測した場合に、観測した各地の震度データをもとに、

250ｍ四方ごとに推計した震度（震度 4 以上）を図情報として発表 

長周期地震動

に関する 

観測情報 

震度 1 以上を観測した地震のうち、長周期地震動階級 1 以上を観測した

場合に、地域毎の震度の最大値・長周期地震動階級の最大値のほか、地

点毎に、長周期地震動階級や長周期地震動の周期別階級等を発表 

遠地地震に 

関する情報 

国外で発生した地震について、以下のいずれかを満たした場合等に地震

の発生時刻、発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）をおおむ

ね 30 分以内に発表（※）。日本や国外への津波の影響に関しても記述し

て発表 

・マグニチュード 7.0 以上 

・都市部等、著しい被害が発生する可能性がある地域で規模の大きな地

震を観測した場合 

（※）国外で発生した大規模噴火を覚知した場合は 1 時間半～2 時間程

度で発表 

イ 情報の伝達基準 

京都地方気象台からの地震に関する情報の伝達基準は、おおむね次による。 

(ｱ) 震源に関する情報は、近畿 2 府 7 県（福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪

府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県）とその沿岸海域を震央とする地震で、震

度 3以上を観測した地震について、津波のおそれがないと判断されたとき 

(ｲ) 震源・震度情報は、次のいずれかの地震を観測されたとき 

・府内で震度 1以上 

・近隣府県で震度 5弱以上 

・その他の府県で震度 6弱以上 

(ｳ) 遠地地震に関する情報：外国で顕著な地震が発生したとき 

(ｴ) その他の情報：上記以外に防災上有効と認められるとき 

ウ 情報の伝達 

地震情報は、気象庁地震火山部及び大阪管区気象台に頭書きを付加して伝達され

る。ただし、遠地地震に関する情報及びその他の情報はそのまま伝達される。 

各地の震度に関する情報については、府及び近隣府県で震度 1 以上を観測した地

点が伝達される。 

＊地震情報の伝達経路は、本編 89 頁参照 

 

２ 京都府 

府は、地震情報を京都地方気象台から入手した場合は、直ちに、関係機関へ通報する。 

＊気象庁震度階級とその説明は、本編 90 頁～92 頁参照 

 

３ 宇治田原町 

関係部課に情報等を周知徹底できるようあらかじめ内部情報伝達組織を整備し、情報
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等の伝達を受けた場合は、速やかに住民その他関係のある団体に周知徹底する。 

＊災害発生等緊急時における連絡系統は、本編 93 頁参照 

 

４ 放送要請 

地震情報とともに、直接被災者等に「避難」、「給水」、「食料」等の応急対策措置並びに

「道路情報」等を緊急に広報する必要のある場合は、本部長は、「災害対策基本法に基づ

く放送要請に関する協定（昭和 41 年 5 月 10 日及び平成 4 年 4 月 22 日締結）」により、

放送機関に対して放送の要請を行う。 

＊京都地方のラジオ受信周波数は、本編 93 頁参照 

 

５ 異常現象発見時の通報 

町は、災害が発生するおそれがある異常な現象を発見、又は通報を受けたとき、直ちに

京都府知事及び気象台その他の関係機関に通報する。 

(1) 通報すべき異常現象 

ア 著しく異常な気象現象（例えば、竜巻、強い降ひょう等） 

イ 気象に密接に関連する地面及び地中の諸現象 

(2) 発見者の通報 

災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、次の最も近いところに通

報する。 

ア 町役場 

イ 田辺警察署宇治田原町交番 

ウ 京田辺市消防署宇治田原分署 

(3) 本部長への通報 

異常現象を発見した場合、あるいは住民から通報を受けた職員・警察官・消防職員・

消防団員は、直ちに本部長に通報する。 

(4) 本部長の関係機関への通報 

町は、前(3)の通報を受けた場合は、直ちに情報を確認し、必要な応急措置を行う。 
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図 地震情報の伝達経路 

 

 

 

  

京都府災害対策課 

（時間外は危機管理部） 
京都地方気象台 

宇治田原町 

気象庁本庁 

及び 

大阪管区気象台 

京都府 

山城広域振興局 

有 線 

衛星通信系 

防災情報システム 

管内府地方機関 
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表 気象庁震度階級とその説明 

○人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況 

震度 

階級 
人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況 

0 

人は揺れを感じない

が、地震計には記録さ

れる。 

－ － 

1 

屋内で静かにしている

人の中には、揺れをわ

ずかに感じる人がい

る。 

－ － 

2 

屋内で静かにしている

人の大半が、揺れを感

じる。眠っている人の

中には、目を覚ます人

もいる｡ 

電灯などのつり下げ物が、わず

かに揺れる。 
－ 

3 

屋内にいる人のほとん

どが、揺れを感じる。歩

いている人の中には、

揺れを感じる人もい

る。眠っている人の大

半が、目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立てるこ

とがある。 
電線が少し揺れる。 

4 

ほとんどの人が驚く。

歩いている人のほとん

どが、揺れを感じる。眠

っている人のほとんど

が、目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大きく

揺れ､棚にある食器類は音を立

てる。座りの悪い置物が、倒れる

ことがある。 

電線が大きく揺れる。自動車を運転

していて、揺れに気付く人がいる。 

5 弱 

大半の人が、恐怖を覚

え、物につかまりたい

と感じる。 

電灯などのつり下げ物は激しく

揺れ､棚にある食器類、書棚の本

が落ちることがある。座りの悪

い置物の大半が倒れる。固定し

ていない家具が移動することが

あり、不安定なものは倒れるこ

とがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ちるこ

とがある。電柱が揺れるのがわか

る。道路に被害が生じることがあ

る｡ 

5 強 

大半の人が、物につか

まらないと歩くことが

難しいなど、行動に支

障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本で、

落ちるものが多くなる。テレビ

が台から落ちることがある。固

定していない家具が倒れること

がある。 

窓ガラスが割れて落ちることがあ

る。補強されていないブロック塀が

崩れることがある。据付けが不十分

な自動販売機が倒れることがある。

自動車の運転が困難となり、停止す

る車もある。 

6 弱 
立っていることが困難

になる。 

固定していない家具の大半が移

動し、倒れるものもある｡ドアが

開かなくなることがある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落下

することがある。 

6 強 立っていることができ

ず、はわないと動くこ

とができない。揺れに

ほんろうされ、動くこ

ともできず、飛ばされ

ることもある。 

固定していない家具のほとんど

が移動し、倒れるものが多くな

る。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落下

する建物が多くなる。補強されてい

ないブロック塀のほとんどが崩れ

る。 

7 

固定していない家具のほとんど

が移動したり倒れたりし、飛ぶ

こともある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破損､落下

する建物がさらに多くなる。補強さ

れているブロック塀も破損するも

のがある。 
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○木造建物（住宅）の状況 

震度 
階級 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

5 弱 － 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられること
がある。 

5 強 － 
壁などにひび割れ・亀裂がみられることがあ
る。 

6 弱 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみ
られることがある。 

壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 
壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ることがあ
る。 
瓦が落下したり、建物が傾いたりすることがあ
る。倒れるものもある。 

6 強 
壁などにひび割れ・亀裂がみられる
ことがある。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るものが多
くなる。 
傾くものや、倒れるものが多くなる。 

7 
壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 
まれに傾くことがある。 

傾くものや、倒れるものがさらに多くなる。 

（注 1）木造建物（住宅）の耐震性により 2つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど高い傾向があり、

おおむね昭和 56 年（1981年）以前は耐震性が低く、昭和 57年（1982年）以降には耐震性が高い傾向がある。し

かし、構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の

高低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注 2）この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラス、金網下地

を含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル等が剥離し、落下しやすくな

る。 

（注 3）木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成 20年（2008年）岩手・宮城内

陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

 

○鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 
階級 

鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

5 強 － 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・
亀裂が入ることがある。 

6 弱 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび
割れ・亀裂が入ることがある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・
亀裂が多くなる。 

6 強 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび
割れ・亀裂が多くなる。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めやＸ状
のひび割れ・亀裂がみられることがある。 
1 階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが
ある。 

7 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび
割れ・亀裂がさらに多くなる。 
1 階あるいは中間階が変形し、まれに
傾くものがある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めやＸ状
のひび割れ・亀裂が多くなる。 
1 階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが
多くなる。 

（注 1） 鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、おおむね昭和 56 年

（1981年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降は耐震性が高い傾向がある。しかし、構造形式や平面

的、立面的な耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が

決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注 2） 鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割れがみられるこ

とがある。 
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○地盤・斜面等の状況 

震度
階級 

地盤の状況 斜面等の状況 

5 弱 亀裂(※1)や液状化(※2)が生じる
ことがある。 

落石やがけ崩れが発生することがある。 
5 強 

6 弱 地割れが生じることがある。 がけ崩れや地すべりが発生することがある。 

6 強 大きな地割れが生じることがあ
る。 

がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山体の崩
壊が発生することがある(※3)。 7 

※1 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記している。 

※2 地下水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、地面からの泥水の

噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる、下水管やマンホールが浮き上がる、建物の土台が傾いたり壊

れたりするなどの被害が発生することがある。 

※3 大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成されることがある。ま

た、大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 

○ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の 

停止 

安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度 5 弱程度以上の揺れで遮

断装置が作動し、ガスの供給を停止する。 

さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給が止まることが

ある（※）。 

断水、停電の 

発生 
震度 5 弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生することがある（※）。 

鉄道の停止、 

高速道路の 

規制等 

震度 4 程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安全確認のため、

運転見合わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断によって行われる。（安全確認

のための基準は、事業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の 

障害 

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・インターネッ

ト等による安否確認、見舞い、問合せが増加し、電話等がつながりにくい状況（ふく

そう）が起こることがある。そのための対策として、震度 6 弱程度以上の揺れがあっ

た地震などの災害の発生時に、通信事業者により災害用伝言ダイヤルや災害用伝言板

などの提供が行われる。 

エレベーター

の停止 

地震管制装置付きのエレベーターは、震度 5 弱程度以上の揺れがあった場合、安全の

ため自動停止する。運転再開には、安全確認などのため、時間がかかることがある。 

※ 震度 6 強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の供給が停止すること

がある。 

○大規模構造物への影響 

長周期地震動(※)

による超高層ビル

の揺れ 

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンクリート造建

物に比べて地震時に作用する力が相対的に小さくなる性質を持っている。しか

し、長周期地震動に対しては、ゆっくりとした揺れが長く続き、揺れが大きい場

合には、固定の弱いＯＡ機器などが大きく移動し、人も固定しているものにつか

まらないと、同じ場所にいられない状況となる可能性がある。 

石油タンクの 

スロッシング 

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内溶液の液面が大きく揺

れる現象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災などが発生したりする

ことがある。 

大規模空間を有す

る施設の天井等の

破損、脱落 

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁など構造自

体に大きな被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく揺れたりして、破

損、脱落することがある。 

※ 規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到達して、平野部では

地盤の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。 
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表 京都地方のラジオ受信周波数 

放送局名 周波数（中波） 周波数（中波） 周波数（FM） 

ＮＨＫ大阪放送局 第一 666kHz 第二 828kHz 88.1ＭHz 

ＮＨＫ京都放送局   82.8ＭHz 

ＫＢＳ京都    1143kHz 

  94.9ＭHz 

  

ＦＭ京都   89.4ＭHz 

ＦＭ宇治   88.8ＭHz 

[注] ＮＨＫの地震に関する放送 

1 地震 

(1) 震度 3～5 の地震については、全国に向けて速報 

テレビ 画面に字幕スーパーで速報 

ラジオ 第一放送の番組を適時中断し速報 

(2) 震度 6 以上の地震については、全国放送の臨時ニュース 

2 緊急警報放送システム 

消防団 

団 長 

災害発生等緊急時における連絡系統図 

京田辺市消防署 

119 
発 見 者 

宇治田原町役場 

（88）2250 
町 長 

京田辺市消防署宇治田原分署 

（88）5500 

総務担当理事 副町長 

健康福祉担当理事 

副団長 副団長 建設事業担当理事 

教育次長 教 育 長 

分団長 分団長 

総務課員 
各 部 長 

※災害発生地区消防団幹部には
優先的に連絡する。 
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第４ 被害状況の収集・伝達 

１ 被害状況の収集 

被害が発生したとき、町は、直ちに被害状況の収集活動を開始し、必要に応じて京田辺

市消防署・田辺警察署その他関係機関と密接な連絡をとりながら、災害対策活動に必要な

情報の収集に努める。 

(1) 収集すべき被害情報の内容 

災害発生後、直ちに収集すべき被害情報は、おおむね次のとおりである。 

ア 人的被害 

イ 住家被害 

ウ 非住家被害 

エ その他被害 

オ 被災世帯数 

カ 被害金額 

(2) 被害状況収集の実施者 

被害状況収集は、災害対策本部事務分掌に定められた各班の所管業務に基づいて、所

属の職員があたる。それぞれの分担の一覧は次のとおりである。 

表 被害状況収集の実施者及び実施内容 

調査実施者 収集すべき被害状況の内容 

各施設の管理者 ① 所管施設の来所者、入所者、職員等の人的被害 

② 所管施設の物的被害及び機能被害 

職務上の関連課 ① すべての人的被害 

② 火災発生状況及び火災による物的被害 

③ 避難の必要の有無及びその状況 

④ 要救急救助情報及び医療活動情報 

⑤ 商店、工場、田畑、危険物施設等の物的被害 

⑥ 住家の被害 

⑦ 危険物取扱施設の物的被害 

⑧ 避難道路及び橋りょう等の被災状況 

 

２ 被害状況のとりまとめ 

(1) 情報の総括・報告責任者 

情報の総括・報告は、情報収集班が担当する。 

(2) 各班から本部長への報告 

各班は、災害が発生してから被害に関する応急対策が完了するまでの間、被害状況及

び災害応急対策の活動状況を本部長に報告する。 

 

３ 京都府への報告 

(1) 被害の認定基準 

災害による被害の認定に際しては、「表 被害程度の認定基準」に基づく。 

＊「表 被害程度の認定基準」は、本編 97 頁～99 頁参照 
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(2) 報告の要領及び内容 

ア 災害情報 

町は、町内に災害が発生し、又はそのおそれがある場合若しくは災害対策本部を設

置した場合又は災害の状況、社会的影響等から報告の必要がある場合には、その状況

を速やかに府（京都府山城広域振興局田辺地域総務防災課）に報告する。 

ただし、町内で震度 5強以上を記録したもの（被害の有無を問わない。）について

は、火災・災害等即報要領（昭和 59年 10月 15日消防災第 267号）により、第一報

を府に対してだけでなく、消防庁に対しても、原則として、覚知後 30分以内で可能

な限り早く、報告するものとする。 

また、府に報告できない場合（京都府山城広域振興局田辺地域総務防災課に報告で

きない場合は、京都府危機管理部災害対策課に直接報告を行うこととするが、京都府

危機管理部災害対策課にも報告できない場合）にあっては、一時的に報告先を消防庁

に変更するものとする。この場合において、府と連絡がとれるようになった後は、府

に報告するものとする。 

なお、消防機関への 119番通報が殺到した場合においても、町は直ちに府及び消防

庁に報告することとする。 

報告の内容は以下のとおりである。 

(ｱ) 報告の内容 

ａ 被害の概要 

ｂ 災害対策本部の設置状況 

ｃ 避難指示、災害発生の状況 

ｄ 消防（水防）の活動状況 

ｅ 応援要請状況 

ｆ 要員及び職員派遣状況 

ｇ 応急措置の概要 

ｈ 救助活動の状況 

ｉ 要望事項 

ｊ その他の状況 

(ｲ) 報告の概要 

(ｱ)に掲げる事項が発生次第、その都度「様式 1 災害情報報告用紙」で府に報告

する。 

＊「様式 1 災害情報報告用紙」は、本編 100 頁参照 

イ 災害概況即報 

初期的段階で被害の有無及び程度の全般的概況について、「様式 2 災害概況即報」

で報告する。ただし、警報が発表された場合は被害の有無にかかわらず、原則として

発表後 1時間以内に報告する。 

＊「様式 2 災害概況即報」は、本編 101 頁参照 

ウ 被害状況報告 

災害概況即報後、被害状況がある程度まとまった段階において、随時「様式 3 被

害状況報告」により報告する。 
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＊「様式 3 被害状況報告」は、本編 102 頁～103 頁参照 

エ 被害確定報告 

被害の拡大のおそれがなく、被害が確定した後 15日以内にウと同じ様式により報

告する。ただし、京都府知事が必要と認める場合は、その指示に従って報告しなけれ

ばならない。 

オ 被害詳細報告 

保健環境、商工、農林、土木及び教育関係の被害詳細については、府が定めるとこ

ろに従って報告する。 

カ 被害写真報告 

被害状況の写真による報告は、最も迅速な便をもって報告する。 

(3) 報告の方法 

報告は、原則として京都府衛星通信系防災情報システムにより行い、災害の経過に応

じて把握した事項から逐次報告する。なお、京都府衛星通信系防災情報システムにより

報告を行った場合は、様式 1～3により報告したものと見なす。 

(4) 報告の留意事項 

報告にはあらかじめ定められた記号を用いて行い、単位の呼称（人、棟、世帯、セン

チメートル、ミリメートル等）は省略する。 

また、時刻は 24 時間制を採用し、午前、午後の区別は使用しない等、報告の簡略化

を図る。 

 

 

  



震災対策編 

- 震 97 - 

表 被害程度の認定基準 

分類 用語 被害程度認定基準 

人
的
被
害 

死 者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死体は確認できないが死亡し

たことが確実なもの。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあるもの。 

重傷者 

軽傷者 

当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあるもの。 

「重傷者」とは、1 月以上の治療を要する見込みのもの。 

「軽傷者」とは、1 月未満で治療できる見込みのもの。 

住
家
の
被
害 

住 家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかは問

わない。 

世 帯 生計を一つにしている実際の生活単位。 

全 壊 

（ 全 焼 ） 

（全流出） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、

流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用

することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床

面積がその住家の延床面積の 70％以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成

要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 50％

以上に達した程度のもの。 

半 壊 

（ 半 焼 ） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊

が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部

分がその住家の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の

経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20％以上

50％未満のもの。 

 

大規模半壊 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わな

ければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延

床面積の 50％以上 70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家

全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 40％以上 50％未満のもの。 

中規模半壊 

居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面する部分の過

半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難なも

の。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 30％以上 50％未満のもの、又は

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の

損害割合が 30％以上 40％未満のもの。 

半 壊 

住家半壊（半焼）のうち、大規模半壊、中規模半壊を除くもの。具体的には、損壊

部分がその住家の延床面積の 20％以上 30％未満のもの、又は住家の主要な構成要素

の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20％以上

30％未満のもの。 

準 半 壊 

住家が半壊又は半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損壊部分が

その住家の延床面積の 10％以上 20％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済

的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 10％以上 20％未

満のもの。 

一 部 破 損 

全壊及び半壊にいたらない程度の住家の損壊で、補修を必要とする程度のもの（床

上浸水及び床下浸水に該当するものを除く）。ただし、ガラスが数枚破損した程度の

ごく小さな損壊は除く。 

床 上 浸 水 
全壊及び半壊に該当しない場合において、住家の床より上に浸水したもの及び土砂

竹木等の堆積により一時的に居住不能なもの。 

床 下 浸 水 
全壊及び半壊には該当しない場合において、床上浸水にいたらない程度に浸水した

もの。 
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分類 用語 被害程度認定基準 

非住家の被害 

「非住家」とは、住家以外の建物でこの報告中他の被害個所項目に属さないもので、

全壊、半壊程度の被害を受けたもの。ただし、これらの施設に常時、人が居住してい

る場合には、当該部分は住家とする。なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏

閣等は非住家とする。 

「公共建物」とは、例えば、役所庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用

に供する建物とする。 

「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

※「住家被害」の基準にいう「損壊」とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化

を生じることにより、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

※「住家被害」の基準にいう「主要な構成要素」とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたも

のであって、住家の一部として固定された設備を含む。 

 

分類 用語 被害程度認定基準 

そ
の
他
の
被
害 

田 
流失・埋没 田の耕土が流失し、又は砂利等の堆積のため、耕作が不能となったもの。 

冠 水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったもの。 

畑 
流失・埋没 

田に準ずる。 
冠 水 

文 教 施 設 
小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、大学、高等専門学校、特別支援学校及

び幼稚園における教育の用に供する施設。 

道 路 
道路法（昭和 27 年法律第 180号）第 2 条第 1 項に規定する道路のうち、橋りょう

を除いたもの。 

橋 り ょ う 道路を連絡するために河川、運河等の上に架設された橋。 

河 川 

河川法（昭和 39 年法律第 167 号）が適用され、若しくは準用される河川若しくは

その他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止その他の

施設若しくは沿岸を保全するために防護することを必要とする河岸。 

港 湾 
港湾法（昭和 25 年法律第 218号）第 2 条第 5 項に規定する水域施設、外かく施設、

けい留施設、廃棄物埋立護岸又は港湾の利用及び管理上重要な臨港交通施設。 

砂 防 

砂防法（明治 30 年法律第 29条）第 1 条に規定する砂防施設、同法第 3 条の規定に

よって同法が準用される砂防のための施設又は同法第 3 条の 2 の規定によって同法

が準用される天然の河岸。 

崖 く ず れ 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）第 2 条に

規定する急傾斜地崩壊防止施設及び急傾斜地の崩壊（いわゆる崖くずれを含む。）に

よる災害で人命、人家、公共的建物に被害のあったもの。 

地 す べ り 
地すべりによる災害で、地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 2 条に規定

する地すべり防止施設及び人命、人家、公共的建物に被害のあったもの。 

土 石 流 土石流による災害で、人命、人家、公共的建物に被害のあったもの。 

林 地 崩 壊 
森林法（昭和 26 年法律第 249号）第 2 条第 1 項に規定する土地の崩壊とし、山腹

崩壊箇所数及び荒廃渓流数の合計数とする。 

清 掃 施 設 ごみ処理及びし尿処理施設。 

鉄 道 不 通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害。 
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分類 用語 被害程度認定基準 

そ
の
他
の
被
害 

被 害 船 舶 

ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能になったもの及

び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程度の被害

を受けたもの。 

水 道 
上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における戸

数。 

電 話 災害により通話不能となった電話の回線数。 

電 気 災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数。 

ガ ス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供給

停止となった時点における戸数。 

ブロック塀等 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数。 

罹
災
世
帯
等 

罹 災 世 帯 

災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け、通常の生活を維持できなくなっ

た生計を一にしている世帯。 

例えば寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので、共同生活を営んで

いるものについては、これを一世帯として扱い、また、同一家屋の親子夫婦であって

も、生活が別であれば分けて扱う。 

罹 災 者 数 罹災世帯の構成員とする。 

被
害
金
額 

公共文教施設 公立の文教施設とする。 

農林水産業 

施 設 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和 25 年法律

第 169 号）による補助対象となる施設をいい、具体的には農地、農業用施設、林業用

施設、漁業用施設及び共同利用施設とする。 

公 共 

土 木 施 設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）による国庫負担

の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、林地荒廃防止施設、

地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、道路、港湾、漁港及び下水道とする。 

そ の 他 の 

公 共 施 設 

公共文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をいい、例えば庁

舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共の用に供する施設とする。 

そ
の
他 

農産被害 
農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農産物の被害とす

る。 

林産被害 農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。 

畜産被害 農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。 

水産被害 農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えばのり、漁具、漁船等の被害とする。 

商工被害 建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等の被害とする。 
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様式 1 災害情報報告用紙 

災  害  情  報                  第    報 

宇治田原町 

 

 

 

月   日 

 

時現在 

 

発

信

者

名 

 

受

信

者

名 

 

 

 

 

 

 

(  時  分受) 

報告事項 

 

記 
 
 
 
 
 

事 

□新規 

 

 

□続（詳）報 

(第    報関連) 
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様式 2 災害概況即報 

報告日時 年   月   日   時   分 

災害名      （第  報） 
市町村名 宇治田原町 

報告者名  

 

災

害

の

概

況 

発生 

場所 
 

発生 

日時 
   月   日   時   分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被

害

の

状

況 

死傷者 

死者 人 重傷者 人 

住家 

全壊 棟 一部損壊 棟 

半壊 棟 床上浸水 棟 

行方 

不明者 
人 軽傷者 人 

準半壊 棟 床下浸水 棟 

 

 

 

 

 

応
急
対
策
の
状
況 
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様式 3 被害状況報告（1） 

災 害 名： 

第   報 宇治田原町 
月    日 

時現在 
受 信 
時 刻 

月    日 
時現在 

発信者  

受信者  

市町村名 （宇治田原町）    

発生年月日（  年  月  日） 
   

項 目 単位 符号 

人
的
被
害 

死 者 人 1    

行 方 不 明 者 人 2    

負傷者 
重 傷 人 3    

軽 傷 人 4    

住

家

被

害 

全 壊 （焼） 

棟 5    

世帯 6    

人 7    

半 壊 （焼） 

棟 8    

世帯 9    

人 10    

準 半 壊 

棟 11    

世帯 12    

人 13    

一 部 破 損 

棟 14    

世帯 15    

人 16    

浸水 

床 上 

棟 17    

世帯 18    

人 19    

床 下 

棟 20    

世帯 21    

人 22    
非
住
家 

被
害 

公 共 建 物 棟 23    

そ の 他 棟 24    

そ

の

他

の

被

害 

田 
流 失 埋 没 ｈa 25    

冠 水 ｈa 26    

畑 
流 失 埋 没 ｈa 27    

冠 水 ｈa 28    

文 教 施 設 箇所 29    

病 院 箇所 30    

道路 
崩 壊 箇所 31    

そ の 他 箇所 32    

橋 り ょ う 箇所 33    

河 川 箇所 34    

港 湾 箇所 35    

砂 防 箇所 36    

崖 く ず れ 箇所 37    

地 す べ り 箇所 38    

土 石 流 箇所 39    

林 地 崩 壊 箇所 40    

清 掃 施 設 箇所 41    

鉄 道 不 通 箇所 42    

被 害 船 舶 隻 43    

水 道 戸 44    

電 話 回線 45    

電 気 戸 46    

ガ ス 戸 47    

ブロック塀等 箇所 48    

ビニールハウス等 棟 49    

農 道 箇所 50    

農林水産業施設 箇所 51    

畦 畔 崩 壊 箇所 52    

農作物(   ) ｈa 53    
火
災
発
生 

建 物 件 54    

危 険 物 件 55    

そ の 他 件 56    

罹 災 世 帯 数 
(全・半壊＋床上浸水) 

世帯 57    

罹 災 者 数 
(全・半壊＋床上浸水) 

人 58    
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被害状況報告（2） 

災 害 名： 

市町村名        （ 宇 治 田 原 町 ）    

発生年月日    （ 年  月  日） ・ ・ 

 

・ ・ 

 

・ ・ 

 項       目 単 位 符 号 

公 立 文 教 施 設 千 円 a    

農 林 水 産 業 施 設 千 円 b    

公 共 土 木 施 設 千 円 c    

そ の 他 の 公 共 施 設 千 円 d    

小      計 千 円 e    

 公共施設被害市町村 団 体 f    

そ 

の 

他 

農 産 被 害 千 円 g    

林 産 被 害 千 円 h    

畜 産 被 害 千 円 i    

水 産 被 害 千 円 j    

商 工 被 害 千 円 k    

林 地 被 害 千 円 l    

 千 円     

 千 円     

そ の 他 千 円 m    

小 計 千 円 n    

被 害 総 額 千 円 o 

 

   

災 害 対 策 

本   部 

設 置 年月日 p ・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 解 散 年月日 q ・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 災 害 警 戒 

本   部 

設 置 年月日 r ・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 解 散 年月日 s ・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 

・ ・ 消 防 職 員 出 動 延 人 数 人 t    

消 防 団 員 出 動 延 人 数 人 u    

市 町 村 職 員 出 動 延 人 数 人 v    

      

そ の 他 出 動 延 人 数 人 w    

出 動 延 人 数 合 計 人 x    
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第４節 広報計画 

（総務班） 

第１ 計画の方針 

災害時に被災地や隣接地域の住民に対して正確な情報を速やかに提供するとともに、被

災者の状況や要望事項等を把握するために、広報活動を速やかに実施する。 

 

第２ 計画の内容 

１ 広報体制の整備 

町は、以下により広報体制を整備する。 

(1) 広報重点地区（各災害危険地区）の把握 

(2) 専任の広報担当者の配置 

(3) 広報文案の作成 

(4) 広報優先順位の検討 

(5) 伝達ルートの確立（多ルート化による代替性の確保） 

 

２ 広報事項の連絡及び広報担当 

(1) 広報が必要な事項は、総務班に連絡する。 

(2) 広報は、総務班が調整の上、総務班又は各班において行う。 

 

３ 広報窓口等 

(1) 取材に対する対応による業務への支障、情報の混乱等を防ぐために、取材に対する窓

口は総務班とする。 

(2) 住民等からの問合せ、要望、意見等について対処する窓口は、総務班とする。 

 

４ 情報等広報事項の収集 

(1) 総務班は、必要に応じ災害現場に出向き、カメラ、ビデオカメラ等による取材活動を

実施する。 

 

５ 住民に対する広報の方法 

収集した災害情報及び応急対策等、住民に対する広報は、以下の方法により行う。 

(1) 防災用長距離スピーカー 

(2) 町ホームページ・防災アプリ 

(3) 広報車 

(4) デジタル防災行政無線（移動系） 

(5) 消防団、各区・自治会長による巡回 

(6) テレビ・ラジオ・インターネット 

(7) 京都府防災・防犯情報メール 

(8) 緊急速報メール（エリアメール） 
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６ 報道機関に対する発表 

(1) 報道機関に対する情報等の発表は、総務班において行う。 

(2) 情報等の発表に際しては、原則として日時、場所、目的等をあらかじめ各報道機関に

周知させた上で発表する。 

(3) 報道機関に対する発表あるいは報道機関からの問合せの受付、応答について、実施要

領を定めておく。発表の内容はおおむね次の事項とする。 

① 災害の種別 

② 発生日時及び場所 

③ 被害の状況 

④ 応急対策実施状況 

⑤ 住民に対する避難指示の状況 

⑥ 住民及び被災者に対する協力及び注意事項 

 

７ 広報の内容 

災害広報は、警戒段階、避難段階、救援段階、復旧段階の各段階に応じ、住民に真に必

要な情報を提供する。 

(1) 災害時における住民の心構え 

(2) 災害に係る雨量・水位等の気象情報及び災害危険箇所等に関する状況 

(3) 被害状況（一般的な被害状況のほか、安否情報も含む。） 

(4) 災害応急対策の実施状況 

(5) 避難の準備及び指示、避難先の指示等 

(6) 電気、電話、水道等の供給状況、復旧の見通し 

(7) 災害復旧の見通し 

(8) 交通規制及び交通機関の運行状況 

(9) その他（給食、給水、生活必需品等の供与状況、ごみの収集、運搬等の生活関連情報

等）必要な事項 

(10)災害の補償や融資に関すること。 

 

８ 相談窓口の設置 

総務班は、災害に関して寄せられる相談・照会・苦情に応じるため、相談窓口を速やか

に設置し、住民要望等の把握に努める。また、相談窓口で寄せられた相談・照会・苦情等

の情報については、関係機関へ適宜伝達し、迅速な処理を求める。 

なお、障がい者や外国人等に対しては、社会福祉協議会、ボランティア等の協力を得て、

相談に応じる。 

 

９ 安否情報の提供 

町は、被災者の安否について、住民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を

不当に侵害することのないよう配慮しつつ、安否情報を回答する。 
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第５節 被災者救出救護計画 

（医療救助班、消防班） 

第１ 計画の方針 

この計画は、災害のため生命身体が危険な状態にある者、又は生死不明の状態にある者に

対する捜索、救出救護について定める。 

 

第２ 救出の対象者 

(1) 災害のため、生命及び身体が危険な状態にある者 

ア 火災時に火中に取り残された場合 

イ 倒壊家屋の下敷きになった場合 

ウ 流出家屋及び孤立した地点に取り残された場合 

エ 崖くずれ、土石流、地すべり等により生き埋めとなった場合 

オ ガス、危険物、薬品等の爆発、流出、漏洩等が発生した場合 

カ 航空機、自動車の大事故が発生した場合 

(2) 当人と連絡が取れず、行方不明者となる疑いのある者、又は当該災害が原因で所在不

明となり、かつ、死亡の疑いのある者（以下「安否不明者等」という。） 

 

第３ 救出救護の方法 

(1) 救出救護の対象者を発見した者は、直ちに災害対策本部又は警察官若しくは消防職

員、消防団員に通報する。 

(2) 救出救護活動は消防署及び消防団が田辺警察署と協力して実施するが、対応できな

い場合は、隣接警察署、府に応援を要請する。 

(3) 救出救護活動を行う場合は、必要に応じ災害現場に救急現場本部を設置し、関係機関

と連携をとる。 

 

第４ 安否不明者等の氏名公表 

町は、要救助者の迅速な把握のため、関係機関の協力を得て、積極的に安否不明者（行方

不明者を含む）に関する情報収集を行う。また、府の実施する安否不明者の氏名等の公表に

協力し、速やかな安否不明者の絞り込みに努める。 

 

第５ 活動拠点の確保 

町は、府と連携し、関係機関の部隊の展開、宿営等の拠点を町の救援活動拠点に確保する。 

 

第６ 資機材等の調達等 

(1) 救出救護に必要な資機材は、原則として、当該活動を実施する機関が携行する。 

(2) 町は、必要に応じ、民間（協定締結企業等）からの協力等により、救出救護のための
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資機材を確保する。 

 

第７ 活動の調整 

(1) 府及び町の災害対策本部は、関係機関が行う活動が円滑かつ効率的に行われ、医療提

供体制が確保・継続されるよう、災害医療コーディネーターと連携しながら、総合調整

を行う。 

(2) 関係機関は、府及び町の災害対策本部による総合調整の円滑化を図るため、積極的な

情報提供を行うとともに、活動現場付近の適当な場所に合同調整所を設置するなどし

て、綿密な活動調整を行うものとする。 

 

第８ 救急活動  

(1) 救出活動は、救命措置を必要とする重傷病者を最優先する。 

(2) 傷病者に対する応急手当の実施のため救急現場本部に応急救護所を設置する。なお、

負傷の程度や救護所の能力が不足する場合は関係機関と連携して医療機関への搬送を

行う。 

 

第９ 惨事ストレス対策 

町は、救出救護活動の実施にあたり職員等の惨事ストレス対策の実施に努める。 

 

第 10 災害救助法による救出 

(1) 対象者 

ア 災害のため現に生命身体が危険な状態にある者 

イ 災害のため生死不明の状態にある者 

(2) 費用の限度 

災害救助法施行細則に定める額以内  

(3) 救出の期間 

災害発生の日から 3日以内 

＊災害救助法の適用基準については、本編 180 頁参照 
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第６節 消防活動計画 

（総務班、消防班） 

第１ 計画の方針 

消防は、その施設及び人員を活用して、住民の生命、身体及び財産を火災から保護すると

ともに水災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被害を軽減することを目

的とする。 

この目的に沿い、消防活動が迅速かつ適切に実施できるよう関係機関との協力体制の確

立等について定める。 

 

第２ 組織 

本町は、消火・救助・救急業務を京田辺市に委託しており、京田辺市消防本部組織は次の

とおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 京田辺市消防本部・署組織 

  

消防本部 

消防署 

消防 
総務課 

消防課 予防課 

総務係 予防係 

通信 
指令室 

北部 
分署 

井手 
分署 

宇治田原
分署 

消防 
第 1 係 

通信 
第 1 係 

消防 
第 1 係 

消防 
第 1 係 

消防 
第 1係 

消防 
第 2 係 

財務係 指導係 

警防課 

警防 
第 1 係 

通信 
第 2 係 

消防 
第 2 係 

消防 
第 2係 

消防 
第 2 係 

警防 
第 2 係 

通信 
第 3 係 

消防 
第 3 係 

消防 
第 3 係 

消防 
第 3係 

消防 
第 3 係 

警防 
第 3 係 

救急 
第 1 係 

救急 
第 1 係 

救急 
第 2 係 

救急 
第 2 係 

救急 
第 3 係 

救急 
第 3 係 
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町内の消防団組織は次のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 情報の収集及び報告 

町は消防署と連携をとり、災害情報の収集にあたるとともに、各消防団支部は、管轄区域

内の収集した情報を総務班に連絡する。 

 

第４ 火災警防計画 

１ 消防部隊の召集 

震度 5弱以上の場合は、京田辺市消防署においては、各所属長が自主的に参集する。ま

た、管内に震災による被害が発生した場合には、京田辺市消防署全職員が自主的に参集す

る。 

町内の消防団員の招集は、震度 6弱以上の場合に行うものとし、災害発生等緊急時にお

ける連絡系統に準ずるものとする。ただし、町内に被害が発生した場合は、団員が自主的

に参集する。 

＊災害発生等緊急時における連絡系統図は、本編 93 頁参照 

 

２ 火災等出動区分 

消防団の出動は、伝達系統に基づき団長の指示により行うものとする。 

京田辺市消防署の出動区分は、京田辺市警防規程に基づく。 

 

第５ 大規模救急活動計画 

この計画は、多数の傷病者が発生した場合（以下「救急災害」という。）における救急活

動を円滑に、かつ、効果的に実施するために、必要な事項を定める。 

 

１ 対象 

対象とする救急災害とは、次の災害又は事故等、同一災害事故によって、傷病者が 10

人以上発生した場合をいう。 

(1) 暴風、豪雨、豪雪、地震その他異常な自然現象によるもの 

(2) 火災、爆発等によるもの 

副団長 団長 

副分団長 分団長 第 2 分団 

第 1 部 南 

第 2 部 立川、荒木・岩山の一部 

第 3 部 湯屋谷、岩山の一部 

第 4 部 奥山田 

第 5 部 銘城台 

副分団長 分団長 第 1 分団 

第 1 部 郷之口、贄田、南の一部 

第 2 部 荒木、高尾 

第 3 部 岩山 

第 4 部 禅定寺、岩山の一部 

第 5 部 緑苑坂 
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(3) 交通事故によるもの 

(4) ガス類、危険物、薬品等の流出及び漏洩によるもの 

(5) その他突発的な災害又は事故によるもの 

 

２ 活動内容 

救急災害時には、消防署と連携協力し救急活動を行う。 

(1) 救急現場本部を設置して、必要な業務を行う。 

(2) 救急災害現場における救急救助活動は、おおむね次のとおりである。 

ア 災害及び事故の拡大防止に関すること 

イ 要救助者の検索、救助及び避難誘導に関すること 

ウ 傷病者の応急手当及び医療機関への搬送に関すること 

エ 災害情報の収集に関すること 

オ 警戒区域の設定に関すること 

カ 応急手当及び救急救助資機材の補給に関すること 

キ 医師、看護師等の搬送並びに必要な医療器具及び医薬品の緊急輸送に関すること 

ク その他活動上必要な事項 

(3) 応急救護所は、救急現場本部に近接する箇所に設置し、必要な業務を行う。 

(4) 傷病者の調査は、必要に応じて行う。 

(5) 災害情報の統一を図るため、情報の収集、現場広報等必要な措置をとる。 

(6) 現場の状況から応急医療救護所の設置及び応急医療処置が必要と認める場合は、関

係機関へ現場派遣を要請する。 

(7) 救急災害現場の状況に応じて、地元消防団へ出動を要請する。 

(8) 救急災害現場の関係機関等の指揮者と協議し、連携体制を確保する。 

 

第６ 危険物等応急対策計画 

１ 応急措置 

(1) 石油類等危険物保管施設 

石油類等危険物保管施設については、次の措置等を講じる。 

＊危険物貯蔵施設一覧は、参考資料編 65 頁～67 頁参照 

ア 各施設責任者の応急措置 

(ｱ) 施設の応急点検と流出、爆発、出火等の防止措置 

(ｲ) 初期消火活動並びに流出及び広域拡散の防止措置 

(ｳ) 自衛消防組織等の活動要領の確立 

(ｴ) 災害状況の把握、人命安全措置及び防災機関との連携活動 

イ 消防署の応急措置  

(ｱ) 保安措置等についての指導及び指示 

(ｲ) 消防活動 

(ｳ) 施設の責任者等との連携による応急対策の実施 

(2) 火薬類製造等施設 
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火薬類取締法（昭和 25年法律第 149号）により、火薬類製造等施設が火災、水災等

により危険な状態になったときは、次の措置を講じる。 

ア 各施設責任者の応急措置 

(ｱ) 火薬類の安全確保措置 

(ｲ) 危険地域内の住民等の避難措置 

(ｳ) 最寄りの警察署、消防署等への届け出 

イ 消防署の応急措置 

(ｱ) 消防活動 

(ｲ) 施設の責任者等との連携による応急対策の実施 

(3) 高圧ガス製造等施設 

高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204号）により規制を受ける高圧ガス関係の事業

所に災害が発生したとき又は火災、水害等により危険な状態になったときは、次の措置

等を講じる。 

ア 各施設責任者の応急措置 

(ｱ) 製造作業の中止、作業員の待避措置 

(ｲ) 貯蔵所又は充填容器の安全な場所への移動措置 

(ｳ) 必要に応じた従業者、付近の住民の避難措置 

(ｴ) 充填容器の安全確保措置 

(ｵ) 最寄りの警察署、消防署等への届け出 

イ 消防署の応急措置 

(ｱ) 保安措置等についての指導及び指示 

(ｲ) 消防活動 

(4) 毒物・劇物取扱施設 

毒物・劇物取扱施設については、消防署が応急措置として、延焼防止及び汚染区域の

拡大防止措置等を講じる。 

 

２ 災害活動 

災害活動は、第 4 項の火災警防計画に準じて行う。 

 

第７ 消防相互応援計画 

消防組織法（昭和 22 年法律第 226号）第 39条の規定により、本町では、非常事態におけ

る市町村相互間の災害防御の措置に関する協定を以下のとおり締結し、非常事態に備えて

いる。 
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表 消防相互応援協定締結状況 

京都府広域消防相互応援協定（令和 2年 3 月締結） 

南部ブロック（第 1ブロック） 

・宇治市（宇治市消防本部） ※ブロック幹事消防本部 

・城陽市（城陽市消防本部） 

・八幡市（八幡市消防本部） 

・京田辺市、井手町、宇治田原町（京田辺市消防本部） 

・久御山町（久御山町消防本部） 

八幡・綴喜地区消防相互応援協定（昭和 58年 4月締結） 

・八幡市、京田辺市、井手町、宇治田原町 

 

第８ 緊急消防援助隊の派遣要請 

消防組織法第 44条の規定により、本町で大規模災害が発生し、被害の程度が甚大になる

おそれが生じた場合は、京都府知事を通じ緊急消防援助隊の派遣を要請する。また、緊急消

防援助隊の受入れに関して、以下の事項をあらかじめ整備し、受入れに万全を期す。 

(1) 応援要請に必要な手続きに関すること 

(2) 応援部隊の集結地への誘導に関すること 

(3) 災害現場活動に係る方針に関すること 

(4) 応援部隊が担当する災害現場活動に関すること 

(5) 補給物資の調達及び搬送に関すること 

(6) 災害活動の記録に関すること 

(7) 管内地図及び消防水利に関すること 

(8) 医療機関の所在地に関すること 

(9) その他応援部隊の受入れ及び活動に必要な調整に関すること 

府への連絡方法 

［京都府消防保安課］ tel 075-414-4471 

（京都府衛星通信系防災情報システム：8(7)-700-8110） 

※府と連絡が取れない場合 総務省消防庁への連絡方法 

［平日 9:30～18:15：総務省消防庁 国民保護・防災部防災課 応急対策室］ 

tel 03-5253-7525（消防防災無線：9-90-49013） 

［休日・夜間：宿直室］ 

tel 03-5253-7777（消防防災無線：9-90-49102） 

 

第９ 大火災等の情報及び報告 

町域に大火災等の災害が発生した場合は、次により調査のうえ、災害対策に必要な情報に

意見を添えて府に報告する。 

 

１ 大火災等の情報及び報告 
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大火災等の災害が発生した場合、町長は以下により調査を実施し、災害対策に必要な情

報に意見を添えて京都府知事に報告する。 

(1) 調査報告事項 

調査報告事項は、火災・災害等即報要領による。 

(2) 調査報告を要する規模 

次のいずれかに該当する火災について報告する。 

ア 一般基準 

火災等即報については、原則として次のような人的被害を生じた火災及び事故に

ついて、火災報告様式（様式 4）により報告する。 

(ｱ) 死者 3人以上生じたもの 

(ｲ) 死者及び負傷者の合計が 10人以上生じたもの 

イ 個別基準 

火災及び事故について、アの一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項

に定める個別基準に該当するものについては報告する。 

(ｱ) 火災 

○ 建物火災 

・特定防火対象物で死者の発生した火災 

・「適マーク」を交付した防火対象物の火災で、多数の利用者等が避難したもの 

・国指定重要文化財又は特定違反建築物の火災 

・建物焼損延べ面積 3,000平方メートル以上と推定される火災 

・損害額 1億円以上と推定される火災 

○ 林野火災 

・焼損面積 10ヘクタール以上と推定されるもの 

・空中消火を要請したもの 

・住家等へ延焼するおそれがあるなど社会的に影響度が高いもの 

○ 交通機関の火災 

・航空機火災（火災発生のおそれがあるものを含む。） 

・トンネル内車両火災 

(3) 調査報告の期限 

町長の報告期限は即時 

(4) 報告系統 

 

 

(5) 直接即報基準 

(2)のイ（個別基準）(ｱ)（火災）に掲げる「交通機関の火災」について、町長は、第

一報を府に対してだけでなく消防庁に対しても、原則として覚知後 30 分以内で可能な

限り早く報告する。 

 

  

町 長 京都府知事 消防庁長官 
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様式 4 火災報告様式 

第     報 

（火  災） 

 

 

火災種別 1. 建物 2. 林野 3. 車両 4. 船舶 5. 航空機 6. その他 

出火場所  

出火日時 

(覚知日時) 

月  日  時  分 

( 月  日  時  分) 

（鎮圧日時） 

鎮 火 日 時 

( 月 日 時 分) 

月 日 時 分 

火元の業態・ 

用途 
 

事 業 所 名 

(代表者氏名) 
 

出火箇所  出 火 原 因  

死傷者 

死者（性別・年齢）   
人 
 
 
負傷者 重 症   人 

中等症   人 
    軽 症   人 

死者の生じた 

理 由 
 

 

焼損程度 
焼損 

棟数 

全焼     棟 
半焼     棟 
部分焼  棟 
ぼや     棟 

計 棟 焼 損 面 積 

建物焼損床面積 ㎡ 
建物焼損表面積 ㎡ 
林野焼損面積  ａ 

り災世帯数  気 象 状 況  

消防活動状況 
消防本部(署)         台         人 
消防団            台         人 
その他                      人 

救急･救助 

活動状況 

 
 
 

その他参考事項 

 

 

(注)第一報については、原則として、覚知後 30 分以内で可能な限り早く、分かる範囲で

記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨

(「未確認」等)を記入して報告すれば足りること。） 

報告日時  年 月 日 時 分 

都道府県  

市町村 
(消防本部名) 

 

報告者名  
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第７節 避難計画 

（総務班、医療救助班、消防班） 

第１ 避難行動計画 

１ 計画の方針 

災害発生時には、住民が自らの判断で避難行動をとることが原則である。 

町は、住民が自ら避難行動の判断ができるよう、適切に避難指示等を発令し、周知を徹底

するとともに、安全な場所に避難させるため避難誘導を行う。 

 

２ 避難の指示、緊急安全確保 

(1) 方針 

町長は、地震災害が発生した場合で、住民の生命、身体に危険が及ぶおそれがあると

認めるときは、災害危険区域の住民に対し、避難指示を発令し、周知徹底を図る。 

さらに、既に災害が発生している状況であれば、命を守るための最善の行動を取るよ

う促す。 

避難の実施責任者、措置及び実施の基準 

区分 実施責任者 措 置 実施の基準 

避
難
の
指
示
等 

京都府知事又はその命

を受けた職員 

(地すべり等防止法第 25 条) 

立ち退きの指示 ○地すべり等により、著しい危険が切迫して

いると認められるとき。 

京都府知事又はその命

を受けた職員 

水防管理者 

(水防法第 29 条) 

立ち退きの指示 ○洪水、雨水出水により著しい危険が切迫し

ていると認められるとき。 

町長 

(災害対策基本法第 60条) 

立ち退きの指示 

立ち退き先の指示 

緊急安全確保措置の指示 

○災害が発生し、又は発生するおそれがある

とき。 

○避難のための立ち退きを行うことによりか

えって危険が及ぶおそれがあるとき。 

警察官 

(災害対策基本法第 61条) 

 

 

(警察官職務執行法第 4 条) 

立ち退きの指示 

緊急安全確保措置の指示 

 

 

避難等の措置 

○町長が避難のための立ち退き若しくは緊急

安全確保措置を指示することができないと

き。 

○町長から要求があったとき。 

○重大な被害が切迫したと認めるときは、警

告を発し、又は特に急を要するときにおい

て危害を受けるおそれのある者に対し、必

要な限度で避難の措置をとる。 

自衛官 

(自衛隊法第 94条) 

避難について必要な措置 ○災害により危険な事態が生じたときにおい

て、警察官がその場にいないときに限り、災

害派遣を命じられた部隊等の自衛官は避難

について、必要な措置をとる。 

避難指示にあたっての助言 

(災害対策基本法第 61条の 2) 

○指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は京都府知事は、

避難指示又は緊急安全確保措置に関する事項について、町長から助言

を求められた場合には、その所掌事務に関し、必要な助言をする。 
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区分 実施責任者 措 置 実施の基準 

京都府知事による 

避難の指示の代行 

（災害対策基本法第 60 条） 

○京都府知事は、町長がその全部又は大部分の事務を行うことができな

いときは、避難のための立ち退き及び指示に関する措置の全部又は一

部を代行する。 

避難指示の解除にあたっての

助言（土砂災害防止法第 32 条） 

○国土交通大臣又は京都府知事は、避難指示の解除に関する事項につい

て、町長から助言を求められた場合には、必要な助言をする。 

※ なお、町長が避難のための立ち退きを指示したときは、速やかに京都府知事に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 避難指示、緊急安全確保の連絡系統 

(2) 京都府及び関係機関の助言 

避難指示等の対象地域、判断時期等について、府及び関係機関に必要な助言を求める

ことができる。町は、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の

共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものとする。府は、時期を失するこ

となく避難指示等が発令されるよう、町に積極的に助言する。 

 

３ 警戒区域の設定 

災害対策基本法第 63条の規定に従い、町長は、災害が発生し、又はまさに発生しよう

としている場合に、生命又は身体に対する危険を防止するため警戒区域を設定し、立入り

を制限することができる。なお、町長が業務を遂行できないときは、副町長が代行する。 

また、同条の規定に従い、警察官、自衛官又は京都府知事は、町長の代行をすることが

できる。 

 

４ 避難指示等の発令基準 

地震災害に係る避難基準は、第２章 災害予防計画 第４節「避難に関する計画」に定

める。 

 

５ 避難指示等の伝達方法 

(1) 避難指示等の伝達は、次の事項を明示して実施する。 

ア 避難対象地域 

町 長 住 民 避難地 

警察官 

京都府災害対策課 

414-4472 

避難指示 

緊急安全確保 避難 

通
知 

要
請 

報
告 

指示 

消防庁 
報告 

京都府山城広域振興局 

田辺地域総務防災課 

報
告 
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イ 適切な避難行動のあり方（立ち退き避難、屋内安全確保又は緊急安全確保） 

ウ 避難先 

エ 避難経路 

オ 避難指示等の理由 

カ 避難時の注意事項（火災・盗難の予防、携行品、服装）等 

(2) 住民に対する伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 警鐘・サイレンによる避難信号 

警鐘 サイレン 

乱 打 
○－     休止    ○－      休止     ○－ 

約 1分   5秒     約 1分    5秒     約 1分 

なお、放送局による伝達について、災害対策基本法第 57条の規定により、ＮＨＫ・

民間放送会社に対して要請する場合は、やむを得ない場合を除き、府を通じて放送の協

力を要請する。 

 

６ 避難場所及び避難方法 

(1) 指定緊急避難場所 

指定緊急避難場所（広域避難場所）及び一時避難場所を参考資料編に掲載する。 

＊避難場所及び避難所は、参考資料編 56 頁～58 頁参照 

(2) 避難の誘導 

ア 避難の誘導者 

避難行動は住民が自らの判断で行うことが原則であるが、自主防災組織、区・自治

会、消防団員、町職員、警察官は、住民が安全かつ迅速に避難できるよう連携して、

避難先への誘導に努める。 

イ 誘導方法 

(ｱ) 誘導にあたっては、定められた指定緊急避難場所へ区・自治会単位等での集団行

宇

治

田

原

町 

住

民

等 

消防団 警鐘・サイレン、戸別巡回 

報道機関 

各区・自治会 
自主防災組織 

(緊急警報放送) テレビ･ラジオ・インターネット 

防災用長距離スピーカー・デジタル防災行政無線（移動系） 

町ホームページ・防災アプリ 

京都府防災・防犯情報メール 

警察署 交番 パトカー・戸別巡回 

関係自治会 戸別巡回 

広報車巡回 

緊急速報メール（NTTドコモ・au・ソフトバンク・楽天モバイル） 
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動を心がけ、避難行動要支援者及びこれらの者に必要な介助者を優先して行う。 

(ｲ) 避難路については、安全を十分確認し、避難中の事故防止に万全を期す。 

(ｳ) 避難にあたっては、携行品を必要最小限にし、早期に避難を完了させる。ただし、

要配慮者ごとに必要な携帯品については、十分配慮する。 

(ｴ) 避難者の移送及び輸送は、避難者各個に行うことを原則とするが、避難者が自力

で立ち退き不可能な場合は車両等により行う。 

(ｵ) 災害が広範囲で大規模な立ち退き移送を要し、町だけでは対応不可能なときは、

府に協力を要請する。 

(3) 在宅被災者の把握 

避難指示等を行った地域において、住民が避難した後に、速やかに警察官、消防職員

や消防団員等によるパトロールを行い、被災者の確認及び避難をしていない住民の有

無等について、確認を行う。 

避難指示等に従わない住民には、避難するよう促す。 

(4) 学校・社会福祉施設等の避難対策 

学校、保育所、社会福祉施設、その他集団避難を要する施設の災害発生時の安全を図

るため、事前の避難計画に従って避難を行う。 

各施設において、児童・生徒、来訪者、入所者、職員、従業員等の避難を実施し、完

了したとき、施設の管理者は町へその旨を報告する。 

 

７ 避難行動要支援者に対する避難支援 

避難行動要支援者に対する避難支援を速やかに実施する。 

(1) 避難行動要支援者及び避難支援等関係者に対する情報伝達 

町は、災害の発生し、避難行動要支援者の避難が必要と判断した場合、避難に関する

情報を発令するとともに、避難行動要支援者及び避難支援等関係者に対しその情報を

伝達する。 

(2) 避難行動要支援者名簿の提供 

町は、避難行動要支援者の避難が必要と判断した場合、避難行動要支援者本人の同意

の有無にかかわらず、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を避難支援等関係者に

提供し、速やかに避難支援を実施する。 

(3) 避難行動要支援者の安否確認 

町は、避難行動要支援者の避難が必要となった場合、避難行動要支援者名簿及び個別

避難計画を避難支援等関係者に提供し、速やかに安否確認を実施する。 

(4) 避難支援等関係者の安全確保 

町は、避難行動要支援者に対する避難支援については、避難支援等関係者は全力で助

けようとするが、助けられない可能性もあることを避難行動要支援者に理解してもら

い、避難支援等関係者等の安全確保を図る。 

(5) 福祉避難所又は緊急入所施設への搬送 

町は、指定緊急避難場所への避難に支障がある避難行動要支援者について、避難支援

等関係者の協力を得て福祉避難所又は緊急入所施設に搬送する。 

(6) 災害危険区域にある要配慮者利用施設への情報伝達 



震災対策編 

- 震 119 - 

町は、災害の発生する危険が迫り、災害危険区域にある要配慮者利用施設が危険と判

断した場合、あらかじめ定めた情報伝達系統により、避難情報を速やかに伝達する。 

 

第２ 避難生活計画 

町は、被災者が安全に安心して過ごすことができる指定避難所を速やかに開設し、適切に

管理運営する。また、要配慮者の状況に配慮して運営する。 

 

１ 指定避難所の開設 

(1) 指定避難所の開設 

町は、施設管理者及び自治会、自主防災組織、避難者と協力して、指定避難所を開設

する。 

また、指定避難所が地震災害等により使用不可能な場合や、延焼等の危険が予測され

る場合は、付近の指定避難所又は確実に安全が確保できる公園等を代替場所として使

用するほか、天幕を設営する等の措置を講じる。 

指定避難所の開設においては、以下に定める任務を遂行する。 

ア 施設の開錠と看板の掲示 

イ 避難者の誘導 

ウ 避難所運営のための事務所の設置 

エ 避難所運営計画の作成 

(2) 指定避難所を開設するときには、速やかに指定避難所の施設管理者へ連絡する。な

お、指定避難所の開設にあたっては、土砂災害や浸水被害のおそれがないかどうかを判

断し、安全な場所を選定する。 

(3) 指定避難所開設の実務は医療救助班が担当する。ただし、災害の状況により緊急に開

設する必要があるときは、各施設の管理責任者又は最初に到着した職員が実施する。 

(4) 本部長は指定避難所を開設したときは、直ちに建物及び収容者の維持管理のために

避難所責任者を派遣する。 

(5) 指定避難所を開設したときは、直ちに次の事項を京都府知事及び田辺警察署長に報

告する。（閉鎖したときも同様に報告する。） 

ア 開設の日時、場所 

イ 箇所数及び収容人員 

ウ 開設期間の見込み 

エ 避難対象地区名 

(6) 指定避難所開設の期間は、災害発生の日から 7日以内とする。ただし、収容期間の延

長の必要があるときは期間を延長することがある。 

 

２ 指定避難所の運営 

(1) 指定避難所運営の事務分掌 

指定避難所の運営は、自治会、自主防災組織、避難者等が中心となって運営すること

を基本とする。避難所責任者、学校職員及び当該施設管理者は運営の補助、支援を行い、
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必要に応じて、ボランティアの協力を得る。 

避難所責任者は、以下に定める任務を遂行する。 

ア 避難者収容状況の把握及び町本部への報告 

イ 避難所勤務要員の確保 

ウ 必要物資の供給、給食及び給水に関する準備 

エ 町本部との連絡 

オ 避難者の状況把握と調整 

(2) 避難者の収容 

ア 避難所責任者は、避難地域の被災者を収容するとともに、他地区より避難してきた

被災者も収容する。 

イ 避難所責任者は、避難者の収容を行ったときは、直ちに避難者名簿を作成する。 

ウ 指定避難所の運営状況について、毎日定時に対策本部へ報告する。なお、記録及び

報告のため運営記録を作成する。 

エ 避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものとする。また、必要に応じ

てプライバシーの確保、男女双方の視点やニーズの違い、性的少数者（ＬＧＢＴＱ）、

家庭動物との同行避難等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の

設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザ

ーの配布等による避難所における安全性の確保など、避難者のニーズに配慮した避

難所の運営に努める。 

オ 避難所等における避難者に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性用と男

性用のトイレを離れた場所に設置するほか、配慮が必要な方々へのトイレも別途設

置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置す

る、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載する

等、避難者の安全に配慮するよう努める。また、警察、病院、女性支援団体との連携

の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。 

カ 避難者に対し、給水、給食を実施するとともに、生活必需品等の供与・貸与を行う。 

キ 指定避難所においては、要配慮者に十分配慮するものとし、給食、健康診断等にお

いて十分な対策を行うとともに、避難所内の諸施設及び設備においても要配慮者等

が容易に利用できるよう対策を行う。 

ク 町は指定避難所の開設及び運営を円滑に進めるため、あらかじめ「避難所運営マニ

ュアル」を作成しておく。 

(3) 避難者の健康対策 

災害発生から刻々と変化する中で、避難生活による精神的・身体的疲労等に伴う健康

状態の悪化予防や生活環境の激変に伴う心身の変化への迅速な対応により、被災者の

健康保持を図る。 

町は、京都府山城北保健所長と連携し、被災者の健康問題に対応するため、保健師や

栄養士等の支援チームを編成し支援活動にあたる。 

ア 災害発生からおおむね 2週間 

(ｱ) 自宅滞在している被災者への保健活動 

・地域住民の被災状況を把握するとともに、居宅滞在者の健康調査を実施する。 
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・健康維持や生活活動等に必要な保健・医療・福祉（介護）の情報を提供するとと

もに必要に応じた支援を行う。 

(ｲ) 避難所の被災者への保健活動 

・被災住民への健康相談により、被災者の健康状況を把握する。 

・医療が必要な者を早期に発見し必要な医療・保健指導を行うため、巡回診療体制

を準備し実施する。 

・避難所支援関係者との連絡調整、連携、情報共有により、環境整備を図る。 

(ｳ) 支援体制の企画・調整活動 

・派遣支援者へのオリエンテーションを企画・実施する。 

・居宅及び避難所の被災者への支援体制づくり及び調整を行う。 

・救護所やこころのケアチーム等関係部局や関係機関と連携を図り、必要な支援調

整や情報の共有を図る。 

・職員の健康管理として、心身の疲労状況を把握し必要に応じて対処する。 

・必要物品・設備の点検及び整備、調整を行う。 

イ 災害発生おおむね 2週間以降 

(ｱ) 新たな環境に適応できるよう、住民間交流やコミュニティづくりを支援する。 

(ｲ) 避難生活の長期化に伴う身体的・精神的・社会的健康問題の変化を把握し、支援

方法について、検討し実施する。 

(ｳ) 指定避難所から仮設住宅入居あるいは自宅等へ移る者及び仮設住宅から自宅へ

戻る者等に対する生活環境等を支援する。 

(ｴ) 通常業務を再開するための体制づくりを行う。 

ウ 被災者の心のケア 

災害発生により、被災者等の精神的ケアが必要な場合、府に対し災害派遣精神医療

チーム（医師、保健師又は看護師、臨床心理士又は精神保健福祉士等により構成）の

派遣を要請し、被災者、避難者等に対する精神医療、カウンセリング等を行う。 

(4) 新型インフルエンザ等感染者発生時における対応 

ア 町は、避難所の収容人数を考慮してあらかじめ指定した指定避難所以外にも可能

な限り多くの避難所を確保するよう努める。 

イ 避難所指定職員は、避難者の健康状態の確認、手洗い・咳エチケット等の徹底、避

難所の衛生環境の確保、十分な換気やスペースの確保を行う等、感染症対策として必

要な措置を講じるよう努める。 

ウ 避難所において、発熱、咳等の症状のある者が出た場合は、専用の避難スペースと

なる総合文化センターへ誘導し、避難所指定職員が対応にあたる。 

エ 町は、自宅療養者を受入れる場合は、専用の避難スペースとなる総合文化センター

を案内し、避難所指定職員が対応にあたる。 

(5) 指定避難所における避難者の把握 

指定避難所において避難者名簿を作成するとともに、避難者の被災状況について、聴

き取り調査等を実施して、避難者の実態確認を行う。 

(6) 指定避難所の閉鎖 

本部長は災害の状況により、避難者が帰宅できる状態になったと認められるときは、
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指定避難所の閉鎖を決定し、避難所責任者に必要な指示を与える。ただし、指定避難所

のうち、住居の倒壊等により帰宅困難な者がある場合は、指定避難所を縮小して存続さ

せる等の措置をとる。 

［指定避難所開設・運営フロー］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 福祉避難所の開設・運営 

(1) 福祉避難所の開設 

ア 災害の規模、気象状況等を考慮し指定避難所を開設するときは、必要に応じて要配

慮者等が避難できる施設として福祉避難所を開設する。なお、福祉避難所への収容に

あたっては本人の意向を確認の上実施する。 

イ 福祉避難所の開設に伴い、当該施設職員は避難者の収容にあたる。 

(2) 福祉避難所の運営 

ア 施設職員は、避難者を収容したときは、速やかに町本部に収容者名、住所等を連絡

する。 

イ 施設職員は、避難者の収容にあたり当該施設が被害を受け、収容が困難になったと

災害発生 

名簿作成 
運営委員会の組織 
相談窓口の設置 
必要物資の調達等 
福祉避難コーナー等の設置 指定避難所の管理・運営 

指定避難所開設 

避難所施設管理者 

被災地域住民 

避難所開設責任者 

指定避難所開設の周知・伝達 

指定避難所開設の決定（本部長） 

避難所開設不要 

被害状況の把握 

住居を喪失 
した住民有 

YES 

NO 

○災害発生のおそれがあるとき 

○避難指示、緊急安全確保が発令

されたとき 
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き、又は収容力に余力がないときは、直ちに町本部に連絡する。 

ウ 施設職員は、毎日収容状況を町本部に連絡する。 

エ 施設職員は、以下の事項が発生したときは直ちに町本部に報告する。 

(ｱ) 被災者の収容を開始したとき。 

(ｲ) 収容者全員が退出、又は転出したとき。 

(ｳ) 収容者が死亡したとき。 

(ｴ) 福祉避難所において感染症等が発生したとき。 

(ｵ) その他報告を必要とする事態が発生したとき。 

 

４ 要配慮者等への配慮 

ア 要配慮者の食事 

要配慮者への食事は、粉ミルクや柔らかい食品等、特別食を要する者に対する当該

食料の確保及びその提供について配慮する。 

イ 要支援程度別の支援 

要介護者、障がい者等については、要配慮者一人ひとりの特性など具体的な要配慮

者の状況を確認の上、適切な避難の実施に必要な支援に努める。 

 

５ 在宅被災者等への支援 

町は、避難所に避難している被災者だけでなく、在宅の被災者に対しても、指定避難所

において食料や生活必需品を配布し、必要な情報やサービスの提供を行う。 

そのため、町は、在宅被災者等の避難者名簿への登録など、在宅被災者等の早期把握に

努める。 

 

６ 広域一時滞在 

(1) 府内における広域一時滞在 

ア 府内他市町村に対する協議 

町は、被災住民の生命・身体を保護し、又は居住の場所を確保するため、府内他市

町村における広域一時滞在の必要があると認めるときは、府に報告の上、具体的な被

災状況、受入れを希望する被災住民の数その他必要な事項を示して、府内他市町村に

被災住民の受入れについて協議する。 

イ 京都府の助言 

町は、広域一時滞在を実施する場合、広域一時滞在の協議先とすべき市町村及び当

該市町村の受入れ能力（施設数、施設概要等）その他広域一時滞在に関する事項につ

いて、府に助言を求めることができる。 

ウ 協議先市町村の対応 

協議を受けた市町村は、被災住民を受入れないことについて、正当な理由がある場

合を除き、被災住民を受入れ、避難所を提供する。 

(2) 府外における広域一時滞在 

ア 京都府への他の都道府県に対する協議要請 

町は、被災住民の生命・身体を保護し、又は居住の場所を確保するため、他の都道
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府県域における広域一時滞在の必要があると認めるときは、具体的な被災状況、受入

れを希望する被災住民の数その他必要な事項を示し、他の都道府県に被災住民の受

入れについて、協議するよう府に要請する。 

イ 京都府の調整及び協議 

府は、他の都道府県域における広域一時滞在の必要があると認めるときは、関西広

域連合に対し、具体的な被災状況、受入れを希望する被災住民の数その他必要な事項

を示し、広域一時滞在の協議先とすべき都道府県について、調整を求めることができ

る。また、他の都道府県に被災住民の受入れについて、協議しようとするときは、内

閣総理大臣に報告の上、具体的な被災状況、受入れを希望する被災住民の数その他必

要な事項を示して協議する。 

(3) 他の都道府県から協議を受けた場合 

町は、府が他の都道府県から被災住民の受入れについての協議を受けたときは、被災

住民を受入れないことについて、正当な理由がある場合を除き、被災住民を受入れ、避

難所を提供する。 

(4) 被災住民に対する情報提供と支援 

ア 被災住民に対する情報提供 

町は、広域一時滞在を受入れた市町村の協力を得て、広域一時滞在を行っている被

災住民の状況を把握するとともに、被災住民が必要とする情報を確実に提供するた

めの体制を整備する。 

イ 被災市町村と連携した情報提供体制の整備 

町は、広域一時滞在を受入れた場合、被災市町村と連携し、受入れた被災住民の状

況の把握と、被災住民が必要とする情報を確実に提供できる体制の整備に努めると

ともに、生活支援に努める。 

 

７ 被災者への情報伝達活動 

(1) 被災者への情報提供 

町は、被災者のニーズを十分把握し、災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、

安否情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療機関などの生活関

連情報、それぞれの機関が講じている施策に関する情報、交通規制、被災者生活支援に

関する情報等、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。 

特に、避難所にいる被災者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支

援に関する情報については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされ

るよう努める。 

また、被災者が自ら被害や避難情報等を収集できるよう、大規模災害が発生した場合

は、公衆無線ＬＡＮのアクセスポイントの設置、避難所等への携帯電話の充電器の貸与

について、各通信事業者に要請し、通信環境を確保する。 

(2) 安否不明者等の氏名公表 

町は、要救助者の迅速な把握のため、関係機関の協力を得て、積極的に安否不明者（行

方不明者を含む）に関する情報収集を行う。また、府の実施する安否不明者の氏名等の

公表に協力し、速やかな安否不明者の絞り込みに努める。 
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８ 車中泊避難計画 

町は、余震への不安やプライバシーの確保、ペット同伴等の理由から車中泊避難が発生

した場合に、避難者数の把握や救援物資の提供、エコノミークラス症候群防止をはじめと

した健康対策を行う。また、車中泊避難から自宅への速やかな帰宅や指定避難所への移行

を進める。さらに、必要に応じて、車中泊避難場所の開設を要請する。 

車中泊避難場所（車により一時的に安全確保できる場所）として位置づけられた施設管

理者は、車による避難を受入れる。 

表 車中泊避難場所 

名 称 所在地 

総合文化センター 大字岩山小字沼尻 46-1 

奥山田ふれあい交流館 大字奥山田小字宮垣内 162 
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第８節 医療・救護計画 

（医療救助班、消防班） 

第１ 計画の方針 

この計画は、災害により医療・助産の途を失った者に対しての、応急的な医療、助産活動

などについて、必要な事項を定める。 

 

第２ 医療・救護体制 

１ 活動体制 

(1) 町の救護体制 

傷病者の救護及び収容活動を行うとともに、京都府救護班が行う医療活動及び助産

の補助を行う。 

(2) 医師会により編成される医療班 

町長が必要と認めたときは、綴喜医師会と協議し、医療救護班の編成及び派遣を要請

する。 

(3) 京都府により編成される救護班 

府は町から要請があった場合、又は必要と認めたときは、救護班を編成し派遣する。

重傷病者は後送病院に搬送するものとする。 

(4) 日本赤十字社京都府支部により編成される救護班 

日本赤十字社京都府支部は、府の要請があった場合、救護班を編成し派遣する。 

(5) 公立・公的病院、国立病院機構病院、地域医療機能推進機構は、府の要請があった場

合、救護班を編成し、応援出動に応じる。 

(6) 災害派遣医療チーム 

ア 府は、被災現場における救出困難者の発生又は多くの傷病者の同時発生により、速

やかな医療措置が求められるとして、町から派遣要請があった場合、又は必要と認め

たときは、医療機関に対して、災害派遣医療チームの派遣を指示する。 

イ 災害派遣医療チームは、災害・事故等の現場における医療措置、被災地等に所在す

る医療機関の支援、患者搬送等を行うとともに、必要となる資機材を携行する。 

(7) 災害医療コーディネーターの活動 

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、府から要請があった

場合、又は自ら必要と判断したときは、京都府災害対策本部や町に対する災害医療体制

の確保についての助言、被災地外への患者搬送及び受入医療機関の確保のための調整、

被災地内外から派遣される医療救護班等の配置の調整、関係機関に対する医療の復旧

のために必要な調査、その他災害時における医療提供体制の確保に関すること等を行

う。 
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図 綴喜医師会連絡出動体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 町から京都府に救護班の応援要請をする場合の連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 町から京都府を通じて国公立病院等に応援要請をする場合の連絡系統 

町 長 

要請 

京都府山城広域振興局 

田辺地域総務防災課 

連絡 

出動 

被災地へ 

京都府医療課 
（保健医療福祉調整本部） 

要請 

基幹災害拠点病院 

地域災害拠点病院 

京都市立病院        4 班 
市立舞鶴市民病院      1 班 
市立福知山市民病院     1 班 
京都山城総合医療センター  1 班 
亀岡市立病院        1 班 
京都中部総合医療センター  1 班 
京都市立京北病院      1 班 
国保京丹波町病院      1 班 
京丹後市立弥栄病院     1 班 
済生会京都府病院      1 班 
京都鞍馬口医療センター   1 班 
舞鶴共済病院        1 班 
精華町国民健康保険病院   1 班 
市立福知山市民病院大江分院 1 班 
京丹後市立久美浜病院    1 班 
綾部市立病院        1 班 
京都医療センター      1 班 
宇多野病院         1 班 
南京都病院         1 班 
舞鶴医療センター      1 班 
京都大学附属病院      2 班 

京都府保健所      7班 

京都府健康福祉部    2班 

京都府立洛南病院    1班 

京都府立医科大学 

附属北部医療センター  2班 

京都府立医大附属病院  6班 

日赤京都府支部     15班 

京都府医師会      26班 

出動 

被災地へ 

町 長 

要請（※） 

京都府山城広域振興局 

田辺地域総務防災課 

連絡 

京都府医療課 
（保健医療福祉調整本部） 

基幹災害拠点病院 

地域災害拠点病院 

要請又は指示 

（※）京都府災害対策本部設置後は、 

京都府災害対策支部を通じ、京都府災害対策本部あて行う。 

医 師 会 長 

副 会 長 

救 急 担 当 理 事 

町 

班 長 ・ 班 員 

災害現場 引受け病院 

報告 
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図 空輸のための応援要請をする場合の連絡系統 

 

２ 救護所の設置 

既設の医療機関に患者を収容できない場合は消防本部、綴喜医師会等の協力を得なが

ら救護所を設置する。 

(1) 救護所設置場所 

本部長が必要と認めた場所に設置する。 

(2) 設置場所の決定 

設置場所の決定は本部長が行う。なお、災害救助法が適用され、府による救護班が派

遣された場合は京都府山城北保健所長の指示による。 

 

３ 医療救護及び助産活動 

(1) 医療及び助産の対象者 

ア 医療を必要とする状態にあるにもかかわらず、災害のため医療の途を失った者 

イ 災害発生の日前後 1週間以内の分娩（予定）者で災害のため助産の途を失った者 

 

第３ 傷病者の搬送 

１ 傷病者の搬送体制 

傷病者の搬送は原則として、被災現場から救護所までは住民の協力を得て医療救助班

が行う。また、救護所から後送医療施設への搬送は医療救助班が府や関係機関の協力を得

医療機関・救護班 

町 長 京田辺市消防本部 

要請 
要請 

要請 

ＤＡＭＴ調整本部 

(ドクターヘリ運用) 

京都府災害対策本部 

（航空運用調整班） 

（※） 要請 

京都市消防局指令センター  →  京都市消防航空隊 

京都府警察本部警備第一課  →  京都府警航空隊（警備第一課） 

陸上自衛隊        陸上自衛隊  陸上自衛隊 

第 7 普通科連隊第 3 科 →  第 3 師団  →  航空部隊 

(京都府南部で災害が発生した場合) 

陸上自衛隊              陸上自衛隊 

第 4 施設団第 3 科 →  中部方面隊  →  航空部隊 

要請地 

へ出動 

（※）ＤＡＭＴ調整本部が要請を受けた場合は、 

ＤＡＭＴ調整本部が対応し、航空運用調整班へ通報する。 

航空運用調整班が要請を受けた場合は、 

ＤＡＭＴ調整本部へ依頼する。 

要請 
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て行う。 

 

２ 後送医療機関への搬送の方法 

重傷病者の後送医療施設への搬送は次のとおり行う。 

(1) 医療救助班が消防署に配車・搬送を要請する。 

(2) 医療救助班が町公用車により搬送する。 

(3) その他 

 

第４ 医薬品等の備蓄 

緊急用の医薬品の計画的な備蓄を進める。 

表 備蓄医薬品一覧 

品名 規格 数量 

ヒビテン液（マスキン液） ５％５００ｍｌ 1 

消毒用エタノール ５００ｍｌ×２０袋 1 

イソジンスクラブ液 ７．５％５００ｍｌ 1 

フェノバール注射液 １００ｍｇ １ｍｌ×１０Ａ 1 

ソセゴン注射液 １５ｍｇ １ｍｌ×１０Ａ 1 

インテバン坐剤 ５０ｍｇ ５０個 1 

ブスコパン注 ２０ｍｇ １ｍｌ×１０Ａ 1 

アタラックスＰ注射液 ２５ｍｇ １×１０Ａ 1 

アトロピン硫酸塩注 ０．５ｍｇ １ｍｌ×１０Ａ 1 

テラプチク静注 ４５ｍｇ ３ｍｌ×３０Ａ 1 

テラプチク皮下・筋注 ３０ｍｇ ２ｍｌ×１０Ａ 1 

ニトロール錠 ５ｍｇ １０Ｔ×１０ 1 

ソル・コーテフ注射用 １００ｍｇ ５Ｖ 1 

ラシックス注 ２０ｍｇ ２ｍｌ×５０Ａ 1 

アドナ注（静脈用） ５０ｍｇ １０ｍｌ×１０Ａ 1 

カルボカイン注１％ １００ｍｇ １０ｍｌ×１０Ａ 1 

キシロカインゼリー２％ ３０ｍｌ×５本 1 

ボスミン注 １ｍｇ０．１％ １ｍｌ×１０Ａ 1 

ノルアドレナリン注 １ｍｇ １ｍｇ×１０Ａ 1 

ベノキシール点眼液 ０．４％ １０ｍｌ 1 

ビクシリンカプセル ２５０ｍｇ １０Ｐ×１０ 1 

タリビット眼軟膏 ０．３％ ３．５ｇ×１０本 1 

ソフラチュール貼付剤 １０ｃｍ １０×１０ １０枚 1 

グリセリン浣腸１２０ １２０ｍｌ×１０本 1 

ブドウ糖注５％パック ５％ ５００ｍｌ×２０袋 1 

生理食塩液パック ５００ｍｌ×２０袋 1 

ラクトリンゲル液フソー ５００ｍｌ×２０袋 1 

注射針付（シリンジ針付） １０ｍｌ×１００本 1 

注射針（ネオラス針ＲＢ） １８Ｇ×１００本 1 

注射針（ネオラス針ＲＢ） ２３Ｇ×１００本 1 

注射針（ネオラス針ＲＢ） ２４Ｇ×１００本 1 
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品名 規格 数量 

テルフュージョン輸液セット TI-J353P ５０セット 1 

止血帯 井の内式 2 

紙テープ ９ｍｍ×１０入 1 

弾力包帯 ５ｃｍ巾 ６入 1 

滅菌アブゴーズＰ Ｓ １８袋入 1 

滅菌アブゴーズＰ Ｍ １５袋入 1 

滅菌アブゴーズＰ Ｌ １２袋入 1 

シリンジ（針なし） １ｍｌ×１００本 1 

駆血帯 井の内式 1 

ベストケアカット綿 ４０×４０ｃｍ 1 

３Ｍテガダーム ６．５×７ｃｍ 1 

セーフレットキャス ＮＩＣ－２２Ｇ 1 

セーフレットキャス ＮＩＣ－２４Ｇ 1 

防水シーツ（ロールシーツ） ５８０×９７０ｍｍ×１００シート 1 

ナビロールニトリル手袋 Ｓ 1 

ナビロールニトリル手袋 Ｍ 1 

ナビロールニトリル手袋 Ｌ 1 

滅菌ガウン ６８０×１，０６０ｍｍ 1 
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第９節 給水計画 

（上下水道班） 

第１ 計画の方針 

飲料水は、生命の維持にとって重要である。よって、災害による水道施設の破損又は水質

汚染等のために水道水の供給ができなくなった住民に対し、速やかに飲料水等の確保と応

急給水を実施する。 

 

第２ 災害発生時への備え 

(1) 水道施設関係 

ア 隣接市町に対し応援給水の要請に備え、その要請方法、供給対価等につき事前に協

議する。 

イ 気象庁の気象情報から災害が予想されるときは低地におけるポンプの取り外し、

あるいは配水池の満水、各家庭における用水の確保等の対策措置を講ずる。 

ウ 応急復旧工事に必要な器具資材を整備点検し、その保管場所、方法について配慮す

る。 

エ 停電時に備え、予備動力等の整備点検を行い、またその運転方法について、関係者

によく熟知させる。 

オ 事務系統職員の応援あるいは指定水道工事業者の応援の対策をたてる。 

(2) その他 

ア 災害時の給水活動を円滑に実施するため、給水源（井戸等）の所在地、給水可能戸

数を調査し水質検査をしておく。 

イ タンク車、給水容器、容器運搬用車両の準備をする。 

ウ 飲料水の消毒薬品（次亜塩素酸ナトリウム等）は必要量を確保し、交通途絶事態に

も対処できるようその保管場所、配置場所もよく検討する。 

エ 飲料水の消毒効果を確認するための残留塩素測定器はいつでも使用できるように、

できる限り多く備える。 

 

第３ 災害発生時の対策 

(1) 水道施設関係 

ア 水道施設の被害状況を速やかに調査し、応急復旧工事により給水できる場合は直

ちに仮工事を実施し、水道による給水を行う。 

なお、伝染病等の発生を伴うことが多いため、給水に際しては、必ず消毒の強化を

実行し、かつ残留塩素の確認を行う。 

イ 復旧についての資材、人員、工事業者等の手配関係を迅速に行う。 

ウ 被害状況、復旧費、復旧期間、復旧方法については、判明次第直ちに京都府関係当

局へ電話等で報告し、後日別に定められた様式により文書で報告する。 

(2) その他 
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ア 水道断水のため地区内の井戸を利用する場合は、必要に応じ井戸替え、ろ過、消毒

等を行った上で、生活用水として利用し、飲用には利用しないよう指導する。やむを

得ず飲用に利用する場合は、飲用適否のための水質検査を行い、飲用に適合している

ことを確認し、かつ、煮沸、消毒等を行った上で利用するよう指導する。 

イ 井戸替え及び消毒は、塩素、晒粉、次亜塩素酸ソーダ等を投入し水が十分かわるま

で汲み出し外観検査の結果、無色透明で異物の浮遊、沈殿が認められず、かつ残留塩

素が 0.2㎎／ℓ以上検出されるようにする。 

ウ 生水をさけ、必ず煮沸した水を飲用するよう広報する。 

 

第４ 飲料水等の確保 

取水、送配水施設が、破損又は汚染された場合には、以下の方法により飲料水等を確保す

る。 

(1) 飲料水の確保 

ア 配水池・飲料水の確保 

中央配水池、長山配水池、緑苑坂配水池及び工業団地配水池に設置されている緊急

遮断弁により、4配水池の飲料水を確保する。ただし、災害の状況（火災発生）によ

っては、配水池から配水を行う。 

イ 造水機によるろ過・滅菌 

水源井、プール、耐震性貯水槽等の水を造水機によりろ過・滅菌し、飲料水として

利用する。 

(2) 水の備蓄 

ア 住民に理解を求め、住民 1人 1日あたり約 3リットルを目安に、3 日分程度に相当

する飲料水を、住民の備蓄により確保する。 

イ 福祉施設等（入居施設）、医療機関等においても、必要な飲料水の備蓄に努める。 

(3) 飲料水の購入 

農業協同組合、生活協同組合、大規模量販店、町内業者、災害応援協定を締結してい

る事業者等に対し飲料水の供給について、協力を要請する。 

(4) 浄水の確保 

水源から浄水場まで機能している場合、浄水池の浄水を飲料水等として供給する。 

 

第５ 給水計画 

災害が発生した場合には、応急給水の実施が必要な地域及び給水必要量を迅速に把握し、

給水対象地域、給水場所、給水時間等を内容とする給水計画を策定し、応急給水を実施する。 

 

第６ 給水の準備 

(1) 給水の広報 

給水時間、給水場所等を住民に広報する。 

(2) 給水地点の設定 
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給水地点は、避難所又は被災地区周辺の便利の良い場所に設定する。 

(3) 給水用資機材の確保 

給水タンク車等が不足する場合には、応援協定等に基づき、給水規模に応じて、他の

市町村又は府、自衛隊に対し協力を要請する。給水袋等の備蓄資機材が不足する場合に

は、業者から調達する。 

 

第７ 給水の方法 

(1) 給水基準 

発災後の期間 応急給水量（1人 1日あたり） 

発災後 3日間 3 ﾘｯﾄﾙ 

発災後 4日～7日 20～30 ﾘｯﾄﾙ 

発災後 7日～14日 30～40 ﾘｯﾄﾙ 

復興期 14日～ 100～ ﾘｯﾄﾙ 

 (2) 方法 

応急給水の方法は、運搬給水と仮設給水栓給水とする。 

なお、「運搬給水」とは、給水拠点等の水を利用して給水車等であらかじめ指定した

給水ポイントや避難所等へ運搬して給水するもので、「仮設給水栓給水」は、通水可能

な配水管の消火栓上に適宜仮設給水栓を設置して給水するものである。 

(3) 特別措置 

社会福祉施設等に対しては、特別給水を実施し、介護等に支障のないよう努め、必要

に応じ貯水槽の設置や仮設配管を行う。 

 

第８ その他 

(1) 水利の確保 

給水に使用する水利を速やかに確保する。 

(2) 応急給水用機械器具の調達 

応急給水用機械器具は機械器具販売会社等から調達する。 

(3) 給水施設の応急復旧 

給水施設の応急復旧は、当該施設の管理者が行う。 

なお、施設の管理者は応急工事施工等の対策をあらかじめ定めておく。 

 

第９ 災害時における井戸の活用 

１ 井戸の活用 

災害時において、水の使用可否は極めて重要である。水は、給水に使用するものとその

他の生活用水に使用するものとに区分される。そのうち、生活用水については、現在も使

用されている町内の井戸を活用することとする。 

 

２ 井戸の募集 
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災害時に使用する井戸を確保するため、住民に対し大規模災害時の生活用水に使用す

る井戸の募集を実施する。 
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第 10 節 食料供給計画 

（医療救助班） 

第１ 計画の方針 

災害の発生により、自宅で炊飯等ができず、また、食料品の販売機構等が一時的に混乱し、

日常の食料を確保できない被災者に、必要な食料を調達・供給するために必要な体制や供給

方法について定める。なお、食料の供給にあたっては、被災地の実情を考慮するとともに、

要配慮者等のニーズや、年齢層等から生じるニーズの違いに配慮するものとする。 

 

第２ 実施責任者 

食料の供給は町が行う。町において実施できない場合は、隣接市町の協力を得て実施する。

なお、災害救助法が適用された場合は、京都府知事又は知事の通知に基づき町長が実施する。 

 

第３ 対象者 

食料供給の対象者は次のとおりとする。 

(1) 避難所、救護所等に収容されている被災者 

(2) 住家被害で炊事のできない被災者 

(3) 病院、旅館等の滞在者及び縁故先の一時避難者 

(4) 災害地において、救助作業、応急復旧作業等に従事する者（ただし、災害救助法の対

象ではない。）及び災害ボランティア計画で定めるボランティア 

 

第４ 食料の調達 

(1) 災害の発生が予想される場合の事前措置 

町は、町内の米穀小売業者の手持状況を把握するとともに、必要に応じとう精を依頼

し、精米の確保に努める。また、卸売業者（支店等）及び京都府山城広域振興局長等と

密接な連絡を取り、精米及びその他応急対策用食料品の確保に努める。 

(2) 災害時の米穀の調達 

米穀は町内の米穀小売業者から調達する。米穀小売業等からの調達が不可能な場合

は、必要とする米穀の数量を京都府山城広域振興局長経由で、京都府知事に要請する。 

(3) 災害救助法が適用された場合の米穀の調達 

ア 災害が広範囲にわたり、災害救助法が適用された場合は、給食に必要な米穀の数量

を京都府山城広域振興局長経由で、京都府知事に報告する。 

イ 町長は、京都府知事に連絡がつかない場合、農林水産省農産局長に政府所有米穀の

引渡しを要請することができる。この場合、市町村長は京都府知事に、要請後速やか

にその旨を報告するとともに、要請書の写しを送付する。 

ウ 町は、京都府知事又は知事の指定する引取人からとう精された政府所有米穀の引

渡しを受ける。 

(4) その他の食品の調達 
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その他の食品の調達については、町が京都府知事に要請し、実費であっせんをうける。 

 

第５ 食料の供給 

１ 食料供給の内容 

食料供給は、炊出し、給食業者からの米飯その他食品による給食とする。必要に応じて、

漬物、野菜等の副食、味噌、食塩等の調味料とする。 

なお、学校等公共施設の調理設備の利用、避難所への仮設炊事場の設置等により適温食

の確保に努めるとともに、高齢者など配慮を必要とする者について、適切な食料が供給さ

れるよう努める。 

 

２ 炊出しの実施 

(1) 炊出し施設 

学校給食共同調理場 緑苑坂 55番地の 3 電話 88-2255 FAX 88-3699 

1日あたり最大 1,300食の供給が可能である｡ 

宇治田原町立保育所調理室 郷之口紫坊 39番地の 1 電話 88-6611 FAX 88-3104 

1日あたり最大 250食の供給が可能である｡ 

(2) 炊出し食品の衛生 

炊出しによる感染症の発生を防ぐため、炊出し作業員及び食料の衛生については十

分注意し、消毒液その他必要な薬品を炊出し施設に備える。 

 

３ 米穀の供給を行う期間 

災害の発生した日から 7日以内とする。ただし、本部長が災害の規模により期間を延長

する必要があると認めた場合は期間延長を行う。 
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○食料調達等系統  ＊京都府地域防災計画一般計画編による。 

 

(1) 応急対策用食料品の調達又はあっせんルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 米穀の緊急引渡ルート 

 

a 販売事業者からの調達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b 政府所有米穀の調達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府消費生活安全センター 

075-671-0030 

京都府 

災害対策課 

連絡 
町 長 

被災市町村長 

要請 

協定業者等 

輸送 

調達又はあっせん 

※京都府災害対策本部設置後は、 

京都府災害対策支部を通じ 

京都府災害対策本部あて 

※京都府災害対策本部設置後は、 

京都府災害対策本部あて 

連携 連絡 
町 長 

被災市町村長 

京都府農林水産部 

農産課 

要請 

075-414-4953 

近畿農政局生産部 

075-451-9161 

要請 

（精米）引渡し 

農林水産省 

炊出し 

京都府 

災害対策課 

売渡要請 

米穀販売業者 被災者 

要請 連絡 

要請 

（注） 

町 長 

被災市町村長 
京都府農林水産部 

農産課 

075-414-4953 

農林水産省生産局 

03-6744-1354 

近畿農政局生産部 京都府知事 

連携 売買契約 

指示 指示 緊急引渡 

手続き 

京都府 

災害対策課 

※京都府災害対策本部 

設置後は、京都府災害対策本部あて 

指示 

（精米）引渡し 

炊出し 

受託事業体 

（玄米） 
精米工場又は米穀販売事業者 

（玄米のとう精） 
被災者 

（注）町長は、京都府知事に連絡がつかない場合、農林水産省農産局長に政府所有米穀の引渡しを要請することができ

る。この場合、町長は京都府知事に、要請後速やかにその旨を報告するとともに、要請書の写しを送付する。 
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○自衛隊等の支援又は協力による炊出し連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

陸上自衛隊 
第 7普通科連隊 

第 3 科 
0773-22-4141 

(内 235) 
当直司令室 
(内 302) 

陸上自衛隊 
第 4施設団 
第 3 科 

0774-44-0001 
(内 236) 

当直司令室 
(内 223) 

京都府災害対策課 
075-414-4472 

町 長 
被災市町村長 

支援要請 

要請 

出動 

被災地へ 

※京都府災害対策本部設置後は、 

京都府災害対策支部を通じ、 

京都府災害対策本部あて 
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第 11 節 生活必需品供給計画 

（医療救助班） 

第１ 計画の方針 

災害により、日常生活に欠くことのできない被服、寝具、その他の衣料品及び生活必需品

を確保できない被災者に対して、急場をしのぐ生活必需品を供給するために必要な事項に

ついて定める。なお、生活必需品の供給にあたっては、被災地の実情を考慮するとともに、

要配慮者等のニーズや、男女のニーズの違いに配慮するものとする。 

 

第２ 実施責任者 

実施責任者は本部長とし、町において実施できない場合は、隣接市町の協力を得て実施す

る。なお、災害救助法が適用された場合は、京都府知事が物資の調達及び輸送を行い、町は

配分計画に基づいて被災者に配分を行う。 

 

第３ 対象者 

生活必需品供給の対象者は次のとおりとする。 

ア 被災により、住家の被害が全焼、全壊、流失、半焼、半壊又は床上浸水を受けた者 

イ 被服、寝具、その他生活上必要な最小限度の家財を喪失した者 

ウ 被服、寝具、その他生活必需物資が無いため、直ちに日常生活を営むことが困難な

者 

 

第４ 生活必需品供給計画 

１ 品目 

被災者に供与（貸与）する生活必需品は次の品目を標準とする。 

ア 被服    下着・靴下・雨衣・防寒衣等の類 

イ 寝具    毛布・布団等の類 

ウ 日用品等  石けん・タオル・ティッシュペーパー・バケツ・ごみ袋等の類 

エ 食器等   紙コップ・はし・鍋等の類 

オ 光熱材料  マッチ・ローソク・乾電池・灯油等の類 

 

２ 生活必需品の確保 

本部長の指示に基づき、町と協定を締結している業者等から調達するが、調達量が不足

した場合、又は調達が困難な場合は、京都府知事に対してあっせんを要請する他、近隣市

町村に応援を要請する。 

町で備蓄している品目と数量は次のとおりであり、今後更に計画的な備蓄を進める。 
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表 生活必需品の備蓄数量 

品 目 備蓄場所 数 量 

難燃毛布 

(1400×1900) 

㎜  

住民体育館 

やすらぎ荘 

宇治田原小学校 

田原小学校 

旧奥山田小学校 

総合文化センター 

郷之口会館・郷之口器具庫 

高尾公民館・高尾器具庫 

南区公民館・南コミュニティ消防センター 

荒木公民館・荒木コミュニティ消防センター 

岩山会館・岩山器具庫 

立川公民館・宇治田原コミュニティ消防センター(立川) 

禅定寺会館・禅定寺コミュニティ消防センター 

湯屋谷会館・湯屋谷器具庫 

銘城台自治会館・銘城台器具庫 

緑苑坂自治会館・緑苑坂器具庫 

200枚 

100枚 

350枚 

370枚 

70枚 

330枚 

190枚 

20枚 

220枚 

40枚 

100枚 

80枚 

70枚 

60枚 

145枚 

105枚 

合 計 2,480枚 

 

３ 生活必需品の集積場所 

町内又は町外の業者から調達した物資及び近隣市町村から送付された応援物資につ

いては、下記の場所に集積し円滑な配分を進める。 

ただし、総合文化センターについては、車中泊避難場所も兼ねているため、当該駐車

場を車中泊避難場所として開設する場合は、事前に物資の集積場所の確保を行う。 

物資集積場所 場 所 

総合文化センター 大字岩山小字沼尻 46-1 

宇治田原中央公園 大字立川小字坂口 18-5 

 

４ 生活必需品の配分 

町は生活必需品の配分計画を作成し、調達した生活必需品等を世帯構成人数に応じて

配分する。配分にあたっては、地区ごとに物資支給責任者を定め、区・自治会の協力を得

て行うものとする。なお、物資の支給に関してはあらかじめ物資支給に関する要領を作成

し、迅速的確に実施する。 

 

５ 燃料の確保 

町は、災害が発生した場合、町内の燃料販売店に対し燃料の提供を要請する。なお、燃

料確保が困難な場合、燃料の油種や数量、案件の優先度等を提示し、府及び国に対し緊急

供給要請を行う。 
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○生活必需物品の調達系統 

 

(1)災害救助法により京都府が調達及び供与（貸与）する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 町から京都府に物資あっせんを要請する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 町から国又は他府県に物資あっせんを要請する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

あっせん 要請 
京都府 

災害対策課 

町 長 

(被災市町村長) 

調達 

京都府消費生活 

安全センター 
協定業者等 

依頼 

075-671-0030 

075-414-5428 

京都府入札課 町 

(被災市町村) 

輸送 
連絡 

※京都府災害対策本部設置後は、 

京都府災害対策本部あて 

あっせん 連絡 要請 

京都府 

災害対策課 

 

町 長 

(被災市町村長) 
町 

(被災市町村) 
京都府消費生活 

安全センター 

075-671-0030 

協定業者等 

輸送 

町 

(被災市町村) 

輸送 あっせん 

(大量の建設資材が必要な場合) 
京都府 

指導検査課 
建設・建材業者 

※京都府災害対策本部設置後は、 

京都府災害対策本部あて 

政府 

緊急災害対策本部 
要請 

町 長 

(被災市町村長) 

要請 あっせん 
京都府 

災害対策課 

 

京都府消費生活 

安全センター 

075-671-0030 

 

業者 
他府県 

生活物資担当課 

要請 

輸送 

町 

(被災市町村) 

関西広域連合 

連絡 ※京都府災害対策本部 

設置後は、 

京都府災害対策本部あて 
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第 12 節 要配慮者に係る対策 

（総務班、医療救助班） 

第１ 計画の方針 

震災時には、要配慮者は避難等に特別の援護が必要な上、災害時の生活においても生活上

の支障を生じることが予想される。このため震災時における要配慮者に対する必要な応急

対策について定める。 

 

第２ 実施責任者 

町は、府と連携して、要配慮者に対する対策を実施する。 

 

第３ 震災発生時の避難行動要支援者の避難誘導、安否確認等 

(1) 被害が予想される地震が発生した場合には、町は府と連携し、社会福祉協議会、自主

防災組織、区・自治会、ボランティア等の協力を得て、避難行動要支援者マップや避難

行動要支援者名簿及び個別避難計画に基づき各戸訪問して避難行動要支援者の安否等

を確認するとともに、避難誘導を行う。また、指定緊急避難場所及び指定避難所の避難

行動要支援者の所在についても確認を行う。 

(2) 在宅の避難行動要支援者に対しては、必要に応じ社会福祉協議会、自主防災組織、

区・自治会、ボランティア等の協力を得て指定緊急避難場所及び指定避難所への誘導、

社会福祉施設への緊急入所等の措置を講ずる。 

(3) 避難所及び被災者等の福祉的支援が必要な場合は、府に災害派遣福祉チーム（ＤＷＡ

Ｔ）の派遣を要請し、避難者に対する福祉的な相談及び避難所のバリアフリー化の助言

等を求める。 

 

第４ 高齢者に係る対策 

(1) 町は被災した高齢者の生活に必要な物資やサービスに関するニーズを迅速に把握す

るため、府と連携し、災害ボランティア等の協力を得ながら、調査・相談体制を整備す

る。 

(2) 町は、府と連携し、被災した高齢者の生活に必要な物資の調達、供給に努める。 

(3) 町は、府と連携し、被災した高齢者が、老人福祉施設等において必要な保健福祉サー

ビスを受けられるよう速やかに体制を整える。 

(4) 指定避難所及び仮設住宅の設置にあたっては、高齢者に配慮した仕様とする。 

 

第５ 障がい者に係る対策 

(1) 町は、府と連携し、避難所設営のための資材として、障がい者用トイレ、車いすなど

の福祉機器、視覚障がい者や聴覚障がい者のための情報伝達機器（ラジオ、ＦＡＸ、文

字放送テレビ、電光掲示板など）を確保し、必要に応じ、速やかに避難所に提供する。 
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(2) 町は、府と連携し、手話通訳者等のボランティアとも連携して、個別ルートも含め視

覚障がい者や聴覚障がい者との情報伝達システムの確立を図る。 

(3) 町は、府と連携し、避難所及び在宅障がい者の調査により、手話通訳やガイドヘルパ

ーなどのサービスのニーズを把握し、府の協力を得て必要な人員を確保し、サービスの

提供に努める。 

(4) 町は、府と連携し、町内の福祉施設等において、障がい者に必要な保健福祉サービス

が、速やかに提供できる体制の確保に努める。また、重度障がい者については、府内等

の障害（者）福祉施設等への緊急入所等の対策を講ずる。 

(5) 障がい者の健康管理には特に留意することとし、町は府と連携し、避難者健康対策を

講ずる。 

(6) 町及び府は、避難所及び仮設住宅の設置にあたっては、段差の解消や障がい者用トイ

レの設置など障がい者に配慮したユニバーサルデザイン仕様の施設を検討する。 

 

第６ 乳幼児・児童に係る対策 

(1) 町は、ほ乳瓶、粉ミルク、紙おむつ等の育児用品を迅速に確保する。物資の調達が困

難な場合は府に協力を要請する。 

(2) 町は、府と連携し、被災による孤児、遺児及び保護者の負傷等による要保護児童の迅

速な発見に努める。要保護児童を発見したときは、児童相談所に連絡するとともに必要

な措置を講ずる。 

 

第７ 妊婦に係る対策 

(1) 町は、妊婦のニーズに応じた物資の迅速な調達、提供に努める。この場合、物資の調

達が困難なときは、府に協力を要請する。 

(2) 町は、府と連携し、医療機関等の協力を得て、健診等必要な医療サービスが提供でき

る体制を確保する。 

(3) 町は、妊婦の健康管理に特に留意し、府と連携し、避難者健康対策を講じる。 

(4) 町は、助産の必要な妊婦に対し、医療機関等の協力を得て、助産を実施する。 

 

第８ 外国人に係る対策 

(1) 町は、府と連携し、災害時の通訳・翻訳ボランティアの協力を得て、外国人との情報

伝達システムを確立する。 

(2) 町は、府と連携し、広報・広聴活動において、外国人に十分配慮して活動する。 

 

 

  



震災対策編 

- 震 144 - 

第 13 節 緊急輸送計画 

（総務班、消防班） 

第１ 計画の方針 

災害時における被災者及び災害応急対策の実施に必要な人員、資機材を迅速かつ確実に

輸送するため、緊急輸送道路の確保と輸送体制の確立について定める。 

 

第２ 緊急輸送の対象等 

１ 緊急輸送の対象 

町及び府が実施する緊急輸送の範囲は、次のとおりである。 

ア 被災者 

イ 医療、救助、通信等の応急措置に必要な要員、資器材等 

ウ 飲料水、食料、生活必需品等 

エ 救援物資等 

オ 応急復旧に係る要員、資機材等 

 

２ 輸送順位 

ア 住民の生命の安全を確保するために必要な輸送 

イ 災害の拡大防止のために必要な輸送 

ウ ア、イ以外の災害応急対策のために必要な輸送 

 

第３ 緊急輸送車両等の確保 

１ 車両の確保 

(1) 町で保有する車両等 

町公用自動車一覧 

車 種 台数 備 考 

乗合自動車 5  

乗用自動車 10  

貨物自動車 15  

原動機付自転車 4  

緊急自動車 2 総務課・上下水道課所属 

特殊用途自動車 2  

合計台数 38  

消防団 

車 種 台数 備 考 

緊急自動車 9 多機能型消防車 

緊急自動車 1 小型ポンプ積載車 

合計台数 10  



震災対策編 

- 震 145 - 

京田辺市消防署宇治田原分署 

車 種 台数 備 考 

緊急自動車 1 消防ポンプ車 

緊急自動車 1 高規格救急車 

緊急自動車 1 指揮支援車 

原動機付自転車 1  

合計台数 4  

 (2) 輸送の方法 

町の災害時における輸送は、被害の状況及び地形等により判断し、次のうち最も適切

な方法により行う。 

ア トラック、バス等による輸送 

イ 航空機、ヘリコプターによる輸送 

ウ 人力等による輸送 

(3) 京都府への要請 

町内で車両の確保が困難な場合は、次に示す事項を明示して京都府山城広域振興局

長を経由して京都府知事に調達あっせんを要請する。 

ア 輸送区間及び借上げ期間 

イ 輸送人員又は輸送量 

ウ 車両等の種類及び台数 

エ 集結場所及び日時 

オ その他必要な事項 

(4) 輸送協力要請の窓口 

災害の状況に応じて、関係機関に対して、輸送協力を依頼する。 

(5) 非常用燃料の確保 

緊急輸送に使用する車両の燃料は、あらかじめ依頼した業者から調達する。 

表 町内給油取扱所一覧 

名 称 所在地 

油音商店 大字荒木小字西出 2 

京都やましろ農業協同組合 宇治田原給油所 大字立川小字宮ノ本 22 

 

２ 航空機等による輸送 

地上輸送が不可能な場合、又は孤立した地域に緊急物資を輸送する必要が生じた場合

は、直ちに京都府山城広域振興局長を経由して京都府知事に航空機等の要請を行う。 

 

第４ 緊急通行車両 

１ 緊急通行車両の範囲 

災害対策基本法第 76条第 1項に規定する緊急通行車両として確認を受ける車両は、第

2の 1に掲げる災害応急対策に使用する車両とする。 
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２ 緊急通行車両の確認手続き 

災害対策基本法施行令第 33条第 1項に規定する緊急通行車両の確認を受けようとする

ときは、緊急通行車両等確認申請書（様式第 5）を京都府警察本部の交通規制課長、高速

道路交通警察隊長又は田辺警察署長等に提出し、標章及び緊急通行車両確認証明書（様式

第 4）の交付を受ける。 

＊標章、様式第 4・第 5 は、本編 154 頁～155 頁参照 

 

３ 緊急通行車両の事前届出 

緊急通行車両として確認を受ける車両のうち、事前に届出を行っておく必要があると

認められる車両については、当該車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署に申請書類

（様式第 1）を提出して審査を受け、届出済証の交付を受けておくものとする。 

＊様式第 1 は、本編 156 頁参照 

 

４ 災害時における立ち往生車両や放置車両の移動等 

町は、災害対策基本法第 76 条の 6 の規定に基づき、京都府警察本部及び府と連携し、

放置車両その他交通障害物の除去に努め、緊急通行車両の円滑な通行を確保する。 

 

第５ 緊急輸送道路 

本町に関連する緊急輸送道路として指定すべき道路は、次のとおりである。 

・国道 307号    （滋賀県境～国道 24号交差点：第 2次緊急輸送道路） 

・府道宇治木屋線  （国道 307号交差点～宇治田原町町役場：第 2次緊急輸送道路） 

・府道宇治田原大石東線    （町が定める緊急輸送道路） 

・上記道路と防災拠点を結ぶ町道（町が定める緊急輸送道路） 

＊道路・交通の災害情報の伝達系統は、本編 153 頁参照 

 

第６ ヘリポートの位置等 

１ 発着予定地 

表 災害用・ドクターヘリコプター発着予定地一覧 

地図番号 名称 所在地 備考 

① 宇治田原小学校グラウンド 大字岩山小字丸山 ドクターヘリ 

② 住民グラウンド 大字岩山小字大溝 ドクターヘリ 

③ 田原小学校グラウンド 大字郷之口小字中林 ドクターヘリ 

④ 奥山田ふれあい広場 大字奥山田小字里西 ドクターヘリ 

⑤ 宇治田原工業団地グラウンド 大字立川小字金井谷 ドクターヘリ 

⑥ 宇治田原カントリー倶楽部 大字奥山田小字長尾 ドクターヘリ 

⑦ 近畿スポーツランド 大字高尾小字柏尾 ドクターヘリ 

⑧ 宇治田原中央公園 大字立川小字坂口 18-5 ドクターヘリ 
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２ 発着場の基準等 

ヘリコプター発着場の基準及び標示要領により整備を行い、緊急時に円滑な活動が実

施できるようにする。 

＊ヘリコプター発着場の基準及び標示要領は、本編 152 頁参照 

 

３ ヘリポートでの留意事項 

(1) 関係者以外の立入を制限する。 

(2) 誘導員を配置する。（ヘリコプターがヘリポートを確認し、着陸の態勢に入ったと判

断したならば、遠くに離れ、他の侵入者がないようにする。） 

(3) 散水の実施（風圧により砂塵が立たない。）及び飛散物は固定又は除去する。（積雪時

は完全に除雪又は圧雪をする。） 

(4) 吹流しを設置する。（離着陸の障害にならないよう留意） 

   （吹流しの基準：長さ 2ｍ以上、径 60㎝以上、赤白で目立つように） 

(5) ヘリポートの標示をする。（Ｈの印を 10～20ｍの大きさ、石灰等で標示） 

(6) ヘリコプター近くでの火気厳禁を徹底する。 
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ヘリポート詳細図 

①宇治田原小学校グラウンド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②住民グラウンド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇治田原小学校 

グラウンド 

住民グラウンド 
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③田原小学校グラウンド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④奥山田ふれあい広場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

田原小学校 
グラウンド 

奥山田ふれあい広場 
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⑤宇治田原工業団地グラウンド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥宇治田原カントリー倶楽部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

宇治田原工業団地 
グラウンド 

宇治田原カントリー 
倶楽部 
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⑦近畿スポーツランド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧宇治田原中央公園 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

近畿スポーツランド 

宇治田原中央公園 
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図 ヘリコプター発着場の基準及び標示要領 
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注：災害協定等において個別の定めのあるときは、その定めによる。 

 

図 道路・交通の災害情報の伝達系統 

  

近畿地方整備局道路管理課 

06-6941-2500 

マイクロ電話 8-86-4421 

京都国道事務所管理第 2 課 

（代）351-3300 

マイクロ電話 8-86-736-442 

福知山河川国道事務所道路管理課 

（代）0773-22-5104 

マイクロ電話 8-86-735-431 

～432 

西日本高速道路株式会社 

○平日昼間 9:00～17:30 

関西支社（06-6344-8207） 

京都府道路公社 

管理事務所 

（0773-83-0074） 

京都府道路公社 

(075-415-2321) 

京都府 

交通政策課 

（414-4359） 

ＪＲ西日本本社総務部(震度 5弱以上) 

（06-6375-8929） 

ＪＲ東海関西支社総務課 

（06-7668-0613） 

京都府道路計画課 

（414-5248） 

京都府道路管理課 

（414-5266） 

近畿地方整備局 

（必要により関係府県等） 

京都府土木事務所(7) 

(TEL 及び衛星通信系 

防災情報システム) 

京都府広域振興局(4) 

(TEL 及び衛星通信系 

防災情報システム) 
京都府災害対策課 

（414-4472） 

警察電話 6920 
京都市行財政局 

防災危機管理室 

222-3210 

宇治田原町 

区役所等(62) 

駐在所 

 

交番 

京都府 

警察本部 

451-9111 

各警察署 

（TEL 及び警察電話） 

京都高速道路事務所 

(075-632-1230) 

福知山高速道路事務所 

(0773-27-7101) 

○平日夜間 17:30～翌 9:30、休日 

吹田道路管制センター 

(06-6876-5418) 

警備第一課 警電 5752・夜間 5725 

衛星通信系防災情報システム 

交通規制課 警電 5215（交通管制センター） 

5171（本室）・夜間 5212 
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標 章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 1 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」、「年」、

「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及び日を表示する部分を白色、

地を銀色とする。 

2 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

3 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 

 

別記様式第 4（第 6条関係） 

第   号 

年  月  日 

緊 急 通 行 車 両 確 認 証 明 書 

京都府公安委員会  印 

番号標に表示され

ている番号 

 

車両の用途（緊急

輸送を行う車両に

あっては、輸送人

員又は品名） 

 

使用者 
住 所 

 

（   ）  局   番 

 

氏 名  

運 行 日 時  

運 行 経 路 
出  発  地 目  的  地 

  

備     考 
 

 

 備考 用紙は、日本工業規格Ａ5とする。 
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別記様式第 5 

災  害 

応急対策用 

地震防災 

緊急通行車両等確認申請書 

       年  月  日 

京都府公安委員会 殿 

申請者 住所 

電話 

氏名          印 

 

事前届出の有無 有 （届出済証番号            ）     無 

指定行政機関等 1 指定行政機関 2 指定地方行政機関 3 地方公共団体（執行機関を含

む。） 4 指定公共機関 5 指定地方公共機関 6 関係機関・団体 7 そ

の他 

名称 

番号標に表示さ

れている番号 

 

災害・地震防災

応急対策の内容 

1 警報の発令等 2 消防、水防等応急措置 3 救難・救助・保護 4 児

童・生徒の応急の教育 5 施設・設備の応急の復旧等 6 清掃、防疫等

保健衛生 7 犯罪の予防、交通の規制等社会秩序の維持 8 緊急輸送の

確保 9 災害の発生の防御、拡大の防止 

車両の用途（緊

急輸送を行う車

両にあっては、

輸送人員又は品

名） 

 

使  用  者 

住所 

電話 

氏名 

通行（輸送） 

日時 

 

通行（輸送） 

経路 

出  発  地 目  的  地 

  

注 1 届出済証の交付を受けている車両については、この確認申請書を 2通作成し、当

該届出済証を添付の上、最寄りの警察本部（交通規制課）、警察署、交通検問所等

に提出してください。 

2 届出済証の交付を受けていない車両については、この確認申請書を 2 通作成し、

それぞれに､輸送協定書等の当該車両を使用して行う業務の内容を疎明する書類

（輸送協定書等がない場合にあっては、指定行政機関等の上申書等）の写しを添

付の上、最寄りの警察本部（交通規制課）、警察署、交通検問所等に提出してくだ

さい。 
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第 14 節 廃棄物処理・障害物除去計画 

（建設班） 

第１ 計画の方針 

被災地での救急救助や応急復旧を円滑に実施するために、被災地の清掃方法、障害物の除

去、環境汚染対策等の措置について定める。 

 

第２ 清掃計画 

被害の規模に応じ、被災者の生活にできるだけ支障が生じないよう、適切に廃棄物の処理

を行う。 

 

１ ごみ処理 

被災地はごみ及び汚物などの発生が多くなるため、迅速適切に清掃作業を実施し、環境

の浄化を図る。なお、災害時におけるごみ処理を円滑に進めるため、町は城南衛生管理組

合と連携し、以下の措置を行う。 

(1) 生活ごみの発生量見込み、建物被害状況と廃棄物（がれき）の発生量見込み等につい

て把握する。 

(2) 廃棄物の収集・処理に必要な人員、収集運搬車両等の状況について確認する。 

(3) 発災後の道路交通の状況などを勘案しつつ、遅くとも発災数日後には廃棄物の収集

を開始し、一時的に大量に発生した生活ごみ等を早期に処理するように努める。 

(4) ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福

祉協議会、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担する等、効率的に

災害廃棄物の搬出を行う。 

(5) 災害により発生した廃棄物を効率的に処理するため、仮置場及び仮集積所を確保す

る。 

(6) 事業者は自らの事業所や事業活動に供するもの（工場・店舗・農林業資材・商品等）

廃棄物となった場合は、事業系一般廃棄物又は産業廃棄物として適正に処理するもの

とし、家庭系廃棄物の仮置場や仮集積所へ搬入してはならない。 

 

２ し尿処理 

住民の生活に支障が生じないよう、城南衛生管理組合との協議・調整のもと、仮設トイ

レをできる限り早期に設置する。仮設トイレの設置にあたっては、障がい者への配慮を行

う。 

なお、災害時におけるし尿処理を円滑に進めるため、以下の措置を行う。 

(1) 避難所等の避難人員及び場所を確認し、水道の復旧状況を勘案のうえ、当該避難場所

等の仮設トイレの必要数やし尿の処理見込みを把握する。 

(2) し尿処理施設の被害状況と稼働見込みを把握し、必要により、仮設トイレを避難所等

に設置する。 

(3) 仮設トイレの管理にあたっては、必要な消毒剤等を確保し、十分な衛生上の配慮をす
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る。 

(4) 仮設トイレの調達は、協定締結企業等から速やかに行う。 

 

３ 京都府への報告と応援要請 

処理施設の被害状況、仮設トイレの必要数、生活ごみの発生量見込み、建物被害状況と

廃棄物（がれき）の発生量見込み等について、府に報告する。 

また、廃棄物の収集・処理に必要な人員、収集運搬車両等が不足する場合は、府に支援

を要請する。 

 

４ 廃棄物（がれき）の仮置場及び処理ルートの確保等 

廃棄物は危険なもの、通行上の支障となるもの等を優先的に収集・運搬する。また、選

別、保管のできる仮置場を確保するとともに、城南衛生管理組合との協議・調整のもと、

大量の廃棄物の最終処分までの処理ルートを確保する。 

 

第３ 障害物除去計画 

町及び関係機関は被災者が日常生活を営むことができるよう、道路、河川等の障害物を除

去する。 

１ 道路関係障害物の除去 

国道と府道については府が、町道については町がそれぞれ除去するが、相互に連絡し協

力して行う。なお、障害物除去に際しては、住民に的確な情報提供を行う。 

 

２ 河川関係障害物の除去 

河川管理者である国土交通省、府、町がそれぞれ管轄の部分について除去する。 

 

３ 住宅関係障害物の除去 

町長が行うが、災害救助法が適用された場合は、京都府知事の補助機関として町が実施

する。 

(1) 第一次的には、町保有の器具、機械を使用して実施する。 

(2) 労力又は機械力が不足する場合は、災害対策基本法第 67条に基づき他の市町村から

の応援を求める。 

(3) 労力又は機械力が相当不足する場合は、府内の民間団体からの資器材・労力等の提供

を求める。 

(4) 火災により焼損した家屋は、町、城南衛生管理組合及び所有者立会いにより、処理方

法を決定し、城南衛生管理組合の指示により、処理場へ搬入する。また、その際の処理

費用は公費負担（町）とする。 

 

第４ 有害物質による環境汚染対策 

地震災害により、有害物質による大気及び公共用水域等の環境汚染が発生した場合には、

生活環境への影響及び拡大を防止し、住民の被害の防止及び軽減を図るため次の措置を講
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じる。 

(1) 関係防災機関への通報を行う。 

(2) 住民の生命・身体に危険が予測される場合は、住民への周知と避難誘導を行う。 

(3) その他、府の施策に協力する。 
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第 15 節 文教対策 

（教育班、医療救助班） 

第１ 計画の方針 

地震災害発生時における文教対策について、児童生徒等の生命・身体の安全を第一義とし、

休校・登下校の措置、応急教育、教科書・学用品の調達・配付等について定める。 

 

第２ 実施責任者 

(1) 町立保育所、小中学校の応急教育・保育の応急復旧対策は町長とする。 

(2) 災害に対する各学校の措置については、学校長が具体的な応急対策をたてる。 

(3) 学用品の供与については、災害救助法が適用された場合は京都府知事の委任を受け、

町長が実施する。 

 

第３ 情報の収集 

１ 発災情報の把握 

災害に関する情報の収集を図るほか、テレビ、ラジオ等の情報にも留意し、広範な情報

の把握に努める。 

 

２ 被害情報の収集・伝達 

災害の規模・程度に応じ、迅速に情報収集を行うこととし、被害情報について、被災地

域の学校等から必要な情報を収集する。 

情報の収集は、発災後迅速に行い、学校等において災害に対する所要の応急措置を講じ

られるよう必要な情報の伝達を行う。 

 

第４ 施設、設備の緊急点検 

災害が発生するおそれがある場合、学校等において施設・設備の緊急点検等を実施すると

ともに、必要に応じ、教材、教具、書類等の損失、損傷を防護し、安全な箇所への移動等適

切な措置を講じる。 

 

第５ 学校における安全対策 

１ 在校時の対策 

地震災害発生時においては、児童生徒等の生命の安全確保を第一とし、危険が予想され

る場合は、学校長の判断により、安全な場所への避難等の安全対策に万全を期すほか臨時

休校の措置を行うなど臨機の措置をとる。 

授業開始後にあって臨時休校を決定した場合は、早急に児童生徒等を帰宅させること

とするが、その際危険防止等についての注意事項を徹底させるとともに、必要に応じ教職

員が地区別に付き添うものとする。ただし、保護者が不在又は住宅及び通学路に危険のお
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それのある児童生徒等は、学校等において保護する。 

保育所については、速やかに保護者と連絡をとり、保護者の安全にも十分に留意した上

で引き渡しする。 

 

２ 在校時以外の対策 

児童生徒等の在校時以外に発災した場合は、児童生徒等及び保護者に関する安否の確

認等を速やかに実施する。また、災害の状況に応じ、休校措置を登校前に決定したときは、

直ちに広報車、各学校等の連絡網を通じて周知するとともに、児童生徒等に対し徹底を図

る。 

 

第６ 応急教育 

１ 授業中断等の措置 

学校において、授業を継続することにより児童生徒等の安全確保が困難と思われる場

合、臨時に授業を行わないこと等の適切な措置を講じる。 

 

２ 施設・設備の安全点検・応急復旧等 

災害発生後、二次災害の防止や学校再開等のため、施設・設備の安全点検をできるだけ

早急に行い、被災により教育の実施が困難となった場合、必要に応じ、危険建物の撤去、

応急復旧や仮設校舎の設置等の措置を講じる。 

 

第７ 応急保育 

保育時間内に地震災害が発生した場合、保護者の引取りが困難と予想されるため、残留園

児を保護する体制を整える。また、災害発生後は、職員編成を速やかに図り、早急に保育が

再開できるようにし、再開の時期等について、保護者へ連絡を行う。 

 

第８ 学用品の調達・配付 

１ 調達の方法 

教科書については、学校別、使用教科書別に数量を調査し、京都府教育委員会に報告し

供給を受ける。 

教科書以外の学用品については、町が調達・配付する。 

 

２ 学用品等の供与基準 

(1) 対象 

住家が全壊（焼）、流失、半壊（焼）又は床上浸水により学用品を喪失又は損傷し、

就学上支障のある小学校児童及び中学校生徒 

(2) 学用品の品目及び費用の限度 

ア 教科書（教材を含む）……実費 

イ 文房具……災害救助法施行細則に定める限度額以内 
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ウ 通学用品……文房具と同じ 

(3) 期間 

ア 教科書……災害発生の日から 1か月以内 

イ 文房具及び通学用品……災害発生の日から 15日以内 

 

第９ 学校給食 

学校給食はできるかぎり継続実施する。ただし、次のような事情が発生した場合について

は、一時中止する。 

ア 災害が広範囲にわたり、災害救助のための炊出しに、学校給食施設を使用したとき 

イ 給食施設が被害を受け、給食の実施が不可能となり、応急復旧が完了するまでの期

間 

ウ 感染症その他の危険が発生し、又は発生が予想されるとき 

エ 給食物資の調達が困難なとき 

オ その他給食実施が外因的事情により不可能なとき 

なお、給食再開にあたっては、衛生管理に十分注意を払うものとする。 

 

第 10 学校等における保健衛生及び危険物等の保安 

１ 保健衛生 

災害発生時における児童生徒等及び教職員等の保健衛生に留意し、建物内外の清掃、飲

料水の浄化及び感染症の予防等の措置をとる。 

 

２ 危険物等の保安 

学校等におけるガス（高圧ガスを含む。）、危険薬品、アルコール、石油等その他の危険

物の災害発生時における保安のため、管理上必要な措置を講じる。 

 

第 11 被災者の救護活動への連携・協力 

学校等が避難所やボランティアの活動拠点となる場合は、医療救助班等と連携し、円滑な

運営に協力する。 

また、学校給食施設等を活用した炊出し等に協力するとともに、災害の状況によっては、

災害救援活動等に協力できるよう人的支援体制を整備する。 

 

 

 

  



震災対策編 

- 震 163 - 

第 16 節 保健衛生、防疫及び遺体処理等活動計画 

（医療救助班） 

第１ 計画の方針 

地震災害発生時には、廃棄物や腐敗物が散乱し、生活環境の悪化、罹災者の病原体に対す

る抵抗力の低下等の悪条件により、感染症が発生しやすい。感染症を予防し、環境の悪化を

防止するため迅速かつ的確に防疫措置を実施する。 

 

第２ 防疫・保健衛生 

１ 町が実施する対策 

(1) 衛生環境が極端に劣悪で、感染症等が発生しやすい場合には、これを未然に防止する

ため、井戸、家屋、便所等の消毒等防疫活動を行う。 

(2) 防疫活動に必要な薬品及び資機材を備蓄・配備するとともに、卸売業者等から迅速に

調達できる体制を確立する。 

 

２ 京都府に要請する対策 

災害の規模が甚大で、その活動が長期化する場合等には、上記の対策を府に要請する。 

 

３ 京都府が実施する対策 

(1) 健康調査及び健康診断 

(2) 感染症が発生したとき又はそのおそれのあるときの措置 

(3) 感染症患者の入院勧告等 

(4) 市町村への対応 

(5) 備蓄資材等 

 

４ 食品衛生活動 

地震発生時に、京都府山城北保健所の指導を受け、町及び関係機関が協力して食品衛生

の確保を図る。 

(1) 食品の調達、支給にあたっては、業界の協力を得て衛生面等に良好な製造所を把握・

確保し、保冷車等による適切な輸送・管理の確保に努める。 

(2) 避難所管理者は、「災害時食品衛生管理の取扱」に基づき、食品の衛生管理を行う。 

(3) 被災地での炊出し実施に際しては、「災害時食品衛生管理の取扱」に基づき、衛生管

理を行う。 

 

５ 一般家庭の食品衛生 

(1) 台所の清掃を徹底し、特に冠水した床、棚、戸棚内部は殺菌剤（逆性石けん液又は塩

素剤等）による消毒を行うこと。 

(2) 食品を購入する際は鮮度、カビの発生等をよく吟味して購入し、特に蛋白質性の食品

の保存には十分留意し、大量に買い込まないようにすること。 
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(3) 食品は十分に加熱したものを食べること。 

(4) 給水車による水又は地下水等の生水の使用は避け、必ず煮沸した水を使用すること。

地下水には汚染進入のおそれがあるので水質検査を受けるか、塩素剤等の投入による

消毒を行うこと。 

 

６ 家庭動物の保護及び収容対策 

町は、災害で被災放置された犬、猫等の家庭動物の保護及び収容について、府及び関係

団体等と協議し、連携・協力して対処する。 

(1) 放浪している動物を保護し、収容する。 

(2) 負傷や病気の動物を治療し、収容する。 

(3) 飼い主が飼養困難な動物を一時預かる。 

(4) 被災動物（同行避難した動物数等）の情報を収集する。 

(5) 飼養されている動物に餌を配布する。 

(6) 動物の所有者や新たな所有者を探すため、情報の収集や提供を行う。 

(7) 特定動物が逃走した場合、人の危害防止を図るため、必要な措置を講ずる。 

(8) 家庭動物に関する相談窓口を設置する。 

 

７ 家畜伝染病の予防 

町は、災害発生に伴う家畜伝染病の予防及びまん延の防止を図るため、京都府家畜保健

衛生所を主体とした検査、予防注射及び消毒等の実施に協力する。 

 

第３ 遺体の捜索、処理及び埋火葬 

１ 実施責任者 

実施責任者は町長とする。ただし、災害救助法が適用された場合は京都府知事の通知に

より町長が実施する。 

 

２ 遺体の捜索 

(1) 捜索の対象 

行方不明の状態にある者で、被災の状況によりすでに死亡していると推定される者 

(2) 捜索の実施 

町長が消防団、消防署、警察署、地域住民に出動協力を要請し、必要な機械器具を借

上げ、捜索を実施する。 

町だけでは捜索の実施が困難であり、隣接市町や府に応援を要請する場合、又は遺体

が流失等により他市町村に漂着していると考えられ、府及び市町村に応援を要請する

場合には、次の事項を明示する。 

ア 遺体が埋没又は漂着していると思われる場所 

イ 遺体数、氏名、性別、年齢、容ぼう、特徴、着衣等 

ウ 応援を要請する人数、器具等 
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３ 遺体の処理・収容 

(1) 処理の対象 

災害の混乱期において、遺族が遺体鑑別等のため、遺体の洗浄、縫合、消毒の処理、

遺体の安置あるいは医師による検案を行うことができない遺体とする。 

(2) 処理の内容 

ア 遺体の識別を容易にするために、洗浄、縫合、消毒等を行う。 

(ｱ) 目的   身元確認、腐敗の防止等 

(ｲ) 実施者  町 

(ｳ) 処理場所 町が借上げ、指定した場所 

イ 身元識別のための遺体の一時安置 

(ｱ) 目的   身元確認、腐敗の防止等 

(ｲ) 実施者  町（災害救助法を適用した場合は、京都府知事の通知に基づき町長が

実施する。） 

(ｳ) 安置場所 町は、あらかじめ体育館、運動場、公園等の公共施設を遺体安置場所

予定地として指定しておく。 

なお、場所の指定に際しては、避難場所指定地との重複を避けるとと

もに、遺体取扱い業務の特性に鑑み、遺族対応や検視業務等を視野に入

れた施設を指定すること。 

また、指定施設が災害によって損壊し使用できないことを想定し、複

数の施設を指定すること。 

ウ 遺体の身元識別のため相当の時間を必要とすることもあるため、身元の確認につ

いては、田辺警察署や区・自治会の協力を得て実施する。なお、変死体については、

田辺警察署へ届出をする。 

エ 遺体の検案は医師会の協力を得て行う。 

オ 遺体の移動に際しては、身元不明とならないよう対策を講じるとともに、遺族の問

合せに対し、的確に対応できる体制を整備する。遺体の身元が判明している場合は、

原則として遺族・親族に連絡の上、遺体を引き渡す。 

カ 町は、遺体の処理、検案、遺族への遺体引渡し、安置における遺族の付添い、死亡

届、埋火葬許可証の交付等が円滑に行えるよう配慮する。 

 

４ 遺体の埋火葬 

(1) 埋火葬の対象 

災害の際に死亡した者で、その遺族が混乱期のため埋火葬を行うことが困難な場合

又は死亡した者の遺族がいない遺体 

(2) 埋火葬の実施 

ア 実施者 町（災害救助法を適用した場合は、京都府知事の通知に基づき町長が実施

する。） 

イ 方法  火葬 

ウ 留意点 

(ｱ) 埋火葬を円滑に実施するため、迅速に埋火葬計画を作成する。 
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(ｲ) 事故死等による遺体については、警察機関から引継ぎを受けた後、埋火葬する。 

(ｳ) 身元不明の遺体については、警察機関に連絡し、その調査にあたる。 

(ｴ) 被災地以外に漂着した遺体のうち身元が判明しないものの埋火葬は、行旅死亡

人としての取扱いによる。 

(3) 埋火葬体制 

災害時に遺体の火葬を円滑に行うため、府と連携して広域的な埋火葬体制を確立す

る。 

 

５ 災害救助法による基準 

(1) 遺体の捜索 

ア 対象 

行方不明の状態にある者で、被災の状況により既に死亡していると推定される者 

イ 費用の限度と期間 

捜索に要する費用は、災害救助法施行細則で定める額とする。なお、輸送費、人件

費は別途計上する。また、捜索の期間は災害発生の日から 10日以内とする。 

(2) 遺体の処理 

ア 処理内容 

(ｱ) 遺体の洗浄、縫合、消毒等の処理 

(ｲ) 遺体の一時保存 

(ｳ) 検案 

イ 費用の限度 

(ｱ) アの(ｱ)については、災害救助法施行細則に定める額以内 

(ｲ) 遺体の一時保存で既存建築物利用の場合は、当該施設の借上費について、通常の

実費。既存建物を利用できない場合は、1体あたり災害救助法施行細則に定める額

以内 

(ｳ) 日赤救護班が行うことができない場合は当該地域における慣行料金の額以内 

ウ 期間 

災害発生の日から 10日以内 

(3) 遺体の埋葬 

ア 対象 

災害の際死亡した者を対象にして実際に埋葬を実施する者 

イ 費用の限度と期間 

埋葬に要する費用は、災害救助法施行細則で定める額とする。また、埋葬の期間は

災害発生の日から 10日以内とする。 

ウ その他 

災害発生の日以前に死亡した者であっても対象となる。 
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第 17 節 水防計画 

（総務班、建設班） 

第１ 計画の方針 

大地震発生時における河川やため池の洪水による河川堤防の損壊から生ずる水災を警戒

し、又は防御し、これによる被害の軽減を図ることを目的に必要な事項を定める。 

 

第２ 水防の責任 

本町における水防責任は町にあり、町内の水防を十分に果たすべき責任を有する。 

 

第３ 水防体制 

１ 水防組織 

町内における水防業務を処置するため下図のとおり水防組織を編成する。 

なお、本町に災害対策本部が設置されたとき、この水防本部は、災害対策本部の組織の中

で活動する。 

また、水防業務を処理する水防団は、宇治田原町消防団をもってこれにあて、消防団本部

を水防本部とし、水防本部長（町長）が総括する。 

 

２ 資器材の準備 

水防上必要な施設（水防倉庫・資材・器具・量水標等）の整備を推進する。 

ア 水防倉庫（水防管理団体の整備基準に準拠） 

(ｱ) 水防用資材及び器材を備蓄するもので大きさは 147㎡（44坪）以上とする。 

(ｲ) 水防活動に便利な所を選び支障のない箇所に設置する。適当な場所がないとき

は堤防法肩その他治水上支障のない場所へ設置する。 

イ 水防用資材器材 

(ｱ) 資材中腐敗、損傷のおそれのあるものは、水防に支障のない範囲でこれを転用

し、常に新しいものを備えるようにする。 

(ｲ) 資材、器材が少なくなれば直ちに補充する。 
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表 宇治田原町の水防資器材の現況 

水防施設 水防倉庫 
専 用 棟 1 

代 用 棟 － 

水防設備 

水防車（消防車を含む） 台 11 

ラジオ・テレビ 台 5 

無線機（携帯用含む） 局 40 

発電機（停電用） 台 11 

水防資材 

土のう袋 袋 500 

ブルーシート 枚 20 

ロープ 巻 2 

木材（丸太、杭含む） 本 30 

鉄線 ㎏ 50 

釘 ㎏ 20 

水防器材 

掛矢 丁 5 

スコップ（ショベル等含む） 丁 26 

つるはし（鍬、ばち等含む） 丁 5 

のこぎり 丁 10 

かま 丁 15 

斧（なた等含む） 丁 8 

ペンチ 丁 5 

金づち 丁 10 

照明器具 個 16 

一輪車 台 2 

（令和 5年 12月 1日現在） 

 

第４ 情報の収集及び警戒体制の確立 

１ 町の警戒体制 

次の事項に該当するときは、情報の収集及び関係機関への伝達等適切な措置をとる。 

ア 京都府河川課・砂防課又は京都府山城北土木事務所から水防に関する通報、指示、

警告等があった場合 

イ 地震により、堤防あるいはため池の異常を発見した場合 

ウ その他本部長が必要と認める場合 

 

２ 水防団への連絡 

水防本部長は警戒を要する場合には水防団長を通じ、各水防団員へ警戒体制に入る旨

の連絡を行い、警戒体制に入る。 

 

３ 出動、水防開始、堤防・ため池等の異常に関する報告 

次の場合には、連絡系統図により直ちに報告するものとする。 

ア 水防団及び消防機関が出動したとき 
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イ 水防作業を開始したとき 

ウ 堤防等に異常を発見したとき（これに関する措置を含む。） 

 

 

 

 

図 連絡系統 

ため池等の異常を発見したときは（これに関する措置を含む｡）、次の系統により報告す

る。 

 

 

 

 

 

図 連絡系統 

 

４ 決壊等の通報 

大地震の発生により堤防あるいはため池が決壊し、又は決壊するおそれのある事態が

発生した場合には、町は水防法第 25条の規定により、直ちにその旨を京都府山城北土木

事務所長、京都府山城広域振興局長及び氾濫する方向の隣接水防管理団体に通報しなけ

ればならない。 

 

  

京都府河川課・砂防課 

町 京都府山城北土木事務所 
京都府山城広域振興局 

田辺地域総務防災課 

町 

京都府農村振興課 
京都府 

山城広域振興局 

ため池 

排水樋門 

用水樋門 

頭首工 

京都府山城北 

土木事務所 

管理者 
京都府 

河川課・砂防課 
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第 18 節 町管理施設等の応急対策に関する計画 

（情報収集班、建設班、上下水道班） 

第１ 計画の方針  

公共施設及びライフラインである電気、電話、上下水道施設が地震により被災した場合に、

町及び防災関係機関が実施すべき応急措置、応急対策について定める。 

 

第２ 建築物の応急対策 

町管理の建築物等について、人命を第一にし、次のとおり応急措置を講じる。 

各施設管理者は、あらかじめ地震発生時の対応について、マニュアルを作成し、それに対

応した防災訓練を行う。 

(1) 地震が発生した場合、まず出火防止措置をとる。 

(2) 各施設利用者の安全を最優先とする。 

(3) 安全な避難場所へと避難誘導を行う。 

(4) 情報収集班に建築物の被害状況について報告する。 

(5) 施設の使用上の安全確認を速やかに実施し、応急復旧の措置を講ずる。 

(6) 一般建築物も含めた被災建築物応急危険度判定については、府及び関係団体の協力

を得て実施する。 

 

第３ 土木施設の応急対策 

地震災害により、道路・橋りょう、河川施設等公共土木施設が破壊、崩壊、破損した場合

には建設班は早急に被害状況を把握し、安全対策及び応急復旧の措置を取り、機能の回復を

図る。 

(1) 道路・橋りょう 

建設班は町内の道路・橋りょうの亀裂、陥没等の状況及び落橋の有無について調査し、

本部長及び京都府山城北土木事務所長に報告し、被害状況に応じた応急措置を実施す

る。 

また、被害状況により応急復旧できない場合は田辺警察署等関係機関に連絡の上、通

行止め又は交通規制の標示等の措置を講じる。 

(2) 河川施設等 

速やかに堤防、砂防設備、地すべり防止施設等の被害状況を調査し、本部長及び京都

府山城北土木事務所長に報告し、避難地等に活用できるものについては、その空間確保

に努める。 

また、被害状況に応じ、雨水浸透防止や崩壊土砂の適切な排除等の応急工事を実施す

る。 

 

第４ 水道施設の応急対策 

震災時における飲料水の確保及び被害施設の応急復旧に対処するため、被害状況を早急
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に調査し、必要な人員、車両及び資機材を確保する。 

(1) 応急措置 

ア 緊急配水措置 

イ 水道施設の被害調査 

ウ 水質の保全 

(2) 応急復旧の実施 

断水をできる限り短期間で狭い範囲にとどめ、早期給水に努める。 

(3) 支援要請 

町は、人員、資機材が不足する場合は、速やかに相互応援協定等に基づく支援要請を

行う。また、府に対し、水道事業者等間の連携に関する調整と広域的な支援に関する要

請を行う。 

(4) 災害時の広報 

各施設の被害状況及び復旧見込みについて、住民に適切に広報し混乱を防止する。 

 

第５ 下水道施設の応急対策 

震災発生時に管渠、ポンプ場、処理場の各下水道施設の被害状況を早急に調査し、汚水の

疎通に支障のないよう応急措置及び復旧対策を講じる。 

(1) 応急復旧の実施 

各施設の被害状況に基づく復旧計画を策定し、管渠の被害に対しては汚水の疎通に

支障のないように応急措置を講ずる。また、ポンプ場及び処理場の被害に対しては、電

源施設、処理機構等の回復を図ることをめざし応急措置を講ずる。 

また、応急復旧に必要な資機材を確保しておく。 

(2) 支援要請 

町は、人員、資機材が不足する場合は、速やかに支援要請を行う。また、府に対し、

下水道管理者等間の連携に関する調整と広域的な支援に関する要請を行う。 

(3) 災害時の広報 

各施設の被害状況及び復旧見込みについて、住民に適切に広報し混乱を防止する。 

また、応急復旧工事が完了するまで、水洗便所等の使用を停止するよう周知する。 

 

第６ 通信施設の応急対策 

西日本電信電話株式会社京都支店は、地震発生時の通信の途絶を防止するため、各種通信

施設の確保、復旧等についての応急対策を実施する。 

 

第７ 電力施設の応急対策 

関西電力送配電株式会社は、災害により電気の供給が停止、又は停止するおそれがある場

合に応急対策及び復旧対策を講じる。 

地震発生に際しては、被災地に対する電力供給の確保にあたる。 
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第８ 都市ガスの応急対策 

大阪ガス株式会社は、地震の発生によりガス施設に被害が発生した場合、ガス漏洩による

二次災害の防止等安全確保を最重点とし、ガス施設の応急復旧を迅速に行う。 

また、災害発生時は、防災業務計画に基づき、地域防災機関と密接に連携して、社内各部

門の連絡協力のもとに応急対策を実施する。 
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第 19 節 住宅の応急対策に関する計画 

（建設班） 

第１ 計画の方針 

地震災害により住宅が被災した住民に対して、応急仮設住宅の設置や応急修理により、避

難所等からの早期移住を進め、一時的な住宅の緊急確保を図るための応急対策について定

める。 

 

第２ 実施責任者 

応急仮設住宅の建設及び被害住宅の応急修理は、災害救助法が適用された場合は、京都府

知事が行う。なお、災害救助法が適用されないときは、町長が行う。 

なお、住宅の被災建築物応急危険度判定については、府及び関係団体の協力を得て実施し、

余震や倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止する。 

 

第３ 対象者 

(1) 応急仮設住宅の供与 

ア 住家が全焼、全壊又は流失した者 

イ 居住する住家がない者 

ウ 自己の資力では、住宅を確保することができない者 

(2) 入居者の選定方法 

応急仮設住宅入居者の選定にあたっては、民生委員・児童委員等の協力を得て、被災

者の資力その他条件を十分調査し、入居者選考機関に諮った上、町長が入居者の選考を

実施する。なお、災害救助法適用の場合は、京都府知事の委任を受けて町長が実施する。 

(3) 応急仮設住宅の設置戸数、規模、費用の限度、期間等については、災害救助法の定め

るところによる。 

(4) 住宅の応急修理 

災害により、住家が半焼、半壊若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資

力では応急修理ができない者、又は大規模な補修を行わなければ居住することが困難

である程度に住家が半壊した者（大規模半壊世帯）に対して行う。 

 

第４ 被災建築物・宅地に係る危険度判定等の実施 

大規模な地震災害により被災した建築物・宅地（擁壁・法面等を含む。）が、引き続き安

全に居住できるか否か、また余震等による二次災害に対して安全が確保できるか否かの判

定を行うことは、住民の安全を確保するため重要であり、被災建築物応急危険度判定及び被

災宅地危険度判定を速やかに実施する。 

(1) 被災建築物・宅地に対する危険度判定の実施準備 

京都府地震被災建築物応急危険度判定協議会、京都府被災宅地危険度判定連絡協議

会と連携し、被災建築物・宅地に係る危険度判定の実施を準備する。 
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ア 判定士（「被災建築物応急危険度判定士」及び「被災宅地危険度判定士」をいう。

以下同じ。）の確保 

府に判定士の派遣を要請する。 

イ 判定士の受入れ施設の確保 

判定士の受入れ施設を確保する。 

ウ 判定実施のための準備 

作業実施に向けて次の事項を準備する。 

(ｱ) 担当区域の配分 

(ｲ) 判定に必要な資料の準備 

(ｳ) 判定作業に必要な資機材の確保 

(ｴ) 判定統一のための打合せ実施 

(2) 情報の収集 

大規摸な地震が発生した場合、建築物及び宅地の被災状況に関する情報の収集に努

める。 

(3) 被災建築物応急危険度判定の実施 

京都府地震被災建築物応急危険度判定協議会と協力して、被災建築物応急危険度判

定を実施する。なお、被災建築物応急危険度判定は、全国被災建築物応急危険度判定協

議会が定めた「被災建築物応急危険度判定マニュアル」に基づき実施する。 

(4) 被災宅地危険度判定の実施 

宅地に関して被害が見られる場合は、京都府被災宅地危険度判定連絡協議会で検討

を行った連絡体制等に基づき、被災宅地危険度判定士の支援を受け、判定業務を実施す

る。また、多数の宅地が被害を受けた場合は、府を通じ国土交通省に対し被災宅地危険

度判定士の派遣等について要請する。 

(5) 判定結果の表示等 

ア 危険度判定結果の表示 

被災建築物・宅地の危険度判定の結果を「危険」「要注意」「調査済」に区分し、3

色の判定ステッカーに対処方法を記載したうえで、建物・宅地等の見やすい場所に貼

る。 

（被災建築物応急危険度判定）危険：赤色、要注意：黄色、調査済：緑色 

（被 災 宅 地 危 険 度 判 定 ）危険：赤色、要注意：黄色、調査済：青色 

イ 危険度判定結果の周知 

「危険」又は「要注意」と判定された建築物・宅地については、二次災害防止の観

点から、判定結果の意味を住民に周知する。 

 

第５ 応急仮設住宅の設置等 

(1) 仮設住宅の建設 

町は、以下の場所を応急仮設住宅建設候補地として選定し、災害時における応急仮設

住宅の早期着工を図る。 
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応急仮設住宅建設候補地 所在地 

住民グラウンド 大字岩山小字大溝 1 

奥山田ふれあい広場 大字奥山田小字里西 72 

宇治田原中央公園 大字立川小字坂口 18-5 

(2) 既存公的施設の利用 

町は、平常においてあらかじめ一時居住住宅として利用可能な既存公的施設を選定

しておき、応急仮設住宅の供与までの間の居住の安定に資する。 

なお、公営住宅など応急仮設住宅と同様に利用できる施設については、応急仮設住宅

として取り扱う。 

(3) 民間住宅・旅館等の利用 

町は、府と連携し、応急仮設住宅及び一時居住住宅として民間住宅や旅館等の民間施

設を借上げ、被災者の居住の安定に資するものとする。 

府は、関係業界団体からの利用可能施設に係る情報提供システムを確立し、空家等の

把握に努めるとともに、あらかじめ関係業界団体と借上げ施設の確保体制を確立して

おく。 

(4) 応急仮設住宅の運営管理 

応急仮設住宅は、男女共同参画による適切な運営管理を行う。その他、男女双方の視

点等に配慮した安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための心のケア、

入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、生活者の意見を反映で

きるよう配慮する。また、必要に応じて、犬や猫等の家庭動物と同行避難した者の受入

体制について検討し、周囲の人に迷惑をかけないように飼養管理する責任等を遵守で

きる飼い主については、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮する。 

(5) 住宅の応急修理等 

応急修理は、居室、炊事場、便所などの日常生活に欠くことのできない部分に限定し

て実施する。修理に要する費用の限度は災害救助法の定めによる。 

 

第６ 町営住宅等の応急対策 

地震災害による町営住宅等の被害状況を早急に調査し、必要な措置を行うとともに、再建

又は補修の必要な町営住宅について、早期に復旧を図る。 
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第 20 節 ボランティアの受入れ計画 

（医療救助班） 

第１ 計画の方針 

災害ボランティアが十分な活動を行えるよう、情報提供と環境整備を図る。 

 

第２ ボランティアに対する支援 

(1) 専門ボランティアの受入れ 

宇治田原町社会福祉協議会に宇治田原町災害ボランティアセンターを設置し、府及

び京都府災害ボランティアセンターと調整を図りながら、京都府災害時等応援協定ネ

ットワーク会議等から専門ボランティアの受入れを行う。なお、被災者支援活動に参加

する専門ボランティアの宿泊場所、食事の確保等に配慮する。 

(2) 災害ボランティアの受入れ 

町は宇治田原町災害ボランティアセンターと連携し、被災者支援活動に参加するボ

ランティアの活動拠点、宿泊場所、食事等を確保する。 

また、被災者支援活動に参加するボランティアの健康管理に十分配慮するとともに、

ボランティア保険への加入を促進する。 
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第 21 節 環境保全に関する計画 

（建設班） 

第１ 計画の方針 

災害により、有害物質に起因する大気及び公共用水域等の環境汚染が発生した場合に、生

活環境への影響及び拡大を防止するとともに地域住民への被害の防止及び軽減を図る。 

 

第２ 環境影響の応急及び拡大防止措置 

災害により、有害物質に起因する大気及び公共用水域等の環境汚染が発生した場合は、次

の措置をとる。 

(1) 直ちに関係防災機関等へ通報するとともに、府の行う施策に協力する。 

(2) 住民の生命・身体に危険が予測される場合は、住民への周知及び避難誘導を行う。 

(3) 町と環境保全協定を締結した事業所は協定に基づき、汚染物や有害物質の漏洩時は

関係機関に速やかに連絡するとともに、その指示に従い、除去や汚染の防除、水質等の

調査を行う。 
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第 22 節 観光客保護・帰宅困難者対策計画 

（総務班） 

第１ 計画の方針 

町は、府と連携し、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により一斉帰

宅の抑制を図るとともに、幹線道路における混乱防止、観光客・帰宅困難者が安全に帰宅で

きるよう支援を図る。 

 

第２ 観光客・帰宅困難者への広報 

(1) 発災後の混乱が落ち着くまでは「むやみに移動を開始しない」こと、出勤や帰宅時間

帯に発災したときは、自宅又は事業所、学校等のいずれか近い方に向かうことを広報す

る。 

(2) 災害用伝言ダイヤル(171)、携帯電話による災害用伝言板サービス等、複数の安否確

認手段の活用について広報する。 

 

第３ 交通情報の提供・一時退避施設・一時滞在施設等の提供 

(1) 情報提供 

ア 町内における滞留者に対し避難施設等の情報を多言語により提供し、混乱を防止

する。 

イ 災害用伝言ダイヤル(171)や携帯電話による災害用伝言板サービス等を利用した

安否確認を推進する。 

ウ 帰宅可能地域や帰宅ルート、交通手段等の情報を提供する。 

(2) 一時退避場所の開設 

ア 観光地周辺における混乱を防ぐため、府と連携し、公園等を一時退避場所として開

設する。 

イ 道路、交通及び一時滞在施設等の情報を発信する。 

(3) 一時滞在施設の開設 

ア 観光客・帰宅困難者を一時的に受入れるため、府と連携し、公共施設や各地域の公

民館等を一時滞在施設として開設する。施設の提供にあたっては、男女のニーズの違

いや要配慮者等の多様なニーズに配慮した運営に努める。 

イ 道路・交通等、帰宅が可能かどうかの判断が可能な情報を提供するとともに、必要

に応じて食料、飲料水、毛布、トイレ等を提供する。 

ウ 一時滞在施設の収容能力には限りがあるため、要配慮者の受入れを優先する。 

 

第４ 災害時帰宅支援ステーションの開設 

町は、府と連携し、府が締結している災害時における帰宅困難者支援に関する協定に基づ

き、帰宅支援ステーション登録事業者に対して以下の帰宅支援サービスの提供を要請する。 

なお、自宅が近く徒歩で帰宅が可能な者は、直ちに徒歩帰宅することが想定されることか
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ら、発災直後から災害時帰宅支援ステーションを立ち上げ、徒歩帰宅者へ支援を行う。 

(1) 水道水・トイレ等の提供 

(2) 地図等による道路情報、ラジオ等で知り得た通行可能な道路に関する情報の提供 

 

第５ 各機関、団体の役割 

機関名 内 容 

京都府 

○鉄道事業者等から情報を収集し、京都府ホームページやきょう

と危機管理ｗｅｂを通じて、府民や外国人を含む観光客に提供

する。 

○緊急速報エリアメールによる注意喚起 

○帰宅支援（帰宅支援対象道路の設定、代替輸送の調整等） 

○避難誘導・交通規制 

町 

○一時退避場所、一時滞在施設等の情報提供 

○一時退避場所、一時滞在施設の開設・運営 

○観光関係団体との連携 

西日本電信電話 

株式会社 

○災害用伝言ダイヤル（１７１）の運用 

○特設公衆電話の設置 

ラジオ、テレビ等 

放送報道機関 

○観光客保護・帰宅困難者向けの多言語による情報の提供 

（府内及び近畿地域の被害状況、安否情報、交通関係の被害・復旧

等の運行状況、発災時間帯別の避難対応） 
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第 23 節 災害救助法の適用 

（医療救助班） 

第１ 災害救助法の適用基準 

災害救助法の適用基準は、災害救助法施行令第 1条第 1項 1号～4号の規定によるが、本

町における具体的適用基準は次のとおりである。 

なお、災害が発生するおそれがある場合において、国の特定災害対策本部、非常災害対策

本部又は緊急災害対策本部が設置され、対策本部の所管区域が告示された場合には、当該所

管区域内の市町村に災害救助法が適用される。 

［救助法の適用基準］ 

指 標 基準(滅失世帯) 

○町内の住宅滅失世帯数（1号適用） 40 世帯以上 

○府内の住宅滅失世帯数 

かつ、町内の住宅滅失世帯数（2号適用） 

2,000世帯以上 

20 世帯以上 

○府内の住宅滅失世帯数 

かつ、町内の住宅滅失世帯数（3号適用） 

9,000世帯以上 

多数の世帯 

○災害が隔絶した地域に発生したものである等、災害にかかった

者の救護を著しく困難とする内閣府令で定める特別の事情があ

る場合であって、多数の世帯の住家が滅失した場合 

 

○多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生

じた場合であって、内閣府令で定める基準に該当する場合 
 

 

第２ 滅失世帯の算定基準 

１ 滅失（罹災）世帯の算定 

災害救助法の適用基準にいう「住家の滅失」は、次のとおり算定する。 

(1) 住家が全壊、全焼又は流失した世帯は 1とする。 

(2) 住家が半壊、半焼したものにあっては、2 世帯をもって 1とみなす。 

(3) 住家が床上浸水又は土砂の堆積などにより、一時的に居住することができない状態

となった世帯にあっては、3世帯をもって 1とみなす。 

 

２ 住家被害程度の認定 

住宅に関する被害の認定は、以下の認定基準により実施する。 
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 全壊 
大規模 

半壊 

中規模 

半壊 
半壊 準半壊 

準半壊に 

至らない 

(一部損壊) 

①損壊基準判定 

住家の損壊、焼失、流失

した部分の床面積の延床

面積に占める損壊割合 

70％以上 
50％以上 

70％未満 

30％以上 

50％未満 

20％以上 

30％未満 

10％以上 

20％未満 
10％未満 

②損害基準判定 

住家の主要な構成要素の

経済的被害の住家全体に

占める損害割合 

50％以上 
40％以上 

50％未満 

30％以上 

40％未満 

20％以上 

30％未満 

10％以上 

20％未満 
10％未満 

※床上浸水は、上記に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上に達した程度のもの又は土砂・

竹木等の堆積のため、一時的に居住することができないもの。 

 

第３ 災害救助法を適用する場合に実施する措置 

町は、災害救助法の適用が必要と判断した場合、速やかに次の措置を実施する。 

(1) 町内の被害状況の実態把握又は避難者状況の予測 

(2) 災害救助法の適用基準該当の有無判定 

(3) 災害救助の種類の判定 

(4) 災害救助実施計画の策定 

(5) 救援救護活動 

 

第４ 災害救助法の適用手続き 

１ 災害救助法の適用要請 

災害が災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する見込みである場合は、

本部長は直ちにその旨を京都府知事に報告し、災害救助法適用を京都府知事に要請する。

その場合には、次に掲げる事項について、口頭又は電話をもって要請し、後日文書により

改めて処理する。 

(1) 災害発生の日時及び場所 

(2) 災害の原因及び被害の状況 

(3) 適用を要請する理由 

(4) 適用を必要とする期間 

(5) 既にとった救助措置及びとろうとする救助措置 

(6) その他必要な事項 

 

２ 適用要請の特例 

災害の事態が急迫して、京都府知事による救助の実施の決定を待つことができない場

合には、本部長は災害救助法の規定による救助に着手し、その状況を直ちに京都府知事に

報告し、その後の処置に関して京都府知事の指示を受けなければならないものとする。 

 

第５ 応急救助の実施 
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災害救助法による救助の実施は京都府知事が行う。ただし、次の各号に掲げる救助の実施

に関する職権は、本部長に委任されている。本部長は委任された職権を行使した場合は、速

やかにその内容を詳細に京都府知事に報告しなければならない。 

(1) 避難所の設置 

(2) 炊出しその他による食品及び飲料水の供給 

(3) 被服、寝具その他生活必需品の供与又は貸与 

(4) 医療及び助産 

(5) 被災者の救出 

(6) 罹災した住宅の応急修理 

(7) 学用品の供与 

(8) 埋葬 

(9) 遺体の捜索及び処理 

(10) 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障

を及ぼしているものの除去 

なお、次に掲げる救助については、本部長は京都府知事が実施する救助に協力する。 

(1) 応急仮設住宅の供与 

 

第６ 災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準 

「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償基準」は参考資料編による。 

＊災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償基準は、参考資料編 15 頁～20 頁参照 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 災害復旧・復興計画 
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第１節 民生安定のための緊急措置に関する計画 

（総務課、税住民課、福祉課、建設環境課、産業観光課） 

第１ 生活確保に関する計画 

１ 計画の方針 

被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給やその迅速な処理のた

めの仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による生活資金の継続的確保、コミュニティ

の維持回復、心身のケア等、生活全般にわたってきめ細かな支援を講じる必要がある。 

町は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよ

う、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被

災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

 

２ 被災者相談窓口の設置 

町は、災害によって被害を受けた住民が早期に生活の安定を図れるよう全力で支援す

る。支援の実施にあたっては、相談窓口を設置し、被災者への各種援助・助成制度の周知

徹底を図るなど、可能な限り細やかな対応に努める。 

 

３ 被災者台帳の作成 

(1) 被災者台帳の作成 

町は、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮

を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ

効率的な実施に努める。 

(2) 利用及び提供 

町は、次の場合にあっては被災者台帳に記載し、記録された情報を自ら利用し又は申

請者に提供することができる。 

ア 本人（台帳情報によって識別される特定の個人をいう。）の同意があるとき又は本

人に提供するとき 

イ 町が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき 

ウ 他の地方公共団体に台帳情報を提供するとき 

 

４ 罹災証明の迅速な発行 

罹災証明は、災害救助法による各種施策や町税の減免等の救助を実施するうえで必要

なものであり、町は住民の申請に基づき迅速に発行する。 

また、平常時から住宅被害の調査及び罹災証明書の発行訓練の実施、住宅被害の調査に

従事する担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、応援の受入体

制の構築等を計画的に進め、業務の実施体制の整備・拡充に努める。 

さらに、災害時において、被害の規模と比較して体制・資機材が不足すると見込まれる

場合には、速やかに他の地方公共団体や民間団体への応援要請を行うほか、写真による自

己判定方式の導入及び住民への周知等、業務の迅速化に努める。 
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(1) 罹災証明の対象 

罹災証明は、災害対策基本法第 2 条第 1 項に規定する災害により被害を受けた家屋

について、次の項目の証明を行うものとする。 

なお、家屋以外のものが罹災した場合において証明の発行が必要な場合は、町長が行

う罹災証明で対応する。 

ア 全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、準半壊に至らない（一部損壊）、

床上浸水、床下浸水 

イ 火災による全焼、半焼、水損 

(2) 被害家屋調査 

初回被害家屋調査は、災害発生後おおむね 1か月以内に実施する。なお、再調査は、

判定に不服のある家屋について、被災者の申し出に基づき実施する。 

(3) 罹災台帳の作成 

固定資産税課税台帳を基に、罹災証明書の発行に必要な被害情報等を入力し、罹災台

帳を作成する。 

(4) 罹災証明書の発行 

町は、罹災台帳に基づき、申請のあった被災者に対して、1世帯あたり 1枚を原則に、

被災家屋の罹災証明書を発行する。 

(5) 罹災証明に関する広報 

罹災証明の発行及び再調査の受付を円滑に行うため、罹災証明に関する相談窓口を

設置するとともに、広報紙等により被災者への周知を図る。 

 

５ 住宅の確保 

(1) 住宅の確保 

町は損壊した町営住宅を速やかに修繕するとともに、関係機関と調整の上、被害状況

に応じて災害町営住宅の供給計画を樹立し、住宅供給を促進する。 

(2) 住宅の修理及び建設の融資 

災害救助法の適用を受ける災害によって住宅に被害を受けた場合は、独立行政法人

住宅金融支援機構から住宅の建設資金又は、補修資金の融資を受けることができる。 

 

６ 雇用機会の確保 

災害による離職者の把握に努め、就職については、公共職業安定所を通じ速やかにあっ

せんを行う。 

 

７ 大規模自然災害に係る地域再建被災者住宅等支援事業 

(1) 大規模自然災害に係る地域再建被災者住宅等支援事業補助金の交付 

大規模自然災害により生活の基盤となる住宅等の被害を受けた住民が、可能な限り

早期に安定した生活を取り戻すため、町は被災者住宅の再建等を行う者に対して、その

費用の一部について、地域再建被災者住宅等支援事業補助金を交付する。詳細は、要綱

により定める。 

(2) 大規模自然災害に係る地域再建被災者住宅支援融資の周知 
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大規模自然災害に係る地域再建被災者住宅支援融資について、府及び関係金融機関

と協力して周知を行う。 

 

８ 租税の徴収猶予及び減免 

町は、被災した納税義務者又は特別徴収義務者に対して、地方税法（昭和 25年法律第

226号）により緩和措置として事態に応じ納税期限の延長、徴収猶予及び減免の措置をと

る。 

(1) 納期限の延長 

災害により納税義務者が期限内に申告その他書類の提出又は町税を納付できないと

認められるときは、その申請により 2 か月を超えない期限において町税の納期限を延

長できる。 

(2) 徴収猶予 

災害により財産に被害を受けた納税義務者が、町税の一部を納付し又は納付するこ

とができないと認められるときは、その者の申請に基づき、1年以内において徴収を猶

予する。 

なお、やむを得ないと認められるときは、さらに 1年以内の延長を行う。 

(3) 減免等 

被災した納税義務者に対し必要と認められる場合は、固定資産税等の減免及び納入

義務の免除を行う。 

 

９ 災害援護資金等の貸付・支給 

災害により被害を受けた生活困窮者に対し、以下の生業資金等を貸付・支給することに

より生活の安定を図るものとする。 

(1) 災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）による災害援護資金の

貸与 

ア 貸付対象者 

災害救助法第 2条第 1項が適用された災害（自然災害に限る。）により次の被害を

受けた世帯の世帯主 

(ｱ) 世帯主が 1か月以上の負傷を負った世帯 

(ｲ) 住居又は家財の価額の 1/3以上の損害を受けた世帯 

イ 貸付限度額 

(ｱ) 世帯主の負傷                         1,500,000円 

(ｲ) 世帯主の負傷と家財の 1/3以上の損害   2,500,000円 

(ｳ) 世帯主の負傷と住居の半壊             2,700,000円 

(ｴ) 世帯主の負傷と住居の全壊             3,500,000円 

(ｵ) 家財の 1/3以上の損害                 1,500,000円 

(ｶ) 住居の半壊                           1,700,000円 

(ｷ) 住居の全壊                           2,500,000円 

(ｸ) 住居の全体の滅失                     3,500,000円 

(ｹ) (ｳ)又は(ｶ)若しくは(ｷ)の規定に該当する場合で、被災した住居を建て直す際に、
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その住居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等、特別の事情があるときにお

けるこれらの規定の適用については、規定中「2,700,000円」とあるのは「3,500,000

円」と､「1,700,000円」とあるのは「2,500,000円」と､「2,500,000 円」とあるの

は「3,500,000円」とする。 

ウ 貸付条件 

(ｱ) 償還期間  10年（うち据置 3年） 

(ｲ) 償還方法   年賦、半年賦又は月賦 

(ｳ) 利子 

据置期間          無利子 

据置期間経過後    連帯保証人を立てる場合無利子、立てない場合年 1.5％ 

(ｴ) 所得制限    世帯の前年の町税における総所得金額が以下に定める金額未満の

世帯（1人世帯 220万円、2人世帯 430万円、3人世帯 620万円、4人世帯 730万

円、5人以上の世帯は 1人増すごとに 730 万円に 30万円を加算した額、ただし住

居が滅失した場合については 1,270万円） 

エ 実施主体    町 

(2) 生活福祉資金（住宅資金、災害援護資金）の貸与 

低所得世帯等に対し、資金の貸付けと必要な援助指導を行うことにより、経済的自立

と生活意欲の助長促進を図ることを目的とし、京都府社会福祉協議会が実施主体とな

り貸付けを行う。 

ア 対象 

災害により被害を受けたことによる生活困窮から自立更正のために資金を必要と

する低所得世帯 

イ 貸付金額 

(ｱ) 生活福祉資金（福祉資金福祉費・災害援護） 1,500,000円以内 

(ｲ) 生活福祉資金（住宅資金） 4,000,000円以内（住宅改修のとき） 

（被害の程度により両資金を重複して利用できる。） 

ウ 貸付条件 

(ｱ) 償還期間    7年以内（住宅改修のときは 14年以内） 

(ｲ) 据置期間    3か月以内（状況に応じて 2年以内） 

(ｳ) 利子 

据置期間          無利子 

据置期間経過後    連帯保証人を立てる場合無利子、立てない場合年 1.5％ 

(3) 母子及び父子並びに寡婦福祉資金の緊急貸付け 

被災母子・父子・寡婦家庭については、当該世帯の申請によって緊急貸付けを行う。 

資金の種類は事業開始、事業継続、住宅の各資金で据置期間は特例として 2年を超え

ない範囲で延長される。なお、償還金の支払いは本人の申請により猶予される。 

(4) 災害弔慰金の支給等に関する法律による災害弔慰金の支給 

ア 支給対象者 

次のいずれかの災害（自然災害に限る。）により死亡した者の遺族 

(ｱ) 本町において住居が 5世帯以上滅失した災害 
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(ｲ) 府内において住居が 5世帯以上滅失した市町村が 3以上ある場合の災害 

(ｳ) 府内において災害救助法 2条 1項が適用された市町村が 1以上ある場合の災害 

(ｴ) 災害救助法 2条 1項が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が 2以上

ある場合の災害 

イ 支給額 

(ｱ) 主たる生計維持者の死亡    1人あたり 5,000,000円 

(ｲ) その他の者の死亡          1人あたり 2,500,000円 

ウ 実施主体 町 

(5) 災害弔慰金の支給等に関する法律による災害障害見舞金の支給 

ア 支給対象者 

次のいずれかの災害（自然災害に限る。）により重度の障害（両眼失明、要常時介

護、両上肢ひじ関節以上の切断等）を受けた者 

(ｱ) 本町において住居が 5世帯以上滅失した災害 

(ｲ) 府内において住居が 5世帯以上滅失した市町村が 3以上ある場合の災害 

(ｳ) 府内において災害救助法 2条 1項が適用された市町村が 1以上ある場合の災害 

(ｴ) 災害救助法 2条 1項が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が 2以上

ある場合の災害 

イ 支給額 

(ｱ) 生計維持者 2,500,000円 

(ｲ) その他の者 1,250,000円 

ウ 実施主体 町 

 

10 被災者生活再建支援制度 

(1) 対象となる自然災害 

暴風、洪水、地震その他の自然災害で、次のいずれかに該当する場合対象となる。 

ア 災害救助法施行令第 1 条第 1 項第 1 号又は第 2 号のいずれかに該当する被害（同

条第 2項のみなし規定により該当することとなるものを含む。）が発生した市区町村

の区域に係る自然災害 

イ 10以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生した市区町村の区域に係る自然災害 

ウ 100以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生した都道府県の区域に係る自然災害 

エ 府内でア又はイの自然災害が発生した場合に、その自然災害により 5 以上の世帯

の住宅が全壊した市区町村（人口 10万人未満に限る。）に係る自然災害 

オ アからウの区域のいずれかに隣接し、その自然災害により 5 以上の世帯の住宅が

全壊した市区町村（人口 10万人未満に限る。）に係る自然災害 

カ ア若しくはイの市区町村を含む都道府県又はウの都道府県が 2以上ある場合に、5

以上の世帯の住宅が全壊した市区町村（人口 10 万人未満に限る。）及び 2 以上の世

帯の住宅が全壊した市区町村（人口 5万人未満に限る。）に係る自然災害 

(2) 支給対象世帯と支給限度 

ア 支給対象世帯 

(ｱ) 住宅が全壊又は大規模半壊又は中規模半壊した世帯 
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(ｲ) 住宅が半壊又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

(ｳ) 災害により住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯 

イ 支援金の支給額 

支給額は、基礎支援金と加算支援金の合計額となる。 

被災世帯の区分 損害割合 

支援期の支給額 

基礎支援金 
加算支援金 

住宅の再建手段 支給額 

全壊 50％以上 100 万円 

建設・購入 200 万円 

補修 100 万円 

賃借 50 万円 

大規模半壊 40％台 50 万円 

建設・購入 200 万円 

補修 100 万円 

賃借 50 万円 

中規模半壊 30％台 － 

建設・購入 100 万円 

補修 50 万円 

賃借 25 万円 

（※世帯人数が 1 人の場合は、各該当欄の金額の 3/4 の額） 

(3) 実施主体及び申請書類の提出窓口等 

ア 実施主体 

府（支給に関する事務は被災者生活再建支援法人に指定された（公財）都道府県会

館に委託） 

イ 申請書類の提出窓口 

町 

ウ 支援金の費用負担 

被災者生活再建支援基金 1/2、国 1/2 

 

11 郵政事業に係る災害特別事務取扱い 

(1) 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

災害時において、被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、その他総務省令

で定める法人又は団体にあてた救助用の現金書留郵便物等の料金を免除する。 

(2) 郵便はがき等の無償交付 

災害時に、被災世帯に対し通常郵便はがき及び郵便書簡を無償交付する。 

(3) 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

災害時に、被災者が差し出す郵便物の料金を免除する。 

 

第２ 義援金品等に関する計画 

１ 計画の方針 

災害発生時に被災者に寄贈される義援金品について、受付の便宜を図り、配分を円滑に

行うための事項を定める。 
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２ 義援金 

(1) 義援金の受付 

被災者あてに寄贈される義援金の受付窓口を設置し受付を行う。 

受付期間は災害発生の日からおおむね 1か月以内とし、必要に応じ延長する。 

(2) 義援金の保管 

義援金の受付に際しては受領書を発行し、収支を明らかにする帳簿を備付けるとと

もに、被災者に配分するまでの間、適正に保管する。 

(3) 義援金の配分 

義援金品の配分は、義援金総額、被害状況等に基づき公平を維持し、迅速に実施する。 

 

３ 義援物資 

(1) 受付機関 

町役場、府の本庁及び地方機関等 

(2) 受付・保管 

ア 受付期間は災害発生の日からおおむね 1か月以内とし、必要に応じ延長する。 

イ 町の住民及び府民への協力要請は、ラジオ、テレビ、新聞等の報道機関を通じて行

う。 

ウ 義援物資は、被災者を指定しないものとする。 

エ 義援物資で腐敗変質するおそれのあるものは、受付けない。 

オ 町は、義援物資を適正に保管するとともに、物資の出入りを記録する。 

(3) 配分 

町は、被災地の状況を踏まえ、義援物資の配分を調整する。 

 

第３ 農林漁業関係融資に関する計画 

１ 天災融資法に基づく融資 

(1) 経営資金 

ア 貸付対象者 

天災により著しい被害を受けた専業又は第 1 種兼業等の農林漁業者及び農林漁業

者の組織する団体 

イ 貸付限度 

(ｱ) 原則 

個人 200万円（激甚災害の場合 250万円） 

法人（政令で指定されたもの）2,000 万円 

(ｲ) 果樹栽培者、家畜等飼養者、水産養殖業者、漁船購入の場合等個人 500万円（激

甚災害の場合 600万円）、法人（政令で指定されたもの）2,000万円 

(ｳ) 漁具の購人資金 5,000万円 

ウ 償還期限 

6年以内（激甚災害の場合 7年以内） 

エ 貸付利率 
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特別被害地域の特別被害農林漁業者 年 3パーセント以内 

3割被害農林漁業者  年 5.5パーセン卜以内 

その他一般被害農林漁業者 年 6.5パーセン卜以内 

(2) 事業資金 

ア 貸付対象者 

天災により著しい被害を受けた農協、漁協、森林組合及びその連合会 

イ 貸付限度額 

一般の場合  激甚の災害の場合 

組合  2,500万円   5,000万円 

連合会 5,000万円   7,500万円 

ウ 償還期限 

3年以内 

エ 貸付利率 

年 6.5パーセン卜以内 

(3) 事務手続き 

ア 京都府広域振興局長は、天災発生後速やかに被害を受けた管内市町村における農

林漁業者等の融資希望額をとりまとめ京都府農林水産部長に報告するとともに、特

別被害地域に該当すると認められるときはその資料を提出する。 

イ 京都府知事は、国と協議し、国から融資限度額の割当てをうけ、特別被害地域指定

の同意を得たときは、速やかに当該地域を告示し、京都府広域振興局長に管内市町村

における融資枠を通知する。 

ウ 町長は、融資枠の配分を受けたときは、融資機関とこの事業の運営に必要な契約を

結び、農林漁業者等の被害認定等貸付けに必要な措置をとる。 

エ なお、事業資金の貸付けの対象となる組合、連合会の被害認定については、京都府

広域振興局長が行う。 

 

２ 株式会社日本政策金融公庫の融資 

貸付対象者 
貸付金の 

種類 

貸付けの条件 

貸付金の限度 償還期限 
据置 

期間 
利率（年利） 

認定農業者、

一定の所得要

件を満たすそ

の他の農業者 

農林漁業 

セーフティ

ネット資金 

600 万円（簿記記帳

を行っている者に

限り、「特認」による

所定の範囲内での

拡大あり） 

15 年以内 

据置期間

を含む。 

3 年 

以内 

0.30％～0.80％ 

（償還期限に応

じて）（令和 5 年

8 月 21 日現在） 

 

３ 農業近代化資金に対する上乗せ利子補給 

貸付対象者 
京都府知事が指定した天災により被害を受けた農業者及びその組織する

団体 

貸付限度額 個人 1,800 万円～共同利用施設 15 億円（農業近代化資金と同じ） 

償 還 期 限 個人 7～18 年、共同利用施設 7～20 年（農業近代化資金と同じ） 
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対 象 事 業 
農業近代化資金の内、農業近代化資金融通法施行令第 2 条の表第 1 号か

ら第 5 号に掲げる資金（災害の都度、京都府知事が定める。） 

貸 付 利 率 借入当初 5 年間無利子（以後は農業近代化資金と同じ） 

補助金交付先 市町村（市町村が金融機関に利子補給） 

利子補給期間 5 年間（以後の貸付利率は、近代化資金と同じ） 

負 担 割 合 府 50％、市町村 50％ 

 

４ 農業共済保険仮渡資金の借入れに対する利子補助 

(1) 災害に伴う農業関係の被害が甚大であり農家の経済的心理的打撃を解消するために、

被害農家に対して農業災害補償法による共済金を早期に支払う必要がある場合に京都

府農業共済組合に対し保険金又は共済金の仮渡しを行わせることとし、これに要する

資金の借入れに対する利子を府において補助する。 

(2) 災害発生の都度、その内容及び程度に応じて具体的方策を樹立する。 
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第２節 災害復興計画 

（全 課） 

第１ 災害復興計画の策定 

１ 災害復興本部等の設置 

(1) 災害復興本部の設置 

町は、将来目標に向かっての復興計画策定・推進の中心となる災害復興本部を庁内に

設置する。 

(2) 復興計画策定委員会の設置 

町は、住民が安心して暮らせる安全で災害に強いまちづくりを目指し、災害復興の基

本方針等を検討するため、必要に応じ条例を制定の上、関係機関の代表者で構成する復

興計画策定委員会を設置する。 

 

２ 復旧・復興の基本方針の策定 

(1) 基本方針の策定 

災害復興本部は、地域の復旧・復興の推進に際して、府や関係機関等との緊密な意志

疎通を図りつつ、地域の実情や住民意向等を踏まえた統一的かつ整合性の取れた基本

方針を策定する。 

(2) 地域の被災状況の迅速な把握 

迅速かつ計画的な地域の復旧・復興を進めるためには、長期的な展望の上に立った復

旧・復興の基本的方向を決定する必要がある。このため災害復興本部は、その基礎資料

となる被災地の詳細情報を関係機関と緊密な連携を図りながら収集し、整理分析を行

う。 

(3) 地域住民の意向の把握 

災害復興本部は、被災した住民等関係者との話合いの場等を設定し、住民意向の把握

を行い、復旧・復興の方向に対する理解と合意形成に努める。 

 

３ 復旧・復興計画の策定 

(1) 速やかな復旧・復興計画の策定 

災害復興本部は、風水害や地震災害等の災害が発生した場合には、復旧・復興に向け

た具体的な指針、手順、基本目標等を検討し、速やかに復旧・復興計画を策定するとと

もに、計画推進のための体制整備、住民への計画内容の周知、情報提供等を行う。 

なお、計画策定にあたっては、被災時の男女双方の視点やニーズの違い、性的少数者

（ＬＧＢＴＱ）等に十分配慮するように努める。 

(2) 復旧・復興に向けた指針の策定 

災害復興本部は、府や関係機関等との緊密な連携を図りつつ、地域の復旧・復興に向

けた基本方針を具体化するための指針を策定する。 

(3) 計画推進のための体制の整備 

災害復興本部は、復旧・復興計画に基づいて効果的に各事業を遂行するために、災害
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復興本部が中心となって国、府及び関係機関等との事業推進、協働体制の確立に努める。

その際、マンパワーの動員体制、復旧・復興事業のための資機材の確保、地域との窓口、

ボランティアとの連携の在り方についても、方針を作成する。 

(4) 国、京都府その他団体への協力要請 

災害復興本部は、復旧・復興に多大な費用を要することから、必要に応じて府や国に

財政措置を要請する。また、復旧・復興対策の推進のため、必要に応じて府や国、他団

体等に対して職員の派遣、その他の協力を求める。 

(5) 地域住民への情報提供 

災害復興本部は、地域復興の主体は住民であり、定期的に住民との話合い等の機会を

設定し、十分な意思疎通を図るとともに、復興計画に関する情報提供、広報及び啓発活

動等を行う等して計画内容の周知徹底を図る。 

 

第２ 復興対策 

１ 災害復旧事業計画の策定 

災害復旧事業計画は、災害発生後被災した施設の復旧に併せて、再度災害の発生を防止

するため必要な施設の設計又は改良を行うなど、将来の災害に備える事業計画を樹立し、

早期復旧を目標にその実施を図る。 

 

２ 災害復旧事業計画の種別 

(1) 公共土木施設災害復旧事業計画 

ア 河川公共土木施設災害復旧事業計画 

イ 砂防設備災害復旧事業計画 

ウ 林地荒廃防止施設災害復旧事業計画 

エ 地すべり防止施設災害復旧事業計画 

オ 急傾斜地崩壊防止施設災害復旧事業計画 

カ 道路公共土木施設災害復旧事業計画 

キ 下水道施設災害復旧事業計画 

(2) 農林業施設災害復旧事業計画 

(3) 水道施設災害復旧事業計画 

(4) 住宅災害復旧事業計画 

(5) 社会福祉施設災害復旧事業計画 

(6) 学校教育施設災害復旧事業計画 

(7) 社会教育施設災害復旧事業計画 

(8) 文化財等災害復旧事業計画 

(9) その他 

 

３ 災害復旧対策に伴う財政援助 

災害に対する国の財政措置は次のとおりである。 

(1) 国庫補助及び国の財政措置 
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(2) 地方債に基づく措置 

(3) 地方交付税に基づく措置 

(4) 激甚災害時の特別財政措置 

 

第３ 住宅復興対策 

１ 一般民間住宅について 

一般民間住宅については、独立行政法人住宅金融支援機構が実施する災害復興関連融

資制度及び府の「り災住宅緊急低利融資制度」の活用を奨励する。 

また、状況に応じて、府及び独立行政法人住宅金融支援機構の協力を得て「住宅相談窓

口」を設置し、被災者の住宅再建や住宅融資債務者の相談に応じ、復興に資する情報を提

供する。 

 

２ 災害公営住宅の整備について 

一定規模の災害が発生した場合、府と連携し、災害により滅失した住宅に居住していた

低所得者に賃貸するため災害公営住宅の整備を行う。 

 

第４ 風評被害対策 

町は、府及び関係機関と連携し、発生した災害に対する風評被害等の発生が懸念される場

合には、未然防止又は影響を軽減するため、その災害による影響等について、迅速かつ的確

に広報するとともに、地場産業の商品等の適正な流通の促進、観光客の誘致促進等のための

対策を執る。 
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第５ 文教復旧計画 

（学校教育課） 

１ 計画の方針 

災害により被害を受けた学校等の施設を迅速に復旧し、学校等における教育活動を早

期再開するための対策を定める。 

 

２ 学校等の施設の復旧計画 

被災後速やかに現地調査を実施し、復旧計画を策定の上、迅速かつ円滑な復旧事業の実

施に努める。復旧事業計画の策定は、復旧を基本とするが、再度の災害を防止する観点か

ら可能な限り改良に努める。 

また、復旧計画策定に際して必要な場合は、府に対して技術職員の派遣等技術的支援を

要請する。 

 

３ 教育活動の再開 

(1) 被災地域の学校等においては、被災後できるだけ早期に教育活動を再開できるよう

に努める。避難所として学校を使用している場合には、避難所の状況に十分配慮しつつ、

教育活動を再開する。 

(2) 教育活動の再開にあたって、児童生徒及び教職員等に対する援助を行うため、次の事

項について、適切な措置を講じる。 

ア 災害に伴う「就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関す

る法律（昭和 31 年法律第 40号）、「学校保健法（昭和 33年法律第 56号）」、「学校給

食法（昭和 29年法律第 160号）」による補助金に関すること 

イ 災害に伴う「特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和 29年法律第 144号）」

による就学奨励費に関すること 

ウ 災害を受け、就学困難になった生徒に対する「京都府高等学校等修学資金の貸与に

関する条例（平成 14年京都府条例第 34号）」及び「独立行政法人日本学生支援機構

法（平成 15年法律第 94号）」による学資貸与金に関すること 

エ 被災教職員に対する救済措置に関すること 

(3) 被災後、外傷後ストレス障がい等児童生徒や教職員等の心身の健康状態を把握する

とともに、心身の健康が保てるように努める。 

また、被災により精神的に大きな障がいを受けた児童生徒等の心の健康の問題に対

応するため、スクールカウンセラー等の派遣による心の健康相談活動等の支援体制を

整備する。 

 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 南海トラフ地震防災対策 
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第１節 総則 

（全 課） 

東北地方太平洋沖地震の発生を受け、中央防災会議に南海トラフの巨大地震モデル検討

会（以下「モデル検討会」という。）が設置され、南海トラフ地震等の過去の被害資料及び

最近の学術的知見を踏まえ、地震の揺れや津波の高さの分布について、検討が行われた。 

モデル検討会による震度分布・津波高の発表があり、本町は南海トラフ地震が発生した場

合震度 6弱以上の揺れが想定されている。 

 

第１ 宇治田原町南海トラフ地震防災対策推進計画の策定の意義 

平成 25年 11月に「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」が

「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」に改正された。本町は、

南海トラフ地震で震度 6 弱の揺れが想定されており、南海トラフ地震に係る地震防災対策

の推進に関する特別措置法第 3 条の推進地域に指定されている。推進地域は南海トラフ地

震が発生した場合に著しい地震被害が生じるため、地震防災対策を推進する必要がある地

域とされている。 

推進地域においては、以下に示す事項を「南海トラフ地震防災対策推進計画」として地域

防災計画に定め、地震防災対策を推進することが必要である。 

(1) 南海トラフ地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項 

(2) 南海トラフ地震に係る防災訓練に関する事項 

(3) 関係機関・関係者との連携協力の確保に関する事項 

(4) 南海トラフ地震に係る地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

また、「南海トラフ地震防災対策推進計画」は国の定める基本計画に基づいて作成す

ることが規定されており、基本計画で定める以下の事項に留意して計画を策定する。 

ア 防災体制に関する事項 

イ 広域防災体制の確立 

ウ 計画的かつ早急な予防対策の推進 

エ 南海トラフ地震の時間差発生による災害の拡大防止 

 

第２ 推進計画の目的 

この計画は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 5条第 2項

の規定に基づき、南海トラフ地震防災対策推進地域について、南海トラフ地震に関し地震防

災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、本町における地震防災対策の

推進を図ることを目的とする。 

 

第３ 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱 

防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱は、本編第 1 章第 2 節に定めるところに

よる。 

【本編第 1 章第 2 節参照】  
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第２節 災害予防計画 

（全 課） 

南海トラフ地震が発生した場合、東海地方から九州地方にかけての太平洋沿岸を中心に、

極めて広域にわたって甚大な被害が発生することから、防災関係機関が連携した広域的な

防災体制が必要となる。 

しかし、府内の被害は、震源域に近い地域や津波被害が想定される地域に比べると比較的

小さいと想定されており、国や他府県からの応援は期待できないことから、府及び町をはじ

め府内の防災関係機関による「公助」もさることながら、住民が自らを守る「自助」、地域

で助け合う「共助」による防災対策が重要となる。このため、町は、防災関係機関との日常

からの連携を強化するとともに、住民、自主防災組織、区・自治会及び事業所等と一体とな

って、南海トラフ地震による被害を最小限にとどめることを目標に、災害予防対策を推進す

る。 

なお、災害予防対策を進めるにあたっては、男女双方の視点やニーズの違い、性的少数者

（ＬＧＢＴＱ）等に十分配慮するとともに、消防団、自主防災組織の育成・強化にあたり女

性の参画の促進に努めるものとする。 

 

第１ 地域における防災力の向上 

南海トラフ地震による被害を軽減し、社会的混乱を防止するため、防災関係機関並びに住

民、自主防災組織、区・自治会及び事業所等が一体となって、地域における防災力の向上に

努める。 

また、避難計画は、住民の身体、生命に関わる重要な計画であるため、安全かつ迅速な避

難を行うことができるよう、あらかじめ計画を作成する。特に、避難行動要支援者に係る避

難計画については、早期に作成するよう努める。 

 

【町、住民及び防災組織等、事業所等の対策】 

１ 町の対策 

町長及び幹部に対する研修、防災担当組織の整備、情報伝達手段の充実、消防・救助資

機材等の整備、防災訓練の実施、消防団・自主防災組織等防災活動組織の育成、防災関係

機関と住民等との相互連携協力体制の確立、地域における防災活動拠点の整備、避難行動

要支援者に対する避難支援体制の確立、安全な避難場所・避難施設等の確保、事業所の防

災活動活性化のための方策の検討 

 

２ 住民及び自主防災組織の対策 

住宅等の耐震化の促進、家屋内外における安全対策の実施（家具類の転倒防止、窓ガラ

ス等の落下防止、ブロック塀の点検補修等）、生活必需品（食料、飲料水等）の備蓄、各

地域における避難対象地区・土砂災害警戒区域等の把握、各地域における避難場所及び避

難路に関する知識の習得、初期消火・救助活動及び応急手当に関する知識の習得、防災訓

練及び防災事業への参加、地域内事業所やＮＰＯ等との連携 



震災対策編 

- 震 198 - 

 

３ 事業所の対策 

施設等の耐震化及び安全対策の推進、必要物資の備蓄、従業員等に対する防災教育及び

防災訓練の実施、地域コミュニティとの連携、災害時における事業継続及び地域の活力を

維持・向上させる取組みの維持（京都ＢＣＰ） 

 

第２ 広報及び教育 

町は、本編第 2 章第 8 節に定めるところにより、南海トラフ地震発生時における住民の

適正な行動、住民の自発的な防災組織づくり、施設及び事業所の防災対策を推進するため、

住民、防災活動組織、事業所等と協力して、防災に関する各種の広報及び教育を推進する。 

また、緊急地震速報は、強い揺れが到達する前に地震発生を知らせ、防災対応を促すこと

により地震被害の軽減に寄与することが期待されている。町は府と連携し、緊急地震速報の

特徴、情報を受信したときの行動のあり方などが広く認知されて初めて混乱なく有効に機

能するため、住民、自主防災組織、区・自治会、事業所等がこの情報により的確な行動がと

れるよう周知に努める。 

【本編第 2 章第 8 節参照】 

 

１ 広報 

町は、地域の特性を踏まえ、地域密着型の防災意識の高揚を図るよう、必要な広報活動

を実施する。広報にあたっては、避難行動要支援者等に対しても十分な情報提供が行われ

るよう留意する。 

(1) 広報の内容 

ア 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する情報 

イ 地震及び津波に関する一般的情報 

ウ 南海トラフ地震が発生した場合の出火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助

活動・避難行動、自動車運転の自粛等、防災上とるべき行動に関する情報 

エ 正確な情報の入手方法 

オ 町等の防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

カ 各地域における避難対象地域、土砂災害警戒区域等に関する情報 

キ 各地域における避難場所及び避難経路に関する情報 

ク 居住者等自らが実施し得る、最低でも 3 日間、可能な限り 1 週間分程度の生活必

需品の備蓄、家具の固定、出火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急

措置の内容や実施方法 

ケ 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施 

(2) 広報の方法 

ア 講演会等の実施による広報 

イ 社会教育等を通じた広報 

・社会教育施設における講座等を通じての広報 

・ＰＴＡ、青少年団体、女性団体等の社会教育関係団体の会議、各種講演会及び集会
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等を通じての広報 

・その他商工団体等関係団体の諸活動を通じての広報 

ウ 広報媒体等による広報 

・テレビ、ラジオ、新聞等による広報 

・パンフレット等による広報 

・ホームページやＳＮＳ等による広報 

・その他の広報 

エ 相談窓口の設置 

(3) 広報時における留意事項 

ア 広報にあたっては、要配慮者に対する十分な情報提供が行われるよう留意する。 

イ 地域の特性を踏まえ、関係機関が相互に連携しながら、地域密着型の防災意識の高

揚が図れるよう留意する。 

ウ 地理に不案内な観光客等に対する広報についても留意する。 

 

２ 教育・指導 

町は、町職員及び住民に対し、南海トラフ地震に関する知識、緊急地震速報に関する知

識、地震及び津波に関する一般的知識、地震発生時においてとるべき行動等、必要な防災

教育等を実施する。 

(1) 町職員に対する教育 

町は、職員に対し、地震発生時における的確な応急対策の実施を図るため、次の事項

について、必要な防災教育を実施する。 

ア 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

イ 地震及び津波に関する一般的知識 

ウ 南海トラフ地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

エ 南海トラフ地震が発生した場合に職員等が果たすべき役割  

オ 南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

カ 南海トラフ地震対策として今後取り組む必要のある課題 

(2) 住民に対する防災知識の普及 

町は、住民の防災意識の高揚を図るため、次により防災知識の普及徹底を図る。なお、

防災知識の普及にあたっては、従来、防災に関心の薄かった人々にも取組みが広がるよ

う、正しい知識を分かりやすく提供できるよう努める。 

ア 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

イ 地震及び津波に関する一般的知識 

ウ 南海トラフ地震が発生した場合の出火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助

活動・避難行動、自動車運転の自粛等、防災上とるべき行動に関する知識 

エ 正確な情報の入手方法 

オ 町等の防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

カ 各地域における避難対象地域、土砂災害警戒区域等に関する知識 

キ 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 

ク 居住者等自らが実施し得る、最低でも 3 日間、可能な限り 1 週間分程度の生活必
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需品の備蓄、家具の固定、出火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急

措置の内容や実施方法 

ケ 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施 

(3) 児童生徒等に対する教育 

学校等においては、次の事項について、児童生徒等に対して防災教育を実施するとと

もに、保護者に対しても連絡の徹底を図る。 

ア 教育（防災訓練の実施を含む）の内容 

・南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

・地震及び津波に関する一般的知識 

・南海トラフ地震が発生した場合の緊急行動に関する知識 

・応急手当の方法 

・教職員の業務分担 

・児童生徒等の下校（園）時等の安全確保方法 

・学校（園）に残留する児童生徒等の保護方法 

・ボランティア精神 

・その他 

イ 教育・指導の方法 

・教育活動全体を通じた児童生徒等への防災教育 

・研修等を通じた教職員への防災教育 

・ＰＴＡ活動等を通じた保護者への地震防災に係る知識の周知徹底 

ウ その他 

・防災教育に係る資料、教材等の情報の共有化 

 

第３ 防災訓練 

町は、南海トラフ地震等広域にわたる大規模な地震を想定した防災訓練を本編第 2章第 9

節の定めるところにより実施する。 

なお、防災訓練の実施にあたっては、予想される南海トラフ地震の影響が広域にわたるこ

とから、住民、自主防災組織、区・自治会、防災関係機関との連携を図ることに特に配慮す

る。 

また、緊急地震速報を用いた防災訓練の実施についても検討する。 

【本編第 2 章第 9 節参照】 

 

第４ 災害に強い安全なまちづくりの推進 

南海トラフ地震による災害から、住民の生命、身体及び財産を守るため、町は、予想され

る地震動、液状化危険度などを考慮した公共施設等の耐震化や防災基盤の整備等を計画的

に実施し、災害に強い安全なまちづくりを推進する。 

 

１ 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備等 

町は、京都府地震防災緊急事業五箇年計画に定める地震防災上緊急に整備すべき施設
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等を、中長期的視点に立って整備する。具体的な事業の実施にあたっては、施設全体が未

完成であっても、一部の完成により相応の効果が発揮されるよう、整備の順序及び方法に

ついて考慮するとともに、南海トラフ地震発生時に円滑に活動できるよう、防災活動の拠

点となる公共施設等の日常点検に努める。 

 

２ 住宅及び公共施設等の耐震化の推進 

町は、住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修を計画的に進めるため、宇治田原町建築物

耐震改修促進計画に基づき、耐震化の推進を図る。 

住宅その他の建築物については、その倒壊により人命を損なうことがあるため、住宅等

の耐震化を促進する施策等を充実させ、地域全体の耐震化の推進を図るとともに、町役場、

消防署その他関係公所等災害時の拠点となる公共施設及び多数の者が利用する施設につ

いて、耐震化を推進する。 

 

３ 文化財保護対策の実施 

町内に所在する多数の文化財は、永く将来に伝えていかなければならない貴重な国民

的財産である。 

このため、町は、本編第 2章第 2節に基づく対策を推進するほか、文化財周辺における

延焼防止対策や崖崩れ防止対策などを推進する。 

【本編第 2 章第 2 節参照】 

 

４ 長周期地震動対策の推進 

南海トラフ地震は、震源域が非常に大きな海溝型地震であり、その地震動は活断層によ

る地震と比較して長周期成分を多く含み、地震動の継続時間も長いと予測されている。 

このため、町は、府や国と連携し、南海トラフ地震で発生する長周期地震動が構造物に

及ぼす影響を軽減させる対策を推進する。 

 

５ 南海トラフ地震の時間差発生による災害の拡大防止 

町は、南海トラフ地震が、数時間から数日の時間差で発生することによる被害の拡大を

防ぐため、以下の対策等について検討する。 

(1) 南海トラフ地震等が連続して発生した場合に生じる危険に関する啓発 

(2) 後発地震により土砂災害等が発生し、被害を受ける可能性がある地域の避難対策 

(3) 先発地震による被災建築物が、後発地震によって倒壊すること等による人的被害を

防止するための、被災建築物応急危険度判定の早急な実施及び必要に応じた立入禁止

措置等の実施 

(4) 先発地震による被災宅地の擁壁等が、後発地震によって崩壊することによる人的被

害を防止するための、被災宅地危険度判定の早急な実施及び必要に応じた立入禁止措

置等の実施 

 

６ 帰宅困難者対策の推進 

町は、民間事業者等と協力して、公共交通機関の運行停止等により発生する帰宅困難者
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等の一斉徒歩帰宅を抑制するため「むやみに移動を開始しない」という基本原則を周知徹

底する。また、観光客及び帰宅困難者を支援するため、一時滞在施設の確保、発災時に必

要な情報提供、徒歩帰宅者等の円滑な帰宅への支援等の対策について、検討を進める。 
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第３節 災害応急対策計画 

（全 課） 

第１ 広域防災体制の確立 

広域かつ甚大な被害が想定される南海トラフ地震では、直下型地震以上に、府や国と連携

し、地震対策を実施する必要があるため、町は、平成 26年に国が策定した「南海トラフ地

震防災対策推進基本計画」との整合を図りながら、本編第 3 章第 2 節に定めるところによ

り、広域防災体制の確立に努める。 

また、府内の被害は、震源域の地域や津波被害が想定される地域に比べると比較的小さい

と想定されており、災害発生直後は国や他府県からの応援が困難となることが想定される

ため、できる限り府及び府内市町村並びに府内防災関係機関等により対応できる体制づく

りを目指し、対策を検討する。 

さらに、南海トラフ地震においては、太平洋側の広い範囲で被害が発生し、陸上輸送が困

難となる事態も想定されるため、ヘリコプターによる搬送を可能にするため、ヘリポート等

の整備に努める。 

 

第２ 南海トラフ地震に関連する情報が発表された際の対応 

内閣府「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」を踏まえ、

気象庁から「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された場合、次のとおり対応する。 

 

１ 「南海トラフ地震に関連する情報」の発表 

気象庁は次の条件により「南海トラフ地震に関連する情報」を発表する。 

表 南海トラフ地震に関連する情報 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地震 

臨時情報 

（※1） 

・南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、南海トラフ沿いの大規模な地

震と関連するかどうか調査を開始した場合、又は調査を継続している

場合 

・観測された異常な現象の調査結果を発表する場合 

南海トラフ地震 

関連解説情報 

（※2） 

・観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況の推移等を発表

する場合 

・「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における調査

結果を発表する場合（ただし南海トラフ地震臨時情報を発表する場合

を除く） 

※1 「南海トラフ地震臨時情報」は、情報名の後にキーワード（「調査中」、「巨大地震警戒」、

「巨大地震注意」、「調査終了」）を付記して発表される。 

※2 すでに必要な防災対応がとられている際は、調査を開始した旨や調査結果を南海トラフ地

震関連解説情報で発表する場合がある。 
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表 南海トラフ地震臨時情報に付記するキーワードと付記条件 

発表時間 キーワード 各キーワードを付記する条件 

地震発生等から

5～30 分後 

調査中 ○下記のいずれかにより臨時に「南海トラフ沿いの地震

に関する評価検討会」を開催する場合 

・監視領域内（※1）でマグニチュード 6.8 以上（※2）の

地震が発生 

・1 カ所以上のひずみ計での有意な変化と共に、他の複数

の観測点でもそれに関係すると思われる変化が観測さ

れ、想定震源域内のプレート境界で通常と異なるゆっ

くりすべりが発生している可能性がある場合など、ひ

ずみ計で南海トラフ地震との関連性の検討が必要と認

められる変化を観測 

・その他、想定震源域内のプレート境界の固着状態の変化

を示す可能性のある現象が観測される等、南海トラフ

地震との関連性の検討が必要と認められる現象を観測 

地震発生等から

最短で 2 時間後 

巨大地震警戒 ○巨大地震の発生に警戒が必要な場合 

・南海トラフの想定震源域内のプレート境界において、モ

ーメントマグニチュード 8.0 以上の地震が発生したと

評価した場合 

地震発生等から

最短で 2 時間後 

巨大地震注意 〇巨大地震の発生に注意が必要な場合 

・南海トラフの監視領域内においてモーメントマグニチ

ュード 7.0 以上の地震が発生したと評価した場合（巨

大地震警戒に該当する場合は除く） 

・想定震源域内のプレート境界面において、ひずみ計等で

有意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境

界の固着状態が明らかに変化しているような通常とは

異なるゆっくりすべりが発生したと評価した場合 

地震発生等から

最短で 2 時間後 

調査終了 ・（巨大地震警戒）、（巨大地震注意）のいずれにも当ては

まらない現象と評価した場合 

※1 南海トラフの想定震源域及び想定震源域の海溝軸外側 50km 程度までの範囲 

※2 モーメントマグニチュード 7.0 の地震をもれなく把握するために、マグニチュードの推定

誤差を見込み、地震発生直後の速報的に求めた気象庁マグニチュードで M6.8 以上の地震

から調査を開始する。 

 

２ 本町の対応 

(1) 気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」又は「南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震注意）」が発表されたときは、直ちに災害警戒本部（必要と認めたとき

は災害対策本部）を設置し、関係部局による今後の対応を確認する。 

(2) 住民に対しては、一定期間、日頃からの地震への備えの再確認を促すとともに、でき

るだけ安全な行動をとるなど、適切な防災対応を取るよう呼びかける。 

なお、呼びかけ内容は、避難場所・避難経路の確認、家族との安否確認手段の取決
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め、家具の固定の確認、非常持ち出し品の確認等とする。 

(3) 事業所に対しては、日頃からの地震への備えを再確認する等、警戒レベルを上げるこ

とを基本に個々の状況に応じて適切な防災対応をとるよう呼びかける。 

(4) 関係部局においては、災害警戒本部会議等の開催を受けて、情報収集・連絡体制の確

認、必要に応じ所管する施設の点検、大規模地震発生後の災害応急対策の確認など、地

震への備えを改めて徹底する。 

(5) 後発地震が発生しないまま時間が経過した場合は、気象庁から適宜発表される「南海

トラフ地震関連解説情報」の内容に応じ、大規模地震の可能性がなくなったわけではな

いことに留意しつつ、地震の発生に注意しながら通常の生活を行うよう呼びかける。 

 

第３ 防災体制に関する事項 

１ 災害対策本部等の設置及び要員参集体制 

町長は、南海トラフ地震と判定されうる規模の地震が発生したと判断したときは、災害

対策基本法に基づき、直ちに災害対策本部を設置し、的確かつ円滑にこれを運営する。 

なお、町長が出張又は病気などにより本部長の業務を遂行できないときは、副町長が代

行する。 

災害対策本部要員及びその他の職員の動員については、本編第 3 章第 1 節に定めると

ころによるが、広域にわたる災害により、通常の交通機関の利用ができないなど、職員の

参集が困難となることも想定されるため、配備体制及び参集場所等の職員の参集計画を

別途定める。 

 

２ 地震発生時の応急対策 

南海トラフ地震の発生時においては、被害を防止又は軽減するため、町は、本編第 3章

第 3節～第 23節の定めるところにより、被害状況等の把握や消火活動、救助・救急活動、

医療活動、二次災害防止のための必要な措置、輸送活動、保健衛生活動、防疫活動、帰宅

困難者対策等必要となる種々の対策を講じる。 

 

【地震発生時の応急対策】 

(1) 被害状況等の情報収集・伝達 

被害状況等の情報収集・伝達については、本編第 3章第 3節に定めるところによる。 

通信設備の被災により、情報伝達網が寸断された場合にあっては、電波法第 52条の

規定による非常通信経路を用いる。 

(2) 施設等の緊急点検・巡視 

所管する公共施設等について、緊急点検を行い、当該施設の被災状況等の把握及び復

旧に努める。この場合において、特に防災活動の拠点となる施設や避難場所に指定され

ている施設及び緊急輸送道路の被災状況把握及び復旧に配慮する。 

(3) 二次災害の防止 

地震による危険物施設等における二次被害防止のため、必要に応じた施設の点検・応

急措置、関係機関との相互協力等を実施する。 
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また、土砂災害の防止や倒壊物の飛散による被害の防止、ライフライン復旧時におけ

る火災警戒等について、必要な措置をとる。 

 

３ 対策要員及び資機材、必要物資等の確保 

町は、府に対し、対策要員の配備状況を報告し、必要に応じて、京都府職員派遣又は他

の自治体職員応援派遣を要請する。また、発災後速やかに、町が所有する備蓄物資並びに

協定締結業者から調達可能となる流通備蓄物資を把握し、その不足分を府に供給要請す

る。 

 

４ 他機関に対する応援要請 

町が災害応急対策の実施のため必要な協力を得ることに関し、締結している応援協定

は、参考資料編に掲げるとおりである。町は必要があるときは、応援協定に従い、応援を

要請する。 

＊町締結の規約・協定等一覧は、参考資料編 13 頁～14 頁参照 

 

 


